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1　フランス商業登記法解説

1．　フランス商業登記制度の沿革

　（1）商業登記制度の創設　　商業登記制度の起源は中世イタリアにおける商

人団体の団体員名簿にあるといわれているが，この名簿は所属団体，管轄裁判

所を確定するための公法的機能を果たすものであって，純私法的目的を有する

登記制度が創設されたのは13世紀に入ってからであるといわれている（大隅・

商法総則（法律学全集）255頁。なお，フランスの商業登記制度に関する邦語

文献としては，加藤　徹rフラソスにおける公示制度について一商業登記制度

を中心として一」阪大法学74号91頁以下が詳しく，訳文とともに非常に参考と

なった）。フラソスにおいては，旧秩序を背景とする商人団体がフラソス革命

にさいして好意をもってむかえられるはずはなく（Ripert，Aspect　juridique

du　capitalisme　modeme，p・12），商人団体に基礎をおく商業登記制度の発達

可能性は断ち切られ，1807年の商法典に：おいて，未成年者の親権解除，婚姻契約，

夫婦財産の分割，商事会社，破産に関する事項を公示（掲示板による公示）の

対象とするのみであった。その後，各種の法律によって公示事項も増加し，公

示方法も新聞紙による公告・登記簿への登記に変更されたが，商人に関する一

般的公示制度は存在しなかった。したがって，商人についての調査は営業免許状

または商事裁判所および商業会議所の選挙人名簿によってこれを行なわなけれ

ぽならなかった。その後，第一次大戦にさいして，企業主の国籍および企業を

把握する必要性が生じ信頼すべき公的資料の欠敏が痛感され，商業登記制度の
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創設が要請された。また，登記事項に対し第三者への対抗力を付与するドイツ

の商業登記制度の下にあったアルザス・・レーヌ地方の返還もかかる要請に拍

車をかけるものであった。

　そこで，1919年3月18目法律によってはじめてフランスに商業登記制度が創

設されるにいたったが，本法は立法の要請にみられるように公法的制度であっ

て，登記になんらの私法上の効力（商人資格，第三者に対する対抗力）を付与す

るものではなく，商業登記簿は法的効力のない商工年鑑にすぎなかった（Alfred

Jauffret，Les　r6formes　r6cents　du　registre　du　commerce，Revue　trimest．

rielle　de　droit　commercia1，1969，p・396）。唯一の効果は登記の解怠に対して

刑事制裁が課せられる点にあったが，その実際上の適用はきわめてまれであっ

て実効性に乏しい制度であったといえよう。しかし，商人に対する登記の強制

は，商人に対して計算書，通信文などの取引書類に登記番号を記載する義務を

課すその後の立法（1923年6月1日法律。1924年3月17日法律により改正）お

よび商業会議所・商事裁判所の選挙人名簿の作成につき商業登記簿を参照する

ことによって一層促されることになった。また，行商，古物商，保険仲立業な

どの一定の営業を営むには商業登記簿への登記が必要とされ，さらに第二次大

戦中およぴ戦後における統制経済の下において，登記をうけた商人の方が優遇

され間接的に登記が強制された。一方，未成年者の親権解除，離婚または別居

の判決についての従来の公示方法が登記簿への登記に変更され，登記をしない

かぎり第三者に対抗できないとされた（1931年3月28目法律）。

　（2）1953年の改正　　フランスにおいて，私法上の効力を有する真の商業登

記制度が創設されたのは1953年8月9目の命令による。本命令は商業登記に関

する規定を商法典に組入れる規定形式（商法典第1編第4章第2節第47条ない

し第70条）をとっているが，商業登記簿の管理を裁判官の監督の下におくこと

によって登記簿の真実性を確保し，登記に第三者に対する効力を付与した（商

法典第61条以下）。そのほか，本命令によって商業登記簿はつぎに掲げる2っ

の機能を果たすものとされた。第1は，登記申請者に対して一定の営業を始め

るために必要な許可証，免許証，権利証の提出を義務づけることによって，ま
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た一定の刑罰に処せられた者に一定の営業を禁止する他の法令（たとえば，商

工業の健全化に関する1947年8月30日法津1条）の適用によりその登記を拒否

することによって，商業登記簿は営業警察的機能を果たすものとされた。第

2は，商業登記簿の登記事項の正確性を確保することによって，商業登記制度

に経済統計の基礎資料を提供する機能を担わせたことである。かかる目的を達

成するため，すでに1949年4月9日法律によって，r商業登記および職人登記

に関する公報（Bulletin　o伍ciel　du　registre　du　commerce　et　du　registre

des　m6tiers）」が創設されていたが，本命令の施行によって一層その統計資料

としての価値を高めることになった。な：お，1953年の命令は1954年1月6日，

1956年11月12日および1957年3月11日の施行規則によって補充された。その後，

法典の形式を整備する政策にしたがい，商業登記に関する規定は商法典中から

抽出され再び独立したが（1958年12月27日命令），商業登記に関する刑事制裁

を加重する同日付の命令を除き，従前の規定の再現にすぎず，実質上の変更を

もたらすものではなかった。

　（3）1967年の改正　　商業登記に関する規定は1967年3月23日の命令第67－

237号によって全面的に再編成されたが，商業登記にかかわる他の法令の改正

または新設，すなわち無能力者に関する改正（1964年12月14目法律），夫婦財

産制に関する改正（1965年7月13日法律），破産に関する改正（1967年7月13

日法律），経済的利益団体を創設する命令（1967年9月23日命令），会社法の改

正（1966年7月24日法律）に沿ったものであって，商業登記自体に関して重要

な改正はなされていない。しかしながら，会社法の改正，とくに会社の法人格

の取得を商業登記簿への設立登記にかからせる会社法第5条によって，商業登

記の機能に重要な変更が加えられたことは注目されるべきである。

　なお，フランスにおいては，会社に関する公示制度は数世紀の歴史を有し，

商業登記制度とは別個の制度として独自の発達を遂げた。1673年の商事条例　二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
（ordonnance　du　commerce）は，会社に対して商事裁判所（juridiction　con－

sulaire）書記局への会社証書の抄本1通の提出を義務づけ，これは公共の場所

における掲示板に公告された。1807年の商法典（42条ないし46条）も同規定を
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うけつぎ，その後1867年7月24日法律によって掲示板による公告に代え新聞紙

による方法がとられたが，これらの公示規定は厳重な制裁の下にあった。もち

ろん1919年の商業登記法は会社についてもその適用があったが，自然人たる商

人に登記義務を課した点に重要性があり，会社についていえば，会社に関する

公示を無用のものとし私法上の効力を奪うものであった（Jau丘ret，OP。cit，P・

398）。したがって，会社に関する公示制度はこれを維持する必要があった。実

際上もまた，1919年以来，商業登記に関する争訟はそのほとんどが自然人たる

商人に関するものであった。その後，有限会社を創設する1925年3月7日法律

によって有限会社に公示義務が課せられた。さらに1935年10月30日の法律統令

（D6cret司Loi）により会社の公示は大改正をうけ，私法上の効力を有する公示

規定が設けられるにいたった。1966年7月24目の会社法第4条は会社に関する

公示手続を命令に委任しているが，1969年に，ヨー・ッパ共同体理事会の指令

にもとづき会社法の改正が行なわれ，本来商業登記令に含まれるべき規定が会

社法のなかに置かれている（会社法第4－1条）。

　なお，、商業登記に関する現行の法令のうち主要なものはつぎのとおりであ

る。（1）商業登記に関する1967年3月23日命令第67－237号　（2）商事公報を創設

する1967年3月23日命令第67－238号　（3）商業登記に関する1969年12月5日省

令（1969年12月13目付官報）

　　　2．商業登記簿

　　　（1）商業登記の目的　　商業登記簿とは商人たる自然人および法人（ただし，

　　非商人の営業が商にかかわる場合を含む）の公的記録簿である（Jau伍et，op．

　　cit．，p．395）。商業登記は自然人たる商人の登記，商事会社および登記義務を

　　負うその他の法人の登記，ならぴに登記義務者の法律上の地位および能力に関

　　して登記の日以後に生じた事項の変更の登記を受理し，かつ法人が提出すべぎ

二　証書を添付書類として受理することを目的とする（商業登記に関する1967年3
七
　　月23日命令第67－237号第1条（本命令は以下条文数のみをもって表示する）。

　　　（2）登記簿の構成　　フランスにおける商業登記簿は商事裁判所または商事

　　事件を審理する大審裁判所の書記局に備付けられた商業登記簿とパリの工業所

　　　　　　　　　　　　　　　　　一4一



有権庁（lnstitut　de　la　propri6t6industrielle）の管理する中央商業登記簿（regi

stre　national　du　commerce）とに分かれる。通常，商業登記簿という場合に

は，裁判所書記局の管理する商業登記簿（1967年の商業登記令の施行前におい

ては地方商業登記簿（registre　local　du　commerce）と呼ばれていた）を指し，

商業登記簿は受付順登記簿，個別記録簿綴，添付記録簿綴およぴカード目録か

ら構成される（4条）。さらに，商人に関する主たる情報は，個別記録簿綴に編

綴されるから（6条2項参照）これを商業登記簿という場合も多い。フラソス

の商業登記制度の一つの特徴は中央商業登記簿にある（3条，7条）。裁判所

書記局は提出をうけた登記申請書3通のうち1通を工業所有権庁に送付しなけ

ればならないが，この登記申請書および登記事項の変更，補充および抹消に関

する申請書にもとづいて，企業別の記録簿および検索の便宜のためのカード目

録が作成され，中央商業登記簿が構成される　（6条2項）。中央商業登記簿

（1967年の商業登記令によって《registre　central　du　commerce》から《registre

national　du　commerce》に呼称変更）は，フラソスにおける企業についての情

報を集中化するため，1939年の法律統令によって従前の制度を整備拡充のうえ

創設され，数次の改正を経て今目にいたっている。中央商業登記簿は一般私人

の便宜をも図るけれども，フラソス商業登記法に伝統的な公法的色彩を維持し

ており，その収集した情報は行政官庁，各種機関等の利用に供され（3条2

項），統計調査資料および企業に対する課税上の資料として政府，公共団体の施

策に寄与し，さらに営業警察法規の適用の厳正を担保する機能を営んでいる。
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3．登記手続

　（1）登記義務者　　フランス法において，登記義務を負う者の範囲はきわめ

てひろく，商事会社および自然人たる商人のみならず一定の非商人をも含む。

すなわち，（i）フランス法上の商人資格を有するフランス人および外国人（1

条1項），（ii）フランス領土内に本店を有する商事会社（1条1項，11条）のほ　ニ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ムか，（iii）商人資格を有する職人（職人名簿に登録されるべぎ者を含む）（2条1　ハ

号），（iv）外国に本店を有しフラソス領土内に代理店，支店または営業所を開

設した商事会社（2条2号），（v）商工業的性格を有するフランスの公企業で
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　　法人格および財務の独立性の認められたもの（2条3号），（vi）フランス領土内

　　で活動する外国の政府，公共団体または公共機関の通商代表機関または事務所

フ　（2条4号）（人民民主主義共和国の通商代表部等の機関を指す），（vii）経済的
ラ

ソ
ス　利益団体（2条5号），（viii）営業の賃貸借（10cation－g6rance）における営業

商
業　財産賃貸人（19条。営業財産および工匠事業財産の賃貸借・管理に関する1956

登
記　年3月20日法律第2条）も商業登記簿に登記する義務を負う・商業登記簿の対

法
　　象が非商人である経済的利益団体および営業財産の賃貸人の登記に及ぶことを

　　さらに発展させ，非商人である私法上の法人を含むすべての公示を商業登記簿

　　に集中させるべきであるとの主張もみられる（Jau丘ret，op．cit．，p．400）。

　　　（2）管轄登記所　　自然人たる商人の場合には主たる営業所の所在地（8条

　　1項），フランス領土内に本店を有する会社の場合には本店所在地（11条1項），

　　その他の登記義務者については主たる営業のなされる地（14条，15－1条，19

　　条）を管轄する裁判所書記局が登記事務を管掌する（3条1項）。なお，代理

　　商（agent　commercia1）の登記は商事裁判所書記局の管理する特別登記簿に

　　なされるが，この登記簿は1968年8月22日の命令によって，商業登記簿を管轄

　　する裁判官の監督のもとにおかれることになった。

　　　（3）登記事項　　1958年命令は登記事項を抽象的に定め，登記義務者の法律

　　上の地位および商事活動に関する事項であって，一般的利益のため公示を必要

　　とし第三者が安全に契約を締結するために必要な事項はこれを登記しなければ

　　ならないと定めたが（1958年12月27日命令第6条），1967年命令は登記事項を

　　各登記義務者について具体的に列挙している。すなわち，自然人たる商人につ

　　いては，その法律上の地位および能力に関する事項（9条1号ないし7号）お

　　よび企業，営業財産に関する事項（9条8号ないし16号），会社については，

　　会社の概要に関する事項および会社の業務執行，管理，指揮等の権限を有する

三　者に関する事項を登記しなけれぽならない（11条）。その他の登記義務者につ

五　いても登記すべき事項は法定されている（14条，15－1条）。

　　　（4）登記申請の方式　　登記の申請は商業登記に関する1969年12月5日省令

　　第23条に定める様式にしたがい作成印刷され裁判所書記官から交付をうけた登

　　　　　　　　　　　　　　　　　一6　一



記申請書面に登記申請人またはその代理人が必要事項を記入したうえで署名し，

これを裁判所書記局に3通提出してなされる（6条1項）。登記申請の期問は自

然人たる商人および営業財産の賃貸人の場合には法定されているが（9条1項

および19条），フランスに本店を有する会社および経済的利益団体は，設立登

記によって法人格を取得するのであるから（会社法4条，1967年9月23目命令

3条）なんらの定めも置かれていない。また，フランスの公企業，外国の通商

代表機関およびフランス領土内に支店，代理店，事務所を有する外国の自然人

または法人は，その設立または開設のときから2ヵ月内に登記を申請しなけれ

ばならない（14条および18条）。

　（5）登記の性質　　登記は個人的性格を有する。何人も，主たる登記名義を

もって複数の登記簿に，または異なる登記により同一の登記簿に登記を申請す

ることができない（8条2項）。この原則は商人の人に関する原則であってそ

の営業に関するものではない。したがって，営業の包括承継人は登記の抹消を

なし，新たに登記を申請し新たな登記番号をうけなければならない（Jean　Gu－

y6not，Cours　de　droit　commercia1，P・214）。自然人または法人の登記（主た

る登記）は主たる営業所または本店所在地を管轄する裁判所の書記局において

なされるが，自然人または法人が他に営業所を有するときは，その営業所につ

き補充記入または従たる登記をしなけれぽならない（23条，24条）。

　（6）変更記入および登記の抹消　　登記義務者の地位に登記の記載を訂正ま

たは補充する必要のある変更を生じたときは，登記義務者は第6条に定める方

式にしたがって，裁判所書記局に対し変更記入の申請をしなけれぽならない

（26条）。変更記入の申請は，自然人については2ヵ月内に，会社およびその

他の法人については1ヵ月内に行なわなけれぽならない（30条，33条）。登記

の抹消の申請は，自然人たる商人については，営業財産の売却，営業停止，死

亡など理由のいかんを問わず，営業活動を停止した日から2ヵ月内にこれを行

なわなければならない。自然人たる商人の死亡の場合において，相続人および

包括的権利承継人が共有の関係をもって営業を継続するときは，死亡した者の

名において1年間登記は維持される。この期間は変更記入の申請の方法により
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毎年更新することができる（34条，35条）。会社およびその他の法人について

は，清算結了後1ヵ月内に登記の抹消をしなければならない。ただし，解散の

決議または判決，設立無効の判決があったときまたは営業活動を停止したとき

は，登記の抹消に先立ち，1ヵ月内に商業登記簿にその旨の変更記入をしてお

かなけれぽならない（32条，38条）。

　（7）添付書面およびその審査　　登記申請人は，申請にさいして，各種の証

明書類を提出しなければならない。証明書類の提出義務は登記申請の形式的審

査を可能とするため1919年法によって設けられたものであるが，その後の商

業登記法の数次の改正によって強化され広汎にわたっている。証明書類の内容

は登記義務者についてそれぞれ列挙されているが，すべての登記申請人は営業

を行なうために現行の法令に定められた条件を充していること（16条1項）を

証明する書面，とくに，営業に必要とされる免許を得たこと（16条2項）およ

び営業の場所を使用しうることを証する書面（20条）を裁判所書記局に提出し

なければならない。裁判所書記官は，自己の責任において，申請書が完備して

いることを確認し提出をうけた証明書類と申請書の記述が一致しているか否か

につき審査しなけれぽならない。書記官が申請の不備を確認しまたは受理の適

否を決定しがたいときは，登記を監督する受命裁判官の判断を求めなけれぽな

らない。また，申請人の側においても，裁判所書記官の登記事務の執行に対し

不服申立をなすことができる。申立をうけた受命裁判官は命令によってこれを

決定するが，異議のある申立人は15目内に裁判所に対して抗告することがでぎ

る（45条）。このように，登記に関して限られた範囲ではあるが一種の事前審

査の制度が設けられている。会社についていえば，商業登記令第16条第1項は，

設立登記に先立ち会社設立についての審査を求めるヨー・ッパ共同体理事会の

1968年3月9日の指令にもと・づき，1969年12月24目命令第69－1177号によって

改正され，会社は，会社に関する法令に定められた方式を履践していることを

証明しないかぎり登記手続を行なうことができないとされ，事前審査の制度を

とることを明らかにした会社法第6条の規定の趣旨を商業登記令に定着化し

た。しかしながら，裁判所書記官は会社が法令に定める方式を履践しているか
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否かを形式的に審査するにすぎず，実質的審査権を有しないのであるから（Ri－

pert　par　Roblot，Trait6616mentaire　de　droit　commercia1，1974，p．570），

事前審査を求める共同体理事会の指令は事後的審査を伝統としたフランスにお

いてはやや後退しているといってよいであろう。

　登記の申請が適法になされたときは，書記官は登記（または変更記入）を受

理し申請人に登記番号を付与する（5条，1969年12月5日省令20条）。登記番

号は最初の2桁は受理した年度の下2桁の数字，つぎに自然人たる商人につい

てはA，経済的利益団体以外の法人はB，経済的利益団体はCの記号，最後の

2桁は登記を受理した年度における受付番号から構成される。たとえぽ，69－

A－456という登記番号は，ある裁判所書記局において自然人たる商人が1969年

に登記をなしその受付番号が456番であることを示している。書記官は登記申請

書3通に受付印を押捺し登記番号等を付して，1通は申請人に交付し，1通は

個別記録簿綴に編綴し，1通は申請を受理した翌月の15目までに工業所有権庁

に送付する（6条）。書記官は，登記（または変更記入もしくは登記の抹消）

の日から8日内に商事公報に掲載すべき事項を記載した通知書を送付しなけれ

ばならない（10条1項）。

　4．登記の公示
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　商業登記の内容は当初は積極的に公告等によって公示されることはなく，主

に謄抄本の交付という個別的公示のみによっていたが，その後，一般公衆を対

象とするもっと一般的な公示方法が必要とされ登記事項は一定の方法によって

公告すべきものとされた。なお，会社については，設立手続が終了した後でな

ければ設立登記をなすことができず，しかも，登記前に法定公告掲載紙への公

告が義務づけられ独自の公示制度が維持されている。

　（1）一定の書類への登記番号の表示義務　　商業登記簿に登記されたすべて

の自然人または法人は，計算書類，注文票，料金表および広告文書については　二

その上部に，通信文および受領証については任意の個所に主たる登記をなした　一

書記局の属する裁判所の所在地および登記番号を表示する義務を負う（たとえ

ぽ，：Lyon　n。65－A－342と表示する）。これに違反したときは160フランない
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　　し600フラソの罰金に処せられる（74条）。

　　　（2）謄抄本の交付および登記に関する証明　　何人も，手数料を納付して，

　　裁判所書記官または工業所有権庁から登記に関する情報を得ることができる。

　　書記官はその請求をなした者に対して，登記の謄本または抄本，自然人または

　　法人が当該登記簿に登記されていない旨を証する証明書を交付し（66条），工

　　業所有権庁はその申請をなした者に対し登記の謄本を交付しまたは登記に関

　　する事項につぎ通知（口頭による通知を含む）しなげればならない（69条）。

　　さらに，裁判所書記官または工業所有権庁はその申請人に対しその者の費用に

　　おいて商業登記簿の添付書面の証明謄本等を交付する義務を負う（67条，69条

　　2項）。なお，フランスにおいては，商業登記簿は戸籍簿と同様に公的な記録

　　簿であるとされ，登記簿の閲覧は認められていない。

　　　（3）商事公報への公告　　登記された事項を公告する制度は1926年8月4日

　　命令によるr営業財産の売買および譲渡に関する公報」（Bulletin　omciel　des

　　ventes　et　cessions　de　fonds　de　commerce）の創設にはじまる。これは営業

　　財産，船舶および破産に関する一定の事項を対象とするものであったが，その

　　後，1949年4月9目法によって廃止されr商業登記および職人登記に関する公

　　報」（Bulletin　o伍ciel　du　registre　de　commerce　et　des　m6tiers）と改称さ

　　れた。ついで，1967年にr商事公報」（Bulletin　o伍ciel　des　annonces　comm－

　　erciales）と実際の内容に即した呼称に変更され今目に及んでいる（商事公報

　　を創設する1967年3月23目命令第67－238号）。商事公報は法令に定める通知書

　　を掲載することを目的とするフランス共和国官報に付属する公報であって，公

　　報課によって毎目発行され，商業登記簿に記載されたほとんどすべての事項が

　　掲載される。商事公報の掲載の費用は営業財産または工匠事業の新経営者が負

　　担するが，裁判所書記官の請求にもとづきかつその責任において掲載されるか

二　ら（命令第67－238号9条），行政上の効力を有すると考えられ（Ripert　par

　　Roblot，op．cit．，p．135），それゆえ，第三者は公告の欠訣をもって登記当事者に

　　対抗することができない。ただし，有限会社，株式会社および株式合資会社につ

　　いての商事公報に公告すべき事項については重要な例外が置かれている（会社
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に関する1966年7月24日法律第4－1条）。

5．　商業登記の効力

　（1）商人資格に関する登記の効力　　商業登記簿を創設した1919年法の下に

おいては，登記簿への登記は登記された者の商人資格の有無につきなんらの法

律上の効力をも与えるものではなく，登記の存在によってたんに事実上の推定

がなされたにすぎなかった。1953年命令は登記に商人資格についてr法律上の

推定」の効力を付与したが，登記事項についての裁判所による事前審査の制度

が設けられていなかったので，商人資格の推定の効力を担保するにはやや欠け

ていたといえよう。現行の商業登記令は商人資格の推定に関して，1953年命令

を踏襲するものであるが，会社および経済的利益団体の登記については特別の

効力を付与している。

　商業登記簿に登記された者は，営業財産の賃貸人および経済的利益団体を除

き，商人資格を有するものと推定される（41条）。ただし，反対の立証がある

場合にはこのかぎりではない。自然人たる商人が営業を開始した後2ヵ月経過

しても登記の申請をしなかったときは，第三者および行政官庁に対して商人資

格を主張することができない（42条）。たとえば，付属的商行為を根拠として

商事裁判所へ訴を提起し，商法上の立証，特に商業帳簿による立証を行ない，

商事時効（10年）および商事賃貸借の更新に関する規定を援用することができな

い（従来，未登記の商人が商事賃貸借に関する規定を援用することができるか

否かについては議論があり，裁判所は消極に解したが，1965年5月12目法律

（第65－356号）によって商業登記簿に登記された商人にのみ適用があるとさ

れた（商業所有権に関する1953年9月30目命令第53－960号参照））。また，未

登記の商人は商人資格にともなう責任および義務を免れるために登記の欠敏を

主張することができない。したがって，第三者はその主張に利益がある場合に

は相手方の事実上の商人資格を主張し，利益がない場合には登記の欠敏を主張

することができる。商人資格の法律上の推定の原則は，主たる登記を管轄する

裁判所以外の裁判所の管内に設けられた支店の従たる登記の欠敏に適用される

が，主たる営業所と同一の裁判所管内に設けられた支店の補充記入の欠敏には
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適用されない（L60n　Julliot　de　la　Morandiさre，Rodiさre　et　Houin，Droit

commercia1，tome1，p．110）。

　登記をうけた商人が登記の抹消を怠ったとしても，1967年の商業登記令によ

って目的を失った登記を避けるための制裁（抹消の命令，職権による抹消）が

拡充された結果，その効力が問題となるのは比較的少ないとされている。支配

的見解によると（Morandiらre　et　a1。，oP．cit．，P。110），商人資格の法律上の

推定は登記の抹消の解怠によって第三者に対する効力を失なうものではないと

されている。したがって，（1）登記の抹消を証明しないかぎり，直接税とくに営

業税の納税者名簿から削除されない（一般租税法典1487条および1493条の2），

（2）営業を承継した者は登記の抹消をした後でなければ登記をうけることがでぎ

ない，（3）営業財産を譲渡しまた営業の賃貸借において利用の許可を与えた商人

は，登記を抹消しないかぎり，営業財産の承継人の債務につき責を負う（42条

2項），（4）営業を停止した商人が更生整理または清算整理の申立をうける期間

（1年）は登記の抹消の日から起算される。退社した無限責任社員についても

同様である（1967年7月13日法律第67－563号4条）。なお，会社は，商業登記

簿に登記した目に法人格を取得するから，登記によって商人資格が推定される

のではなく，登記の日に商人資格を絶対的に取得する。経済的利益団体も商業

登記簿に登記した日に法人格を取得するが（1967年9月23目命令第3条）商人

ではない。

　（2）第三者に対する対抗力　　商業登記簿へ登記すべき義務を負う者は・

その営業活動に関して，商業登記簿に登記すべき事実または行為が登記簿に登

記されていない場合には，これをもって第三者および行政官庁に対抗すること

ができない。ただし，登記義務者が第三者または行政官庁の悪意を立証した場

合はこのかぎりではない（43条）。第43条の規定は，他の法令にもとづいて公

示の対象となっている事実または行為が商業登記簿に記載すべきものである場

合についてもその適用がある（44条）。たとえば，婚姻，離婚，婚姻契約など

一定の事項につき民法上の公示手続がとられたとしても，商業登記簿に登記が

なされないかぎり，これをもって第三者に対抗することができない。
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　登記の欠敏をもって第三者に対抗できないとする原則は1953年8月9目命命

（その後，1958年12月27日命令に代る）にはじまるが，これらの命令において

は，第三者に対抗できる登記事項を限定列挙しかかる事項の登記がないときは

対抗力を有しないとするものであった（1958年12月27目命令17条，18条）。1967

年の商業登記令はかかる個別的列挙を廃止して43条によって一般原則としてこ

れを定めた点に特徴がある。しかしながら，対抗力についてのこの一般原則は

それほどの重要性を有しないとされている。というのは，従前の命令によって

列挙された第三者に対抗できる登記事項の範囲はきわめて広く，ほとんどすべ

ての事項に及び，せいぜい商人の住所にっいての登記の欠敏または変更記入の

欠敏の不対抗性が新法によって治癒された程度であるといわれている（1958年

命令によると，商人の住所は登記事項ではあったが，第三者に対抗することが

できる事項を定めた第18条に列挙されていなかった。Jauffret，op・cit・，p・405）。

それどころか，一般原則とすることによって，1967年の改正前にはみられなか

った不都合が生ずるにいたった。すなわち，登記事項の欠敏をもって第三者に

対抗できないのは一般原則にしたがい登記義務者すなわち商人であって（43条），

その配偶者は登記事項の欠敏をもって第三者に対抗することができる。たとえ

ば，商人の妻は婚姻契約の登記がなくても第三者に対抗することができ，その結

果取引の安全は著しく阻害されるとの指摘がなされている（Jau丘ret，op・cit・，

p・405）。なお，登記すべき事項は登記および公告の後でないかぎり，第三者に対

抗することができない旨を定めるヨー只ッパ共同体理事会の1968年3月9目の

指令第3条第5項にしたがい，会社法の改正がなされ第4－1条が新設された

（早稲田大学フラソス商法研究会rフランス会社法（1）」早稲田法学47巻3号45頁

以下参照）。同条の解釈については争いがあり，有限会社，株式会社および株

式合資会社に関する行為および事項について商業登記簿に登記されているが，

商事公報に公告されていない場合の第三者に対する対抗力については，消極説　δ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八（Ripert　Par　Roblot，op。cit．，P・135）および積極説（H6mard，Terr6et

Mabilat，La　douziさme　r6forme　du　droit　des　soci6t6s　commerciales，Revue

des　soci6t6s，1970，p・206，207）に分かれ軌を一にしないが，いずれの学説に
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よったとしても会社法第4－1条の規定は登記自体に対抗力を認めるフランス

法に重要な例外を設けるものである。
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6．刑事制裁

　（1）登記義務者に対する制裁　　商業登記簿を創設した1919年法によって登

記の解怠に対して罰金が課せられたが，その額は数次の引上げにもかかわらず

きわめて低く，またその適用もまれにしかみられなかった。そこで，1958年命令

は刑事責任を強化した。すなわち，商業登記簿を監督する受命裁判官が登記義

務者に対して商業登記簿への登記，補充または訂正の記入もしくは抹消を命じ

たにもかかわらず，登記義務者がこの命令の確定後15日内に正当の理由なく手

続をとらなかったときは，400フラソないし2，000フランの罰金に処し，累犯の

場合には500フランないし20，000フラソの罰金および10日ないし6ヵ月の禁鋼

またはそのいずれか一方の刑に処せられる（1958年12月27日命令第58－1352号

1条1項）。さらに，利害関係人の請求があるときは，裁判所は一定の期間内

に登記手続をとるべきことを命じなければならないが（同命令1条3項），職

権により自らこれを行なうことはできない。また，商業登記簿に．故意に不実の

記載または不完全な記載をなした者は500フランないし20，000フランおよび10

目ないし6ヵ月の禁鋼またはそのいずれか一方の刑に処せられる（同命令2

条）。そのほか，商事裁判所，商業会議所，労資協議会の構成員の選挙権および

被選挙権の一定期間の資格停止の制裁が課せられる（同命令1条2項）。

　（2）公証人に対する制裁　　商業登記の登記原因に関係のある証書たとえば

売買，営業財産の賃貸借，会社の設立に関する証書を作成する公証人は，その

作成した証書に関する一切の手続を行なう義務を負う。そのほか，公証人は一

定の条件において変更記入の申告書に一定の事項を記載しかつこれに署名する

義務を負う（72条）。公証人がかかる義務を履行しないときは，大審裁判所に

ょって10フランないし40フランの過料に処せられる。そのほか，公証人は懲戒

処分をうけ第三者に対する民事責任を負うことがある（73条）。（井上　治行）
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皿商業登記に関する1967年3月23
　　日命令第67－237号

D6cret　n◎67－237du23mars1967，

　Relatif　au　registre　du　commerce．

フ
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業
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序章　総 U貝
　CHAPITRE　PRELIMINAIRE．
　　　　　　　　　　ノプ　　　　　ノリ
DISPOSITIONS　GEN：ERA：LES．

第1条〔商業登記の目的〕

　①商業登記は，フランス法上商人の資格を有する自然人の登記，商

事会社および登記を義務づけられているその他の法人の登記ならびに

登記義務者の法律上の地位および能力に関してその登記の日以後に生

じた事項の変更の登記を，以下に定める条件にしたがって受理するこ

とを目的とする。

　②商業登記は，本命令第3編第1章にもとづいて法人が提出すべき

証書を添附書類として受理することをも目的とする。

　Art．1e「．Le　registre　du　commerce　a　pour　objet　de　recevoir，

dans　les　conditions　ci－aprさs　d6finies，1’immatriculation　des　per一　＝

sonnes　physiques　ayant　la　qualit6de　commergant　au　regard　de　g

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ、
1a　loi　frangaise　et　celle　des　soci6t6s　commerciales　et　autres

persomes　morales　assujetties　a　rimmatriculation　ainsi　que　les

inscriptions　et　mentions　constatant　les　modifications　survenues

　　　　　　　　　　　　　　－15一



　　（1epuis　la　date　de　leur　immatriculation　dans　r6tat　et　la　capacit6

　　jUridiqUe（1eS　aSSUjettiS．

フ　　Le　registre　du　commerce　a6galement　pour　objet　de　recevoir
ラ

ン　en　amexe　les　actes　que　les　persomes　morales　doivent　d6poser
ス

商enapPlicationduchapitrele「dutireIIldupr6sentd6creし
業
登
記
法
　　第2条〔登記義務者〕

　　　会社法第5条に規定するほか，つぎの者も登記義務を負う。

　　　10　自然人たる商人。これには1962年3月1日命令第1条の規定に

　　もとづいて職人名簿に登録されるべき者を含む。

　　　20外国に本店を有し，フランス領土内に代理店，支店またはその

　　他の営業所を開設している商事会社

　　　3。商工業的性格を有するフランスの公企業で法人格および財務の

　　独立性が認められたもの

　　　4。　フラソス領土内で活動する外国の政府，公共団体または公共機

　　関の通商代表機関または事務所

　　　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）《501967年9月23

　　日命令第67－821号の定める経済的利益団体》

　　　Art．2．　En　（1eho1・s　（1es　dispositions　de　l’article　5　de　la　loi

　　sur　les　soci6t6s　commerciales，1，0bligation　d’immatriculation

　　ソ　　　S　lmpose：

　　　10　A　tout　commergant，persome　physique，meme　s’il　est

　　tenu　de　se　faire　immatriculer　au　r6pertoire　des　m6tiers　en

＝　　apPlication　des　dispositions（ie1’article　le「（iu（i6cret　susvis6　（iu

O　le「mars19621
五
　　　20　A　toute　soci6t6commerciale　dont　le　siさge　est　situ6en

　　territoire6tranger，qui　ouvre　en　territoire　frangais　une　agence，

　　une　succursale，ou　tout　autre6tablissement；

　　　　　　　　　　　　　　　　一16一



　3。　A　tout6tablissement　public　frangais　de　caractさre　indu．

striel　ou　commercial　dot6de　la　personnalit6civile　et　de　rauto．

nOmie丘nanCiさre；

　4。　A　toute　repr6sentation　commerciale　ou　agence　comme．

rciale　des　Etats，collectivit6s　ou6tablissements　publics6trangers

fonctionnantsurleterritoirefrangais．

　（D6cL　no68－109du2f6vr．1968）《5◎A　tout　groupement

d’int6ret6conomique　r6gi　par　rordonnance　n。67－821（1u23

septembre1967．》
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第1編商業登記簿の編成
　　　　　　　　　　　　TITRE　Ier．

ORGANISATION　DU　REGISTRE　DU　COMM：ERC：E．

第3条〔商業登記簿の管理〕

　①商業登記簿は，各商事裁判所または商事事件を審理する大審裁判

所の書記官が，裁判所長または受命裁判官の監督のもとに，これを管

理する。

　②工業所有権庁が管理する中央商業登記簿には，登記された者の名

称をもって各登記簿に記載された情報を集中し，かつ収集した情報は

これを行政官庁，各種機関または利害関係人の利用に供しなければな

らない。

　Art．3．Le　registre　du　commerce　est　tenu　par　le　gre伍er　de　O
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
chaque　tribmal　de　commerce　ou　tribmal　de　grande　instance

statuant　commercialement，sous　la　surveillance　du　pr6sident　ou

d，Un　jUge　COmmiSきCet　e鉦et．

一17一



　　Le　registre　national　du　commerce，tenu　par1’institut　national

　de　la　propri6t6industrielle，centralise　les　renseignements　consi一

フ　gn6s　dans　chaque　registre　au　nom　de　toute　persome　inscrite
ラ

ン　et　met　a　la（iisposition　des　administrationsシorganismes　ou
ス
商　personnes　int6ress6s　les　renseignements　recueillis・

業
登
記
法

第1章　裁判所書記局の管理する登記簿

　　CHAPITRE　Ie「．

Registreten“a阻gref6e．

　第4条〔登記簿の内容〕

　　裁判所書記局の管理する登記簿には，つぎのものを含む。

　　10各申請書の日付および番号，登記義務者の氏名，または商号を

　記載する受付順登記簿

　　20　個別記録簿綴。個別記録簿は，登記申請書ならびに変更および

　抹消のための申請書により構成される。

　　30本命令第3編第1章にもとづいて法人が提出すべき証書および

　書面を含む添附記録簿綴

　　4。　アルファベット順に作成されるカード目録。これには，つぎの

　事項を記載しなければならない。

　　a）自然人に関しては，その氏名および生年月目，事業の種類なら

　びに主たる営業所の所在地

二　　b）　（1968年2月2目命令第68－109号により改正）《経済的利益団
Ω
二　体以外の法人に関しては》，その法形態，商号，事業の種類，本店の

　所在地および本店が当該裁判所の管轄内に存しないときは，当該管轄

　内にある主たる営業所の所在地

一18一
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Art. 4. Le registre tenu au greffe comprend : 

1' Un registre d'arriv6e mentionnant dans 1'ordre chronolo-

gique la date et le num6ro de chaque d6claration, Ies nom, 

pr6noms, raison sociale ou d6nomination sociale de la personne 

assujettie ; 

2' La collection des dossiers individuels ; Ie dossier individuel 

est constitu6 par la demande d'immatriculation et, Ie cas 6ch6ant, 

par les d6clarations aux fins de modification et de radiation ; 

3 ' La collection des dossiers annexes contenant les actes et 

pi~ces d6pos6s par les personnes morales en application du 

chapitre I** du titre 111 du pr6sent d6cret ; 

4' Un fichier tenu par ordre alphab6tique comprenant : 

a) Pour les personnes physiques, Ieurs nom, pr6noms et 

date de naissance, Ia nature de l'activit6 exerc6e et 1'adresse 

du principal 6tablissement ; 

b) (D6cr. n' 68-109 du 2 f6vr. 1968) <<Pour les personnes 

morales autres que les groupements d'inte' r~t 6conomique,>> Ia 

forme juridique, Ia raison sociale ou la d6nomination sociale, Ia 

nature de l'activit6 exerc6e, l'adresse du si~ge social, et, si ce 

si~ge n'est pas situ6 dans le ressort du tribunal, celui du prin-

cipal 6tablissement dans ce ressort ; 

(D6cr. n' 68-l09 du 2 f6vr. 1968) <<c) Pour les groupem'ents 

d'int6r~t 6conomique, Ia d6nomination, 1'objet et 1'adresse du 

si~ge.>> 
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一109号により改正）《登記番号は，自然人についてはAの記号，経済

的利益団体以外の法人についてはBの記号および1967年9月23日命令

第67－821号に定める経済的利益団体についてはCの記号によって分

類される。》

　Art．5．Un　num6ro　d’immatriculation　est　attribu6a　chaque

personne　assujettie　et　port6sur　le　lfegistre　d，arriv6e，1e　dossier

individuel　et　le　fichier．　（D6cL　n。68－109du2f6vr．1968）《11

estaffect6delalettreApourlespersomesphysiques，dela
lettre　B　pour　les　personnes　morales　autres　que　les　groupements

d，int6ret6conomique　et　de　la　lettre　C　pour　les　groupements

d’int6ret6conomique　r6gis　par　rordonnance　no67－821du23

septembre1967．》

第6条〔申請書の作成方式等〕

　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《①申請書は，裁判

所書記官が交付する用紙により3通作成しなければならない。申請書

には，登記義務者または自己の同一性を明らかにしかつ申請者の署名

のある委任状を有する代理人の署名がなければならない。》

　②書記官は，3通の申請書にそれぞれ受付印を押捺しかつ登記の年

月目および番号を記載する。3通のうち，1通は申請者に交付され，

1通は個別記録簿に分類され，1通は登記の翌月の15日までに中央登

記簿の担当個所に送付される。

　　Art．6．（D6cr。nQ68－26du2janv．1968）《Les　demandes
＝　sont6tablies　en　trois　exemplaires　sur　des　formules　foumies　par

O　legre伍eLElless・ntrev6tuesdelasignaturede1’assujetti・u

　de　SOn　mandataire　qUi　dOit　jUSti費er　de　SOn　identit6et　etre

　muni　d’une　procuration　sign6e　du　d6clarant．》

　　：Le　gre伍er　appose　son　visa　et　mentionne　la　date　et　le　mm6ro

一20一



d，immatriculation　sur　chacun　des　trois　exemplaires．Le　premier

est　remis　au　d6clarant，1e　second　est　class6au　dossier　individue1，

1e　troisiさme　est　adress6au　service　charg6de　la　tenue　du　regi・

stre　national　dans　la　premiさre　quinzaine　du　mois　suivant　celui

de1’inscription．
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第2章　中央商業登記簿

　　　　　CEAPITRE　II．

Regis廿e　national　du　commerce。

第7条〔中央商業登記簿の内容〕

　中央商業登記簿には，つぎのものを含む。

　1Q裁判所書記官が受理しかつ第6条に規定する条件および期間に

したがって，当該書記官が送付した各種の申請書

　同一裁判所の管轄内で登記された自然人または法人ごとに記録簿を

開設する。これらの各記録簿には，同一人に関する一切の登記事項を

記入する。記録簿は，裁判所書記官がその分類を行なう。

　20　カード目録は，つぎの通りである。

　a）登記された自然人のカード目録

　b）商号または名称による商事会社およびその他の法人のカード目

録

　Art．7．Le　registre　national　du　commerce　comprend：　　　　ご

　10　Un　exemplaire　de　chaque　cat6gorie　de　demandes　regues　O
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O
par　le　gre伍er　et　transmises　par　lui　dans　les　conditions　et　d61ais

pr6vus　a1，article6．

　皿est　ouvert　un　dossier　par　personne　physique　et　par　personne

一21一
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morale　immatricu16e　dans　le　ressort　d’un　meme　tribuna1．

Chacun　de　ces　dossiers　r6unit　toutes　les　inscriptions　concernant

une　meme　persome．Les　dossiers　sont　class6s　par　greffe．

　20　Les　fichiers　suivants：

　a）　Un　fichier　des　persomes　physiques　immatricu16es；

　b）　Un　fichier　des　soci6t6s　commerciales　et　autres　personnes

morales　indiquant　leur　raison　sociale　ou　leur　d6nomination

sociale．

第2編　商業登記の機能

　　　　　　　　　　　　　　TITRE　II．

FONCTIONNEME：NT　DU　R：EGISTRE　DU　COMMERCE．

第1章　商業登記簿への登記

　　　　　　　　CHAPITRE　Ie「．

Immatric既亙ationauregistreducommerce．

第1節　自然人の登記

　　　　　　　　　　Section　I．

Immatriculation　des　personnes　physiques．

九
九 第8条〔主たる登記の管轄および単一性〕

　①登記義務者は，主たる営業所の所在地を管轄する裁判所の書記局

に備付けられる登記簿に登記を申請しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　一22一



　②前項の登記は個人的性格を有する。何人も，主たる登記名義をも

って，複数の登記簿に，または異なる登記番号により同一の登記簿に

登記を申請することができない。

　Art．8．L，assujetti　doit　se　faire　immatriculer　au　registre

tenu　au　greffe　du　tribunal　dans　le　ressort（1uquel　est　situ6　son

principa16tablissement．

　L，immatriculation　a　un　caractさre　personne1．Nul　ne　peut6tre

immatricu16a　titre　principa1ゑplusieurs　registres　ou　a　un

meme　registre　sous　plusieurs　num6ros．
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第9条〔登記申請の期間，登記事項〕

　①登記申請は，営業を開始した日から2ヵ月内にこれを行なわなけ

ればならない。

　②登記申請書には，つぎに掲げる事項を記載しなければならない。

　1。登記義務者の氏名および住所

　20営業を営むにさいして前号と異なる名称を用いる場合には，そ

の名称

　3。生年月日および出生地

　40　国籍，およびフランス国籍を取得した場合には国籍取得の態様

およびその目付

　5。　（1969年12月5日命令第69－1108号により改正）《外国人であ

るときは，外国人の身分証明書の交付に関する1939年2月2日命令の

改正第4条に定める特別な場合を除き，フランス領土内に滞在するこ

とを認める許可証。外国商人の特別身分証明書に関する1938年11月12　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　九
日命令の改正規定の適用をうける場合には，特別身分証明書の交付番　八

号，交付年月日，交付地，有効期問および同証明書に記載された営業

活動の内容》

一23一



　　　6。未成年者の場合には，未成年者に営業能力を付与する証書

　　　7。婚姻の年月日および場所。夫婦財産制を採ったときはその内
フ

ラ　容。夫婦間の財産の自由な処分を制限する第三者に対抗することので
ン

ス　きる条項またはかかる条項の不存在。民法典第1426条または第1429条
商

業　にもとづいてなされた申立。夫婦財産の分割または婚姻後取得した財
登

記　産の婚姻中清算の申立およびかかる申立を認容する判決。民法典第
法

　　220－1条の適用にもとづく決定であって，同条第2項にとくに定め

　　る措置の一つを命ずるもの。夫が妻の営業活動を明示的に承認した場

　　合における民法典第1420条に定める申告

　　　8。主たる営業活動および従たる営業活動ならびに営業活動を実際

　　に行なう態様（製造，販売，卸売，小売等）

　　　go使用する営業用標章

　　　100　自己の署名により，登記義務者の責任を発生させる包括的権

　　限を有する者の氏名，生年月日および出生地，住所ならびに国籍

　　　11Q主たる営業所の所在地，ならびにフラソス領土内および領土

　　外に他の営業所があるときは，その所在地

　　　12。つぎに掲げる営業所または会社の営業活動の内容および場所

　　　a）登記義務者の営むその他の営業所

　　　b）以前に営業していた営業所のなかで最近のもの

　　　c）登記義務者が第11条第7号および第8号に定める職務のいずれ

　　かを行なっている会社

　　　これらの営業所および会社の商業登記簿登記番号の付記

　　　130主たる営業所および従たる営業所の登記義務者による営業開

二　始の年月日
九

七　　14。営業財産を設定し，既存の営業財産を取得し，当該営業財産

　　の運用に関する法律制度の変更があったときはその旨の表示，後二者

　　の場合には，従前の営業者の名称，商業登記簿登記番号，抹消登記ま

　　　　　　　　　　　　　　　一24一



たは変更登記の年月日を表示しなければならない。営業財産の買入れ

または共有物換価競売の場合には約定価格，共有物分割の場合には営

業財産の評価額を表示し，さらに選定住所，1909年3月17目法に定め

る第1回の公告を行なう新聞紙の紙名および発行年月日を表示しなけ

ればならない。

　150営業の賃貸借の場合には，営業の賃貸人の名称，住所および

国籍ならびに登記番号

　16Q　必要あるときは，許可証，免許証または権利証の交付の年月

日および交付地，営業活動にかかわる申告の年月日および申告地
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　Art．9．L，immatriculation　doit　etre　demand6e　dans　le（i61ai

de　deux　mois　a　compter　de　la　date　a　laquelle1’activit6comme－

rciale　a6t6entreprise．

　La　demande　indique：

　1。　Les　nom，pr6noms　et　domicile　personnel　de1’assujetti；

　20　：Le　cas6ch6ant，1e　nom　ou　le　pseudonyme　sous　lequel　il

exercelecommercel
　3。　Ses　date　et　lieu　de　naissance　l

　4。　Sa　nationalit6　et，en　cas　d’acquisition　（1e　la　nationalit6

frangaise，1e　mode　et　la　date　de　cette　acquisition　l

　5。　（D6cr．n。69－1108du5d，6c．1969）《S’il　est6tranger，et

sauf　les（16rogations　pr6vues　a1’aTticle4du　d6cret　du2f6vrier

1939modifi6relatifき1a　d．61ivrance　des　cartes　d．’identit6pour

les6trangers，1es　titres　qui1，habilitent　a　s6journer　sur　le　tel’ri－

toire　frangais；dans　le　cas　o亡　il　est　assujetti　aux　dispositions

du　d6cret　du12novembre1938modi五6relatif　a　la　carte　sp6ciale　＿

de　commergant　pour　les6trangers，1，indication　des　num6ro，空
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ、
date，1ieu（1e　d61ivrance　et　dur6e　de　validit6，ainsi　que　de1’acti－

Vit6mentiOm6e　SUr　Cette　Carte》1

　60S’il　est　mineur，1’acte　lui　conf6rant　la　capacit6（1e　faire
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1e　commerce・
　　　　　　　　　　　　，

　　7。　La　date　et　le　lieu　de　son　mariage，1e　r6gime　m＆trimonial

a（iopt6，1es　clauses　oPPosables　aux　tiers　restrictives　de　la　libre

disposition　des　biens　des6poux　ou　1’absence　de　telles　clauses；

1es　demandes　form6es　sur　le　fondement　de1’article14260u　de

1’article1429du　Code　civi1，1es　demandes　en　s6paration　de　biens

ou　en　liquidation　anticip6e　des　acquetsンainsi　que　les　jugements

ay’ant　admis　de　telles　demandesl　les　ordonnances　rendues　en

apPlication　de1’article220－1du　Co（ie　civil　et　prescrivant　1’une

des　mesures　sp6cialement　pr6vues　au　deuxiさme　alin6a　de　cet

articlel　si　le　mari　dome　son　accord　exprさs　a1’exercice（i’un

commerce　par　la　femme，1a　d6claration　pr6vue　a1’article1420

du　Co（1e　civi1・
　　　　　　　　　　　　，

　　8。　L’activit6principale　exerc6e　et，1e　cas　6ch6ant，1es　acti－

vit6s　secondaires　ainsi　que　les　con（1itions　dans　lesquelles　ces

activit6s　sont　effectivement　exerc6es　（fabrication，vente，gros，

d6tai1，etc．）3

　　9。　L’enseigne　utilis6e；

　　10。　Les　nom，pr6noms，date　et　lieu　de　naissance，domicile　et

nationalit6　des　personnes　ayant　le　pouvoir　g6n6ral　d7engager

par　leur　signature　la　responsabilit6（ie1’assujetti；

　　11。　L少adresse　du　principa16tablissement　et，1e　cas6ch6ant，

celle　de　chacun（ies　autres6tablissements　exploit6s　en　teπitoire

frangais　et　hors（1e　ce　territoire；

　　12。　Le　cas6ch6ant，1a　nature　et　le　lieu　d’exercice　de　l’acti．

vit6：

　　a）　Des　autres6tablissements　exploit6s　par　rassujettil

　　b）　Du（iemier　des6tablissements　qu’il　a　exploit6s　pr6c6de－

mment　l

　　c）　Des　soci6t6s　dans　lesquelles　il　exerce1’une　des　fonctions

indiqu6es　aux7。　et8。　de1’article11。

avec　indication　du　ou　des　num6ros　d’immatriculation　au　registre
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du　commerce　de　ces6tablissements　et　soci6t6sl

　13。　La　date　du　commencement　de1’exploitation　par　rassujetti，

du　principa16tablissement　et，1e　cas6ch6ant，des　autres6tabli－

ssementS　l

　14。　L’indication　qu’il　sシagit　soit　de　la　cr6ation　d’un　fonds　de

commerce，soit　de1’acquisition　d’un　fonds　existant，soit　d少me

modi丘cation（iu　r6gime　juri（iique　sous　lequel　ce　fonds　est　exp1－

oit6；dans　ces　deux　demiers　cas，doivent6tre　indiqu6s　le　nom

du　pr6c6dent　exploitant，son　num6ro　d’immatriculation　au　regi－

stre　du　commerce，1a　date　de　sa　radiation　ou，1e　cas6ch6ant，

de　rinscription　modi五cative。En　cas　d’achat　ou　de　licitation，1e

prix　stipu16et，en　cas　de　partage，r6valuation　du　fon（is　doivent

etre　indiqu6s，ainsi　que1’61ection　du　domicile，1e　titre　et　la

date　du　joumal　dans　lequel　a6t6publi6e　la　premiさre　insertion

prescrite　par　la　loi　du17mars19093

　15。En　cas　de　location－g6rance，1es　nom，domicile　et　natio－

nalit6et　le　mm6ro　d’immatriculation　du　loueur　de　fonds；

　16。　Le　cas6ch6ant，1a（iate　et　le　lieu　de（i61ivrance　des　auto－

risations，dip16mes　ou　titres，1a　date　et　le　lieu　des　d6clarations

auxquelles　sont　soumises　les　activit6s　exerc6es．
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第10条〔通知書の作成および記載事項〕

　①裁判所書記官は，登記の日から8日内に，商事公報に掲載すべき

事項を記載した通知書を送付しなければならない。

　②前項の通知書には，つぎに掲げる事項を記載しなければならな

い0

　1。登記義務者の氏名，これと異なる名称を使用するときはその名　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　九
称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四

　2。　国籍，およびフランス国籍を取得した場合には国籍取得の態様

およびその年月日

　　　　　　　　　　　　　　　一27一
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　30　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《営業内容およ

び営業地ならびに営業開始の年月日》

　4Q　営業用標章または商号

　5。　フランス領土内および領土外において支店または代理店を有す

るときは，その所在地

　6Q代理人がおかれているときは，その氏名，住所および国籍。フ

ランス国籍を取得した場合には国籍取得の態様およびその年月日

　7。登記義務者が登記をうけた裁判所書記局の表示および登記番号

　　　Art．10．Le　gre伍er　doit　dans　le　d61ai　de　huit　jours　a　com－

　　pter　de1’immatriculation，adresser　un　avis註ins6rer　au　Bulletin

　　of五ciel　des　amonces　commerciales．

　　　Cet　avis　contient　les　in（iications　suivαntes：

　　　10　Les　nom，pr6noms　et　le　cas6ch6ant，1e　pseudonyme　de

　　1’assujetti　l

　　　20　Sa　nationalit6　et，en　cas　d’acquisit三〇n　de　la　nationalit6

　　frangaise，1e　mode　et　la　date　de　cette　acquisition；

　　　3。　（D6cL　no68－26du2janv。1968）《L’objet　du　commerce

　　et　le　lieu　de　son　exploitation　ainsi　que　la　date　du　commencement

　　♂exploitation；》

　　　40　L’enseigne　ou　le　nom　commercia1；

　　　50　Le　cas6ch6ant，1’a（iresse　des　succursales　ou　agences　en

　　territoire　frangais　ou　hors　de　ce　territoire；

　　　60　Le　cas6ch6ant，1es　nom，pr6noms　et　adresse　des　fond6s

　　de　pouvoir　ainsi　que　leur　nationalit6et，en　cas（i’acquisition　de

　　la　nationalit6frangaise，1e　mode　et　la　date　de　cette　acquisition；

一　　70　：L’indication　du　greffe　du　tribunal　o貢1’assujetti　est　imma．

匹tricu16etlenum6rod’immatriculation．
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第2節会社の登記

　　　　Section　II．

Immatriculation　des　soci6t6s．

第11条〔会社およびその他の法人の登記事項〕

　①（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《フランス領土内

に本店を有する会社は，本店所在地を管轄する裁判所書記局の管理す

る登記簿に登記申請を行なわなければならない。非商人である法人が

その形態または目的により，設立後に商人となったときは，遅滞なく，

本店所在地を管轄する裁判所書記局に対し，商業登記簿への登記を申

請しなければならない。》

　②前項に定める会社および法人は，登記申請を行なうため，第3編

第1章に定める証書および書類のほかに，つぎに掲げる事項を記載し

かつ業務執行者，社長またはその受任者が署名した申請書を裁判所書

記局に提出しなければならない。

　1。第9条（第8号，第13号，第14号，第15号および第16号）に定

める事項

　20　商号，略号を定めたときはその付記

　3。会社の形態

　40金銭出資の総額および現物出資の評価額を明示した資本の総額，

可変資本会社であるときは，その最低資本額

　50本店所在地，主たる営業所の所在地ならびにフランス領土内お

よび領土外においてその他の営業所を有するときはその所在地

　60定款に定める会社の存続期間

　7。会社債務につき人的無限の責任を負う社員の氏名および住所。

　　　　　　　　　　　一29一
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　　この場合には，第9条第3号，第4号，第5号，第6号および第7号

　　に定める事項を付記しなければならない。
フ

ラ　　8。　（1969年12月5日命令第69－1108号により改正）《業務執行，
ン

ス　管理，指揮を行なう権限を有する社員および社員以外の者，または会
商

業　社に責任を発生させる包括的権限を有する者，株式会社および株式合
登

記　資会社の監事会構成員および会計監査役の氏名および住所。この場合
法

　　には，第9条（第3号および第4号）に定める事項を付記しなければ

　　ならない。

　　　《goつぎに掲げる者が外国籍を有するときは，第9条（第5号）に

　　定める事項。ただし，同条の特則に当る場合はこのかぎりでない。

　　　a）会社債務につき人的無限の責任を負う社員

　　　b）有限会社の業務執行者

　　　c）株式会社の社長および副社長

　　　d）会社法第118条以下に定める株式会社の社長もしくは単独董事

　　または副社長

　　　e）経済的利益団体が営業活動を営むときは，第三者に対し経済的

　　利益団体を代表する権限を有する理事》

　　　10。　（1969年12月5日命令第69－1108号により追加）1株式会社お

　　よび株式合資会社については，申請書に，つぎに掲げる事項をも記載

　　しな：ければならない。

　　　a）資本が全額払込済でないときは，その払込済の金額

　　　b）定款に定める特別利益およびこれを受ける者の氏名

　　　c）株式の譲受人の承認に関し定款に規定があるときは，その旨

充　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《および承認の請求に

一　つき決定を行なう権限を有する会社機関の名称》

Art．11．　（D6cL　n。68－26du2janv．1968）《Les　soci6t6s　ayant

　　　　　　　　　　　　－30一



leur　siさge　en　territoire　frangais　requiさrent　leur　immatriculation

au　registre　tenu　au　greffe　（1u　tribunal　dans　le　ressort　（luquel

le（1it　siさge　est　situ6．Les　personnes　morales　non　commergantes

venant　a　acqu6rir　aprさs　leur　constitution　le　caractさre　comme－

rcial　soit　en　raison　de　leur　forme，soit　en　raison　de　leur　objet，

（10ivent　requ6rir　sans　d61ai　leur　immatriculation　au　registre（iu

commerce　au　greffe（iu　tribunal　dans　le　ressort　duquel　leur

Siさge　eSt　SitU6．》

　　Elles　doivent，議cet　e丘et，d6poser　au　gre丘e，outre　les　actes

et　piさces　pr6vues　au　chapitre　Ie「du　titre　III，une　demande

sign6e　par　le　g6rant，1e　pr6sident　du　conseil　d，administration

ou　du　directoire，ou　par　leur　mandataire　et　indiquant：

　　10Les　renseignements　exig6s温’article9（8。，13。，14Q，15。

et16。）；

　　20Soit　la　raison　sociale　et，6ventuellement　le　nom　comm－

ercia1，soit　la　d6nomination　sociale，suivie，1e　cas6ch6ant，de

son　sigle　l

　　30　La　forme　de　la　soci6t6；

　　40　Le　montant　du　capital　social　en　pr6cisant　le　montant　des

apPorts　en　num6raire　et　r6valuation　des　apPorts　en　nature；si

la　soci6t6est　a　capital　variable　Ie　montant　au－dessous　duquel

le　capital　ne　peut　etre　r6duit；

　　50　L，a（iresse　du　siさge　socia1，celle　du　principa16tablissement

et，1e　cas　ech6ant，celle　de　chacun　des　autres6tablissements

exploit6s　en　territoire　frangais　et　hors　de　ce　territoire；

　　6。　La　dur6e　de　la　soci6t6Hx6e　par　les　statuts；

　　7。　Les　nom，pr6noms　et　domicile　personnel　des　associ6s

tenus　ind6finiment　et　personnellement　des（iettes　sociales　avec

les　renseignements　pr6vus　a1’article9，3。，4。，5。，6。et7。；

　　8。　（D6cr。n。69－1108du5d6c．1969）《Les　nom，pr6noms　et

domicile　persomel　des　associ6s　et　tiers　ayant　le　pouvoir　de

g6rer，d’administrer　ou　de　diriger，ou　des　persomes　ayant　le

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－31一
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pouvoir　g6n6ral　d’engager　la　soci6t6，1es　membres　du　conseil

de　surve皿ance　des　soci6t6s　par　actions　et　des　commissaires

aux　comptes　avec　les　indications　pr6vues　a1’article9（3。et

4◎）；

　　《9。　Les　renseignements　pr6vus　a1’article9（5。），si　les　int6r－

ess6s　sont　de　nationalit6　6trangさre　et　sous　les　r6serves　pr6－

vues　par　ce　texte，pour：

　　《a）　Les　associ6s　tenus　ind6最niment　et　solidairement　des

dettes　sociales；

　　《b）　Le　ou　les　g6rants　d’une　soci6t6a　responsabilit61imit6el

　　《c）　：Le　pr6sident　du　conseil　d7administration　et　le　ou　les

directeurs　g6n6raux　d’une　soci6t6anonyme；

　　《d）　Le　pr6si（1ent　du　directoire　ou，1e　cas6ch6ant，1e　directeur

96n6ral　unique　ou　les　directeurs　g6n6raux　d’une　soci6t6　anon・

yme　r6gie　par　les　articles118et　suivants　de　la　loi　n。　66－537

du24juillet1966sur　les　soci6t6s　commerciales；

　　《e）　L’administrateur　ayant　le　pouvoir　d’engager　un　groupe－

ment　d’int6ret6conomique註r6gard　des　tiers，10rsque　le　grou－

pement　a　une　activit6commerciale》1

　　100　（D6cr．n。69－1108du5d6c．1969）Pour　les　soci6t6s　par

actions，1a（1emande　mentionne　en　outre：

　　a）　Si　le　capital　n’est　pas　entiさrement　lib6r6，1e　montant　de

la　fraction　lib6r6e；

　　b）　Les　avantages　particuliers　stipu16s　au　profit　de　toute

personne　l

　　c）　Le　cas6ch6ant，1’existence　de　clauses　relatives　a　1’agr6．

ment　des　cessionnaires　d’actions（D6cr．n。68－26du2janv．

1968）　《et　la　d6signation　de1’organe　social　habilit6a　statuer　sur

les　demandes　d，agr6ment》．
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第12条〔本店移転の登記〕

　①会社がその本店を他の裁判所の管轄内に移転した場合には，その

移転の日から1ヵ月内に新たな登記を申請しなければならない。

　②前項の申請をするために，会社はつぎに掲げる書面を裁判所書記

局に提出しなければならない。

　a）第60条に定める証書および書類

　b）第11条に定める要件にしたがって作成し，かつ同条に定める事

項を記載した申請書

　③新たな本店所在地を管轄する裁判所の書記官は，登記の日から8

日内に，旧本店所在地を管轄する裁判所の書記官に対し書留郵便を

もって登記をした旨を通知しなければならない。通知をうけた裁判所

書記官は，職権をもって，登記の抹消またはそれに相当する記載をな

し，その旨を利害関係人および新たな本店所在地を管轄する裁判所書

記官に書留郵便をもって通知しなければならない。
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　Art．12．　En　cas　de　transfert（iu　siさge　d，une　soci6t6dans　le

ressort　dyun　autre　tribuna1，celle－ci　doit　requ6rir　une　nouvelle

immatriculation　dans　le　d61ai（iラun　mois　a　compter　de　ce　tran－

sfert．

　Aceteffet，elledoit（16poseraugreffe：

　a）　Les　actes　et　documents　vis6s　a1’article601

　b）　Une　demande6tablie　dans　les　conditions　pr6vues　a1’article

ll　et　contenant　les　renseignements　exig6s　par　ledit　article．

　Le　gref巳er　du　tribunal　dans　le　ressort　duquel　est　situ6　1e

nouveau　siさge　doit，dans　le　d61ai　de　huit　jours　a　compter　de　＿

cette　immatricu1＆tion，not迅er　celle－ci　par　lettre　recommand6e，八
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
au　gref五er　（iu　tribunal　dans　le　ressort　（1uque1　6tait　situ6　1e

pr6c6（1ent　siさge；ce　gref五er　procさ（le（170f巳ce，selon　le　cas，soit　議

1a　radiation，soit　a　la　mention　correspondante　et　la　notifie　par
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1ettre　recommand6e　aux　int6ress6s　et　au　gremer　du　tribmal

dans　le　ressort　du（luel　est　situ61e　nouveau　siさge．
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第13条〔通知書の送付および記載事項〕

　裁判所書記官は，登記の目から8目内に，商事公報に掲載すべき通

知書を送付しなければならない。

　A．一会社の場合には，通知書につぎに掲げる事項を記載しなければ

ならない。

O
　
Q
　
O
　
O
　
O
　
O

1
2
3
4
F
D
6

商号，略号を定めたときはその付記

会社の形態

資本の額および可変資本会社であるときは，最低資本額

本店所在地

会社の目的の概要

（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《現に営む営業

およびその営業活動開始の年月目》

　7。会社の存続期間

　8。　金銭出資の総額および現物出資の評価の総額

　go会社債務につき無限責任を負う社員の氏名および住所

　10。　会社において，業務執行者，取締役，社長，副社長，董事，

監事または会計監査役の資格を有する社員または社員以外の者の氏名

および住所

　110第三者に対し会社を代表する包括的権限を有する前2号に定

める者以外の者の氏名および住所

　12。　会社が登記されている裁判所書記局の表示および登記番号

　B．一株式会社および株式合資会社の場合には，A項に定める事項の

ほか，通知書につぎに掲げる事項をも記載しなければならない。

　1。資本が全額払込済でないときは，その払込済金額

　　　　　　　　　　　　　一34一
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Art. 13. Le greffier doit, dans le d6lai de huit jours ~ com-

pter de 1'immatriculation, adresser un avis ~ ins6rer au Bulletin 

officiel des annonces commerciales. 

A.-Pour toutes les soci6t6s, l'avis contient : 

1 ' La raison sociale ou la d6nomination sociale suivie, Ie cas 

6ch6ant, de son sigle ; 

2' La forme de la societ6 ; 

3' Le montant du capital social et, si la socie' t6 est ~ capital 

variable, Ie montant au-dessous duquel le capital ne peut ~tre 

r6duit ; 

4' L'adresse du si~ge social ; 

5' L'objet social, indiqu6 sommairement ; 

6' (D6cr. n' 68-26 du 2 janv. 1968) <<L'activit6 r6ellement 

exerc6e et, Ie cas 6ch6ant, Ia date de son commencement ; >> 

7' La dur6e pour laquelle la soci6te' a 6t6 constitu6e ; 

8' Le montant des apports en num6raire et l'6valuation 

globale des apports en nature ; 

9' Les nom, pr6noms et domicile des associes tenus ind6-

finimcnt des dettes sociales ; 

10' Les nom, pr6noms et domicile des associ6s ou des tiers 

ayant dans la socre' t6 Ia qualite de gerant, administrateur, 

pr6sident du conseil d'administration, directeur g6n6ral, membre 

du directoire, membre du conseil de surveillance ou commissaire 

aux comptes ; 

11' Les nom, pr6noms et domicile des autres personnes 

ayant le pouvoir g6n6ral d'engager la socie' te' envers les tiers ; 

12' L'indication du greffe du tribunal, oh la socie't6 est 

immatricul6e et le num6ro d'immatriculation. 

B.-Pour les socr6t6s par actions I avls mdique en outre 
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　10Si　le　capital　n’est　pas　entiさrement　lib6r6，1e　montant　de

la　fraction　lib6r6e；

　20　Les　avantages　particuliers　stipu16s　au　profit　de　toute

personne　l

　3。　Le　cas6ch6ant，1’existence　de　clauses　relatives　a　1，agr6－

ment　deS　CeSsiOnnaireS　d，aCtiOns．

第3節 その他の法人，通商代表機関

または事務所の登記

　　　　　　　　　　Section　III．

Immatriculation　des　autres　personnes　morales，

repr6sentations　ou　agences　commerciales。

　　第14条〔フランス公企業および外国通商代表機関等の登記申請の方式，

　　　申請書の記載事項〕

　　　商工業的性格を有するフラソスの公企業であって法人格および財務

　　の独立性を認められたものならびにフランス領土内で活動する外国の

　　政府，公共団体または公共機関の通商代表機関または事務所は，その

　　設立または開設の日から2ヵ月内に，その代表者または受任者が署名

　　し，かつ，つぎに掲げる事項を記載した登記申請書を裁判所書記局に

　　提出しなければならない。

　　　10第9条（第8号，第9号，第10号および第13号）に定める事項

二　　2。企業の形態，名称および当該企業を自己の計算において直接ま
八

五　たは間接に経営する公共団体の表示

　　　30企業の設立を許可した証書，企業の組織を変更する証書および

　　企業の運営の条件を定める規則または定款を官報において公告した年

　　　　　　　　　　　　　　　　一36一



月日

　4。　本店所在地または通商代表機関および事務所の所在地，ならび

に主たる営業所の所在地およびフランス領土内および領土外において

営業を営む他のすべての営業所の所在地

　50　フランスにおいて企業の業務を執行し，または管理する権限を

有する者および自己の署名により企業に責任を発生させる包括的権限

を有する者については，第9条（第1号，第4号および第5号）に定

める記載事項
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　Ar重．14。Tout6tablissement　public　frangais　de　caractさre

industriel　ou　commercial　dot6de　la　persomalit6civile　et　de

1’autonomie　financiさre　ainsi　que　toute　repr6sentation　comm－

erciale　ou　agence　commerciale（1es　Etats，collectivit6s　ou6tabli－

ssements　publics6trangers　fonctiomant　sur　le　territoire　fran－

gais　doivent，dans　le（161ai　de　deux　mois　a　compter　soit　de　leur

constitution，　soit　de　leur　ouverture，　d6poser　au　greffe　une

demande　sign6e　de　leur　repr6sentant　ou　mandataire　et　con－

tenant：

　1。　Les　renseignements　pr6vus議1’article9（80，90，10。et

13。）1

　2。　La　forme　de1’entreprise，sa　d6nomination　et1’indication

de　la　collectivit6par　laquelle　ou　pour　le　compte　de　laquelle

elle　est　exploit6e；

　3。　Le　cas6ch6ant，1a　date　de　publication　au　Journal　of五ciel

de1’acte　qui　a　autoris6sa　cr6ation，des　actes　qui　ont　modifi6

son　organisation　et　des　rさ91ements　ou（ies　statuts　qui　d6term－

inent　les　con（iitions　de　son　fonctionnement；　　　　　　　　　　　　　　　　一

　4。　L’adresse　du　siさge　social　ou　administratif，celle　du　prin一　八
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
cipa16tablissement　et，1e　cas6ch6ant，celle　de　chacun　des　autres

6tablissements　exploit6s　en　territoire　frangais　ou　hors　de　ce

territoire；

一37一
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　5。　Les　in（1ications　pr6vuesゑrarticle9　（1。，4。　et50）　en　ce

qui　concerne　les　personnes　（1ui　ont　le　pouvoir　de　g6rer　ou

d’administrer　rentreprise　en　France　et　celles　qui　ont　le　pouvoir

g6n6ral　de　rengage1・par　leur　signature．

第15条〔通知書の送付および記載事項〕

　①裁判所書記官は，商事公報に掲載すべき通知書を登記の日から8

日内に，送付しなければならない。

　②前項の通知書には，第13条（A項第1号ないし第12号）に定める

記載事項を該当する営業所または人に適合するように修正して，これ

を記載しなければならない。

　Art．15．Le　gre伍er　doit，dans　le　d61ai　de　huit　jours　a　com．

pter　de1’immatriculation，a（iresser　m　avis　a　ins6rer　au　Bulletin

o伍ciel　des　annonces　commerciales．

　Cet　avis　reprend，en　les　adaptant　a1’6tablissement　ou　a　la

persome　en　cause，1es　indications　vis6es　a1’article13（A－10a

12。）．

第4節　経済的利益団体の登記

（1968年2月2目命令第68－109号により追加）

　　　　　　　　　　　　　Section　IV．

Immatriculation　des　groupements　d’int6ret6conomique

　　　　　　　　（D6cr．no68－109du2f6vL1968）．

八

第15－1条〔管轄，登記申請書の提出〕

　①（1968年2月2日命令第68－109号により追加）経済的利益団体

は，その主たる事務所の所在地を管轄する裁判所の書記局に備付けら

　　　　　　　　　　　　　　一38一



れる登記簿への登記を申請しなければならない。

　②（1969年12月5日命令第69－1108号により改正）《経済的利益団

体は，前項の登記を受けるため，第3編第2章に定める証書および書

類のほか，つぎの事項を記載し，かつ，代表者または受任者の署名の

ある申請書を裁判所書記局に提出しなければならない。》

O
　
O
　
O
　
O
　
O

l
n
乙
3
4
5

団体の名称

団体の主たる事務所の所在地

団体の目的の概要

団体の存続期間

団体構成員が自然人であるときは，第9条第2項（第1号，第

フ
ラ
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ス
商
業
登
記
法

3号，第4号，第7号，外国人であるときはそのほかに第5号）に定

める事項ならびに商業登記および職人名簿登録を経た者については，

登記および登録の番号

　6。団体構成員が法人であるときは，商号，法律上の形態，本店所

在地，目的の概要ならびに商業登記および職人名簿登録を経た法人に

ついては，登記および登録の番号

　7。理事，業務監査および会計監査の任務を負う者全員の氏名，住

所ならびに第9条第2項（第3号，第4号および外国人であるときは

そのほかに第5号）に定める事項

　8Q団体の設立契約書を書記局に提出した年月日および受付番号

　Art・15－1・（D6cr．n。68－109du2f6vL1968）Les　groupements

d’int6ret6conomique　requiさrent　leur　immatriculation　au　registre

tenu　au　greffe　du　tribunal　dans　le1’essort　duquel　leur　siさge　est　　－

situ6．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八

　（D6cr．n。69－1108du5d6c．1969）《11s　doivent，a　cet　effet，

d6poser　au　greffe，outre　les　actes　et　piさces　pr6vus　au　chapitre

II　du　titre　III，une　demande　sign6e　par　leur　repr6sentant　ou

　　　　　　　　　　　－39一



par　leur　mandataire　et　indiquant》：
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O

O
　
O
　
O
　
O

ー
ワ
甜
3
4
5

La　d6nomination　du　groupementl

L，adresse　du　siらge　du　groupementl

L’objet　du　groupement，indiqu6sommairement；

La　dur6e　du　groupement；

Pour　chaque　personne　physique　membre　du　groupement，

1es　renseignements　pr6vus　a1’article9，alin6a2（1Q，3。，4。，7。

et，1e　cas6c五6ant，50）ainsi　que，s’il　y　a　lieu，1es　num6ros

d’immatriculation　au　registre　du　commerce　et　au　r6pertoire

des　m6tiers；

　6。　Pour　chaque　persome　morale　membre　du　groupement，

1a　raison　sociale　ou　la　d6nomination　sociale，1a　forme　juridique，

1’adresse　du　siさge，1’oblet　indiqu6som卑airement　et，1e　cas

6ch6ant，1es　num6ros　d’immatriculation　au　registre　du　commerce

et　au　r6pertoire　des　m6tiers；

　7。　Les　nom，pr6noms　et　domicile　des　administrateurs　et　des

personnes　charg6es　du　contrδ1e　de　la　gestion　et　du　contr61e

des　comptes，avec　les　renseignements　pr6vus　a1，article9，alin6α

2　（30，4Q　et，1e　cas　6ch6ant，5。）；

　8。　：La　date　et　le　num6ro　du　d6p6t　au　greffe　du　contrat　de

groupement。

　　第15－2条〔主たる事務所の移転と新たな登記，旧登記の職権による抹

　　　消手続〕

　　　　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）①経済的利益団体

　　がその主たる事務所を他の裁判所の管轄区域内に移転したときは，移

一　転の日から1ヵ月内に新たな登記申請をしなければならない。
八

一　　②経済的利益団体は，前項の登記を受けるため，第64－5条に定め

　　る証書および書類ならびに第15－1条に定める要件にしたがって作成

　　し，かつ，同条に定める事項を記載した申請書を提出しなければなら

一40一



ない。

　③新事務所の所在地を管轄する裁判所の書記官は，登記の日から8

日内に，旧事務所所在地の管轄裁判所の書記官に対して，登記事項を，

書留郵便をもって，通知しなければならない。通知を受けた書記官は，

職権をもって，旧登記を抹消し，かつ，その旨を当該経済的利益団体

ならびに新事務所所在地の管轄裁判所の書記官に対し，書留郵便をも

って，通知しなければならない。
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　Art．15－2．　（D6cr．n。　68－109　du　2　f6vr．1968）　En　cas　de

transfert　de　son　siさge　dans　le　ressort　d’un　autre　tribuna1，1e

groupement　d，int6ret6conomique　doit　requ6rir　une　nouvelle

immatriculation　dans　le　d61ai　d7un　mois　a　compter　de　ce　tran－

sfert．

　A　cet　effet，il　doit　d6poser　les　actes　et　documents　vis6s　a

rar恒cle64－5，ainsi（1u少une　deman（ie6tablie　dans　les　conditions

pr6vues　a1’article15－1et　contenant　les　renseignements　exig6s

par　ledit　aエticle．

　Le　gref丘er　du　tribuna1　（ians　le　ressort　du（1uel　est　situ6　1e

nouveau　siさge　doit，dans　le　d61ai　de　huit　jours，a　compter　de

1’immatriculation，notifier　celle－ci　par　lettre　recommand6e　au

grefaer　du　tribunal　dans　le　ressort（iuque16tait　situ6　1e　pr6c6－

dent　siさge　l　ce　gre伍er　p1’ocさde　d’of五ce　a　la　radiation　de　1’anci－

enne　immatriculatiqn　et　la　noti丘e，par　lettre　recommand6e，au

groupement　int6ress6et　au　grefaer　du　tribmal　dans　le　ressort

duquel　est　situ61e　nouveau　siさge．

第15－3条〔商事公報に掲載すべき事項の通知〕　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）①裁判所書記官は，　○

登記後8日内に，商事公報に掲載すべぎ事項の通知書を送付しなけれ

ばならない。
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②前項の通知書にはつぎに掲げる事項を記載しなければならない。
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　1◎

　2Q

　3。

　4。

　5。

所

　6。

団体の名称

団体の主たる事務所の所在地

団体の目的の概要

団体の存続期間

理事，業務監査および会計監査の任務を負う者全員の氏名，住

団体の登記をした裁判所書記局の表示および登記番号

　Art．15－3．　（D6cL　n。68－109du2f6vL1968）Le　gref五er　doit，

dans　le　d61ai　de　huit　jours　a　compter　de1’immatriculation，

adresser　un　avis　a　ins6rer　au　Bulletin　of五ciel　des　annonces

commerciales．

　Lヲavis　contient　les　in（1ications　suivantes：

　1Q　：La　d6nomination　du　groupement；

　20　L，adresse　du　siさge　du　groupement；

　3。　L’objet　du　groupement，indiqu6sommairementl

　40　La　dur6e　pour　laquelle　le　groupement　a6t6constitu61

　5。　Les　nom，pr6noms　et（iomicile　des　administrateurs，des

personnes　charg6es　du　contr61e　de　la　gestion　et　de　celles　char－

96es　du　contr61e　des　comptes；

　6Q　L’indication　du　greffe　du　tribunal　oむ1e　groupement　est

immatricu16et　le　num6ro　d7immatriculation．

七
九
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第5節　自然人および法人の登記に共通

　　　　　の規定

　　　（1968年2月2目命令第68－109号により改正）

　　　　　　　　　　　Section　V．

Dispositions　communes　a1’immatriculation　des

personnes　physiques　et　des　personnes　mofales

　　　　　　（D6cL　n。68－109du2f6vr。1968）．
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第16条〔申請人または登記義務者の証明義務〕

　①（1969年12月24日命令第69－1177号により追加）《登記の手続は，

申請人が営業を行なうために現行の法令に定められた条件を充たして

いること，会社の場合には，会社に関する法令に定められた方式を履

践していることを証明した場合にかぎり，これを行なうことがでぎ

る。》

　②営業を営みまたは営業を開始するについて必要な条件を充たしま

たは免許を得ることを要する場合には，登記義務者は，この条件を充

たしていることまたは免許を得たことを証明しなければならない。

　Art．16．　（D6cL　n。69－1177du24d6c．1969）《11ne　peut　etre

proc6d6a1’immatriculation　que　si　le　d6clarant　justi丘e　qu’il

remplit　les　con砒ions　pr6vues　par　les　lois　et　rさglements　en

vigueur　pour1，exercice　du　commerce　et，s’il　s，agit　d，une　soci6t6

commerciale，que　les　fromalit6s　pr6vues　par　la16gislation　et　la　＿

r691ementation　concemant　les　soci6t6s　commerciales　ont6t6　七
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
accomplies．》

　L，assujetti　doit　justi丘er6galement，Ie　cas　6ch6ant，qu’il

remplit　les　con砒ions　ou　a　obtenu　les　autorisations　n6cessaires

　　　　　　　　　　　　　　－43一



　　a　1’exercice　de　1’activit6　quラil　a　entreprise　ou　qu’i1　（i6sire

　　entreprendre．

フ

ラ

ζ　第17条〔既存の営業財産による営業と登記義務者の証明義務〕

商
業　　登記義務者が既存の営業財産によって営業しようとする場合には，
登
記　適法に営業財産の譲渡があったことまたはこれによって営業をなし得
法

　　る資格を取得する契約があること，ならびに，前主の登記が抹消され

　　たこと，前主の登記が変更を要する場合にはその変更登記がなされた

　　ことを証明しなければならない。

　Art．17．Si1’assujetti　se　propose　d’exploiter　un　fonds　de

comme士ce　d6ja　existant，il　doit　justi丘er　de1αcession　r6guliさre

de　ce　fonds　ou　du　contrat　qui　lui（lonne　qualit6pour1’exploiter，

ainsi　que　de　la　radiation　ou，1e　cas6ch6ant，de　la　modi丘cation

de1’inscription　de　son　p：r6（16cesseur，

　　第18条〔フランス領土外に住所または本店を定めている自然人または

　　　法人が，フランス領土内に支店等の事業所を初めて設ける場合の登

　　　記手続〕

　　　①フラソス領土外に住所または本店を定めている自然人または法人

　　が，フランス領土内に初めて支店，代理店その他の事業所を設けると

　　きは，その開設のとぎから2ヵ月内にこれらの事業所の所在地を管轄

　　する裁判所の書記官に対して登記の申請書を提出しなければならな

　　い〇

二　　②前項の申請書は，第9条もしくは第11条に定める条件にしたがっ
七
七　て作成しなけれぱならない。

　Arε．18．Toute　persome　physique　ou　toute　personne　morale

dont　le　domicile　ou　le　siさge　social　est　situ6hors　du　teπitoire

　　　　　　　　　　　　　　－44一



frangais　et　qui　ouvre　sur　ce　territoire　un　premier6tablissement，

doit，（1u7il　s’agisse　d’une　succursale，　d’une　agence　ou　（ie　tout

autre6tablissement，pr6senter　dans　le　d61ai　de　deux　mois　a

compter　de　cette　ouverture　une　demande　d’immatriculation　au

grefaer（iu　tribunal　dans　le　ressort　duquel　est　situ6cette　succu・

rsale，cette　agence　ou　cet6tablissement．

　La　demande　est6tablie　dans　les　conditions　pr6vues　a1’article

90u　a1’article　ll　selon　le　cas．
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第19条〔営業の賃貸人の登記〕

　①1956年3月20日法律第56－277号第2条により商業登記簿に登記

する義務ある営業財産賃貸人が，未だその登記を了していないときは，

営業の賃貸借契約の日から2ヵ月内に，営業財産所在地の管轄裁判所

の書記局に，賃貸人の登記を申請しなければならない。

　②前項の申請書には，つぎの事項を記載し，登記義務者またはその

代理人が署名しなければならない。

　1。第9条（第1号，第2号および第4号）に該当するものがある

ときはその事項

　20営業の賃借人の氏名，営業の賃貸借の始期および終期，黙示の

更新を認めたときはその旨

　3。賃貸人が賃貸した営業財産を創設し，または他から取得した年

月日，前賃貸人があるときは，その氏名およびその者の登記の抹消も

しくは変更の年月日

　Art．19．Le　loueur　d7un　fonds　de　commerce　tenu　en　cette　＿

qualit6de　se　faire　inscrire　au　registre　du　commerce　en　appli一　董

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ、
cation　de1’article2de　la　loi　no56－277du20mars1956doit，

s’il　n’est　pas　d6j註inscrit，demander，dans　le　d61ai　de　deux

moisゑcompter　de　la　date（iu　contrat　de　location－96rance，son
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immatriculation　au　greffe　du　tribunal　dans　le　ressort　duquel

est　situ6　1e　fonds．

　：La　demande，sign6e　par1，assujetti　ou　par　son　mandataire，

indique：

　1。　En　tant　que　de　besoin，Ies　renseignements　exig6s　a1’article

9　（10，20　et4。）；

　20　Le　nom　du　locataire－g6rant，1es　da†es　du　d6but　et　du

terme　de　la　location－g6rance　et，1e　cas6ch6ant，s’il　est　renou－

velable　par　tacite　recon（iuction；

　3。　La　date　a　laquelle　le　loueur　a　cr66　0u　acquis　le　fonds

mis　en　location－g6rance　et，1e　cas6ch6ant，1e　nom　du　pr6c6dent

loueur　et　la（1ate　de　sa　I・adiation　ou　de　la　modification　de　son

inscription．

第20条〔営業の場所を使用し得ることを証明する書面の提出義務〕

　①（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《登記の申請人は，

1958年12月27目命令第58－1352号第1条の2に定める法定の証明書を

提出しなければならない。この証明書は，必要に応じて，第45条に定

める条件にしたがい，登記を監督する受命裁判官において，その当否

を認定することができる。》

　②会社法第354条に定める親会社と子会社は，共通の1つの場所を

定めることができる。

　　　Art．20．　（D6cr．no68－26du2janv．1968）《Le　requ6rant　doit

　　pr6senter　le　titre　juridique　pr6vu　a　l’article　le「bis　de　rordonn一

＿　ance　nQ58－1352susvis6e　du27d6cembre19581s’il　y　a　lieu，ce

七　titre　est　soumis，dans　les　conditions　pr6vues　a　rarticle45，a
五
　　1’appr6ciation　du　juge　commis　a　la　surve皿ance　du　registre．》

　　　Les　soci6t6s　et　leurs五1iales　au　sens　de　rarticle354de　la　loi

　　sur　les　soci6t6s　commerciales　peuvent　disposer，1e　cas6ch6ant，

　　　　　　　　　　　　　　　　　一46一



d，m　local　commun．

第2章その他の手続

　CHAPITRE　II．

Autres　OP6rations．
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第21条〔本店以外の営業所の登記〕

　①第23条および第26条の規定は，商行為が行なわれるすべての常設

営業所ならびに被用者または代理人が指揮する工場，支店または代理

店についても適用する。

　②登記の申請書には，事業所の所在地および種別，登記義務者によ

る開業の年月日，第9条（第5号，第8号，第9号，第14号，第15号

および第16号）に定める事項ならびに署名により登記義務者に責任を

発生させる包括的権限を有する者の氏名，生年月日，出生地，住所お

よび国籍を記載しなければならない。

　③フランス領土内に本店を置く企業の従たる事業所の経営が外国人

従業員によって指揮されている場合には，その者の氏名および住所を，

外国人労働者身分証明書の番号，交付年月日，有効期間を付記して，

登記簿に記載しなければならない。

　Art．21．　Les　dispositions　des　articles23　et26　s’appliquent

a　tous　les6tablissements　permanents　o亡sont　faits　des　actes

de　commerce　ainsi　qu’aux　usines，succursales　ou　agences　diri一　＿

96esparunpr6P・s6・uf・nd6dep・uv・iL　　　　　茜
　La　d6claration　indique1’adresse　et　la　nature　de　r6tablissement，

1a　date　du　commencement　de　son　exploitation　par1’assujetti，

1es　renseignements　pr6vus　a1’article9（5。，8。，9。，14。，150et
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160）ainsi　que　les　nom，pr6noms，date　et　lieu　de　naissance，

domicile　et　nationalit6des　personnes　ayant　le　pouvoir　g6n6ral

d’engager　par　leur　signature　la　responsabilit6　de1’assuje－

tti．

　Dans　le　cas　o亡1a　direction　de1，6tablissement　secondaire　d，une

entreprise　dont　le　siさge　est　situ6　en　territoire　frangais　est

assur6e　par　un　salari66tranger，1a　mention　des　nom，pr6noms

et　adresse　personnelle　de1’int6ress6doit　etre　port6e　au　registre

avec1’indication（1u　num6ro，de　la　date　de　d61iv1’ance　et　de　la

dur6e　de　validit6de　sa　carte　de　travailleur6tranger．

第22条〔登記の変更および抹消の申請〕

　①登記の変更または抹消の申請書には，登記申請の義務ある者また

はその代理人が署名しなければならない。代理人はその身分を証明し，

かつ，申請人の署名のある委任状を有する者でなければならない。

　②登記の変更または抹消をなすことについて利害関係を有すること

を証する者もまた登記の変更または抹消を申請することができる。こ

の申請書には，登記義務者の氏名，住所，登記番号ならびに営業の概

要を記載し，法人の場合は，その法律上の形態，商号または名称およ

び本店もしくは主たる事業所の所在地をも記載しなければならない。

　　　Art．22．Toute　demande　d’inscription　modificative　ou　de

　　radiation　est　sign6e　par　la　personne　tenue　a　la　d6claration　ou

　　par　un　mandatai1’e　qui　doit　justi丘er　de　son　identit6　et　δtre

　　muni　d’une　Procuration　sign6e　du　d6clarant，

＿　　Toute　demande　d’inscription　modi丘cative　ou　de　radiation

当　　peut，en　outre，6tre　sign6e　par　toute　personne　justi丘ant　y　avoir

　　int6ret．　Elle　rappelle　les　nom，pr6noms，domicile，num6ro

　　d’irdmatriculation　de　rassujetti　ainsi　que1’oblet　sommaire　de

　　1’activit6exerc6e　et，pour　les　personnes　morales，1eur　forme

　　　　　　　　　　　　　　　　　－48一



juridique，1eur　raison　ou　d6nomination　sociale　et1’adresse　du

siさge　socia1．

第1節　補充記入および従たる登記

　　　　　　　　　　　　Section　I．

Inscriptions　comp16mentaires　et　immatriculations

secondaires．
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第23条〔同一裁判所管内にある営業所の補充記入〕

　①同一の自然人または法人が経営する複数の営業所が同一裁判所の

管轄内にあるときは，主たる登記のほか，他の営業所につき補充記入

をしなければならない。

　②従たる営業所を設けたときは，開設のときから2ヵ月内に，管轄

裁判所の書記局に，補充記入の申請をしなければならない。申請書に

は，主たる登記事項に対する参照を付さなければならない。

　Art．23．En　cas　de　pluralit6d’6tablissements　exploit6s　dans

le　ressort　d’un　meme　tribunal　par　une　meme　persome　physique

ou　morale，il　y　a　lieu，outre1’immatriculation　a　titre　principa1，

a　une　inscription　comp16mentaire　par　autre　6tablissement

exploit6．

　La　demande　d’inscription　comp16mentaire　doit6tre　d6pos6e，

dans　le　d61ai　de　deux　mois　a　compter　de　rouverture　de　r6tabli・

ssement　secondaire，au　greffe　du　tribunal　comp6tentl　elle　doit

etre　accompagn6e　des　r6f6ren£es　aux6nonciations　de1，immatr一毛

iculation　principale．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
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第24条〔他の裁判所管内の営業所に関する従たる登記および補充記入〕

　①商業登記の義務ある自然人が，主たる登記の管轄裁判所以外の裁

判所の管内に営業所を設けたとぎは，その開設のときから2ヵ月内に，

つぎの手続をしなければならない。

　開設した営業所を管轄する裁判所の書記局に，最初の営業所につい

ては従たる登記，その他の営業所については補充記入の申請。これら

の申請書には，営業所の所在地および種別，登記義務者による開業の

年月日，署名により登記義務者に責任を発生させる包括的権限を有す

る者の氏名，出生年月日および出生地，住所および国籍，主たる登記

の参照事項および登記義務者の氏名ならびに第9条（第2号，第4号，

第5号，第8号，第9号，第11号，第14号，第15号および第16号）に

定められた事項を記載しなければならない。

　主たる登記がなされた書記局に，前段に定める従たる登記および補

充記入に関する総括的修正申告。

　②第21条第2項の規定は，前項後段の申告に，これを適用する。

　③補充記入または従たる登記をしたときは，第10条に定める条件に

したがい，かつ，同条所定の期間内に，商事公報にこれを公示しなけ

ればならない。

　　Art．24．Toute　persome　physique　assujettie　a　rimmatricu－

　1ation　au　registre　du　commerce　est　teme，si　elle　exploite　des

　6tablissements　commerciaux　dans　le　ressort　dシautres　tribunaux，

　de　souscrire　dans　le　d61ai　de　deux　mois　a　compter　du　d6but　de

　1，exploitatio11：

＿　　　　D7une　part，au　greffe（1u　tribuna1（ians　le　ressort　duquel　sont

七　situ6s　ces6t＆blissements，une　demande　d’immatriculation　seco－

　　ndaire　pour　le　premier6tablissement　et　me　demande　d’inscri．

　　ption　comp16mentaire　par　autre6tablissement　exploit6；ces　de－

　　mandes　indiquent1’adresse　et　la　nature（ie　cet6tablissement，

一50一



1a　date　du　commencement　de　son　exploitation　par1’assujetti，

1es　nom，pr6noms，date　et　lieu　de　naissance，domicile　et　natio－

nalit6　（1es　personnes　ayant　le　pouvoir　g6n6ral　d，engager　par

leur　signature　la　responsabilit6　de　celui－ci，　1a　r6f6rence　a

1，immatriculation　principale　et　les　nom　et　pr6noms　de　rassujetti，

ainsi　que　les　renseignements　pr6vus　a1’article9（2Q，4。，5。，8。，

9。，11。，140，15。　et　16。）．

　D’autre　part，au　greffe　oむa6t6faite　rimmatriculation　prin－

cipale，me（i6claration　modi丘cative　globale　se　r6f6rant　aux

immatriculations　secondaires　et　aux　inscriptions　comp16mentai－

res　pr6vues　aux　alin6as　pr6c6dents．

　Les　dispositions（1e1’article21，alin6a2，sont　apPlicables　aux

d6clarations　pr6vues　cidessus．

　Toute　inscription　comp16mentaire　ou　toute　immatriculation

secondaire　est　publi6e　au　Bulletin　of五ciel　des　amonces　comme－

rciales　dans　les　conditions　et　d61ais　pr6vus　a　rarticle10．
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第25条〔法人に対する前2条の準用〕

　①第23条および第24条の規定は，命令で定める商工業的性格を有す

る公企業を除く法人に，これを適用する。ただし，法人については，

本店および主たる営業所の所在地ならびに第9条（第8号，第9号，

第14号，第15号および第16号）および第11条（第2号，第3号および

第4号）に定める事項を記載しなければならない。

　②補充記入または従たる登記をしたときは，第13条に定める条件に

したがい，かつ，同条所定の期間内に商事公報にこれを公示しなけれ

ばならない。

七
〇

　Art．25．　Les　dispositions（ies　articles23et24sont　apPlicables

aux　persomes　morales　a1’exception　des6tablissements　publics

a　caractさre　industriel　ou　commercial　d6sign6s　par　（i6cret；
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toutefois，pour　les　persomes　morales，doivent　etre　indiqu6es

1’adresse　du　siさge　social　et　celle　du　principa16tablissement，

ainsi　que　les　renseignements　pr6vus　aux　articles9（80，90，14。，

15。　et　160）　et　11　（20，30　et　4。）．

　Toute　inscription　comp16mentaire　ou　toute圭mmatriculation

secondaire　est　publi6e　au　Bulletin　o伍ciel　des　annonces　comme．

rciales（1ans　les　conditions　et　d61ais　pr6vus　a1’article13．

第2節　変　更　記　入

　　　　　Section　II．

Inscriptions　modificatives．

第1目　総 q目ハ
§1e「．一Dispositions　g6n6rales．

第26条〔登記事項の訂正または補充の申請〕

　登記義務者の地位に登記の記載を訂正または補充する必要のある変

更を生じたときは，登記義務者は，第6条に定める方式にしたがって，

訂正または補充記入の申請をしなければならない。

　　　Art．26．Si　la　situation　de　rassujetti　subit　ult6rieurement

　　des　modi丘cations　qui　exigent　la　rectiHcation　ou　le　comp16ment

　　des6nonciations　port6es　au　registre，rassujetti　（10it，selon　les

　　modalit6s　pr6vues　a1’article6，faire　une　demande　de　mention

工　rectificative　ou　comp16mentaire．
ノペ

九

第27条〔職権による記入が行なわれる場合〕

　（1969年12月5日命令第69－1108号により改正）1．一つぎの場合に
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は，職権をもってその旨を商業登記簿に記入しなければならない

　1．営業を営み，または会社の管理・指揮をする能力または資格を

喪失させまたは禁止することが決定したとき

　2．破産または更生整理の宣告があったとき，および営業の継続を

仮りに許可する決定があったとき

　3．支払停止の年月日を訂正する決定があったとき

　4．　和議認可の決定があったとき

　5．　和議の無効または取消を宣告する裁判があったとき

　6．　更生整理から破産に移行する決定があったとき

　7．　財団資産の不足または債権者団体の利益の不存在を理由とする

破産手続または更生整理手続終了の決定があったとき

　8．　破産または更生整理を宣告した判決の取消または手続終了の判

決の取消があったとき，ならびに復権を宣告する裁判が確定したと

き。恩赦法にもとづく商業上の復権の決定があったときも同様とす

る。

　H．一1968年1月1日以後開始した更生整理または清算整理の手続中

に，つぎの決定等があった場合には，職権をもってその旨を商業登記

簿に記入しなければならない。

　1．　更生整理または清算整理の宣告があったとき

　2．営業の継続を許可する決定またはその許可を取消す決定があっ

たとき

　3．支払停止の年月日を訂正する決定があったとき

　4　和議認可の決定があったとき

　5．和議の無効または取消を宣告する裁判があったとき

　6．　更生整理を清算整理に移行する決定があったとき

　7．　1967年7月13日法律第2編第1章に定める個人破産またはその
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山
ハ
八

他の制裁を宣告する裁判があったとき
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　　　8。　1967年7月13日法律第99条に掲げる者に，会社の負債の全部ま

　　たは一部の負担を命ずる裁判があったとき

　　　9．　債務の消滅または財団資産の不足により清算整理手続の終了の

　　決定があったとき。1967年12月22日命令第89条に定める調書について

　　も同様とする。

　　　10．　更生整理もしくは清算整理を宣告した判決またはこれらの手

　　続の終了を宣告した判決が取消されたとぎ

　　　11．　復権を宣告する決定があったとき。恩赦法にもとづく商業上

　　の復権の決定があったときも同様とする。

　　　IH．一①企業再建促進に関する1967年9月23日命令第67－820号およ

　　び1967年12月31日命令第67－1255号にもとづいて開始された手続の進

　　行中に，つぎに掲げる決定等がなされた場合には，本条Hにもとづく

　　処置の効力を妨げることなく，職権をもってつぎの事項を商業登記簿

　　に記入しなければならない。

　　　1．訴求を仮りに停止する決定があったとき

　　　2．　債務者または管財人が提出した再建計画および債務の集団的返

　　済計画が提出されたとき，返済期限およびこれについて与えられた伸

　　長期間ならびに計画実行監査人があるときは，その期限および右監督

　　員の氏名住所

　　　3．　債務者が提出した債務の集団的返済計画が却下されたとき，

　　1967年9月23日命令第29条にもとづいて選任された臨時管財人がある

　　ときは，その氏名および住所

　　　4．1967年7月13日法律第29条に定める期問を，1967年9月23日命

エ　令第31条にもとづき伸長する決定があったとぎ
ノヤ

七　　5．1967年9月23日命令第37条にもとづぎ実行を簡易にするために

　　なされた債務返済計画の変更があったとき

　　　6．　債務の返済計画の取消があったとき，1967年9月23日命令第38

　　　　　　　　　　　　　　　－54一
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条第2項にもとづく処置がなされたときはその処置

　②前項に掲げる各場合においては，当該裁判所の書記官は，言渡の

日，もしくは裁判が確定した日から3日内に，主たる登記がなされた

登記簿を管理する書記官に対して，書留郵便をもって，職権記入をな

すべき旨の嘱託をしなければならない。

　IV．一外国人商人身分証明書を剥奪する決定があったときは，職権を

もってその旨を商業登記簿に記入しなければならない。決定を行なっ

た政府機関は，3目内に，書留郵便をもって，その旨を書記官に通知

しなければならない。

　V．一本条に掲げる決定等は，主たる登記がなされている登記簿を管

理する書記官の通知にもとづぎ，従たる営業所の存する地を管轄する

裁判所の書記官が職権をもってその旨の記入をしなければならない。

この通知は，主たる記入がなされた日から3日内になされることを要

する。
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　Art．27．（D6cr．n。69－1108du5d6c．1969）1．一Sont　mentio・

nn6es　d’o伍ce　au　registre　du　commerce　les　d6cisions：

　1．　Entrainant1’incapacit60u1’in†erdiction　soit♂exercer　une

activit6commerciale，soit　de　g6rer，d’administrer　ou　de　diriger

une　soci6t6commercialel

　2．Pronongant　la　faillite　ou　le　rさglement　judiciaire　et，6ven－

tuellement，autorisant　la　contimation　provisoire　de1’exploitation

commercialel

　3．Modi丘ant　la　date　de　cessation　des　p＆iementsl

　4．Statuant　sur　rhomologation　du　concordatl　　　　　　　　　＿

　5．　Pronongant1’annulation　ou　la　r6solution　du　concordat；　　　　杢

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！、　6．Convertissant　le　rさglement　judiciaire　en　faillitel

　7．C16turant　les　op6rations　de　la　faillite　ou　du　rさglement

judiciaire　pour　insu缶sance　d’actif　ou　d6faut　d’int6r6t　de　maSse；

一55一
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　　8．Rapportant　un　jugement　de　fa皿ite　ou　de　rさglement

judiciaire　ou　rapportant　un　jugement　de　c16ture　ainsi　que　les

jugements　ou　arrets　d6finitifs　pronongant　la　r6habilitation　l　il

en　est　de　meme　de　la　r6habilitation　commerciale　r6sultant　d’une

loi　d’amnistie．

　　II．一Sont　mentiom6es　d’o価ce　au　registre　du　commerce　les

d6cisions　intervenues（ians　les　proc6dures　de　rさ91ement　ju（iici－

aire　ou（ie　liqui（iation　des　biens　ouvertes　aprさs　le　le「　janvier

1968：

　　1．　Pronongant　le　rさ91ement　ju（iiciaire　ou　la　liqui（1ation　des

biens・
　　　　　7

　　2．Autorisant　la　continuation　de　ractivit60u　de1’exploitation

commerciale　ou　r6voquant　cette　autorisation　l

　　3．Modi飴nt　la　date　de　cessation　des　paiements　l

　　4．　Statuant　sur1’homologation　du　concordat；

　　5．　Pronongant1’annulation　ou　la　r6solution（iu　concordat　l

　　6．Convertissant　le　rさglement　judiciaire　en　liquidation　des

biens；

　　7．　Pronongant　la　faillite　personnelle　ou　autres　sanctions

pr6vues　au　chapitre　Ie「　du　titre　II　（1e　la　loi　susvis6e　du　13

juillet　1967；

　　8．：Pronongant　la　mise　de　tout　ou　partie　du　passif　social　a

la　charge　des　persomes　mentiom6es　a1’article99de　la　loi

susvis6e（iu13juillet1967；

　　9．　C16turant　les　oP6rations　de　la　liquidation　des　biens　pour

extinction（1u　passif　ou　pour　insuf巨sance　d’actif　l　il　en　est　de

meme（iu　procさs－verbal　pr6vu　a1’article89du　d6cret　pr6cit6

du22d6cembre19671
　　10．Rapportant　un　jugement　d6claratif　de　rさglement　judiciaire

ou　de　li（1uidation　des　biens　ou　rapPortant　un　jugement　de

c16ture；

　　11．PrononCant　la　r6habilitation　l　il　en　est　de　meme　pour　la

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－56一



r6habilitation commerciale r6sultant d'une loi d'amnistie. 

III.-Sont mentionn6es d'office au registre du commerce les 

d6cisions intervenues dans les proc6dures ouvertes en application 

de 1'ordonnance n' 67-820 du 23 septembre 1967 et du d6cret 

n' 67-1255 du 31 d6cembre 1967 tendant ~ faciliter le redresse-

ment 6conomique et financier de certaines entreprises et pron-

on~ant, sans pr6judice des mesures mentionn6es au 11 ci-dessus : 

1. La suspension provisoire des poursuites ; 

2. Le d6p6t du plan de redressement 6conomique et financier 

et du plan d'apurement collectif du passif propos6 par le 

d6biteur ou le curateur avec, Ie cas 6ch6ant, 1'indication des 

d6lais et remises accord6es, ainsi que le nom et 1'adresse du 

commissaire ~ 1'ex6cution du plan. 

3. Le rejet du plan d'apurement du passif propos6 par le 

d6biteur avec, Ie cas 6ch6ant, Ie nom et 1'adresse de 1'admini-

strateur provisoire nomm6 en application de 1'article 29 de 

1'ordonnance du 23 septembre 1967 ; 

4. La d6cision prise en application de 1'article 31 de 1'ordo-

nnance du 23 septembre 1967 augmentant la dur6e de la p6riode 

pr6vue ~ 1'article 29 de la loi du 13 juillet 1967 ; 

5. La modification du plan d'apurement du passif en vue 

d'en abr6ger ou d'en favoriser 1'ex6cution, pr6vue ~ 1'article 37 

de 1'ordonnance du 23 septembre 1967 ; 

6. La r6solution du plan d'apurement du passif et, Ie cas 

6ch6ant, Ia mesure pr6vue ~ l'article 38, alin6a 2, de 1'ordonnance 

du 23 septembre 1967. 

Dans les cas pr6vus ci-dessus, Ie greffier de la juridiction qui 

a statu6 adresse, par lettre recommand6e, dans le d6lai de trois 

jours ~ compter de celui de la d6cision ou, Ie cas 6ch6ant, de 

celui ~ partir duquel la d6cision est devenue d6finitive, une 

requ~te au greffier charg6 de la tenue du registre du commerce 

oh figure 1'immatriculation principale qui proc~de ~ la mention 
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　IV，一Sont　mentiom6es（i’oface　au　registre　du　commerce　Ies

d6cisions　retirant　la　carte　de　commergant6tranger．　A　cet

effet，1’autorit6qui　a　statu6notifie　sa　d6cision　au　gref巳er，par

lettre　recommand6e，dans　un　d61ai　de　trois　jours．

　V．一Toutes　Ies　d6cisions　vis6es　au　pr6sent　article　sont6gale－

ment　mentionn6es　d’o伍ce　par　les　gref五ers　des　tribmaux　dans

le　ressort　desquels　se　trouvent　un　ou　plusieurs6tablissements

secondaires，sur　noti丘cation　qui　leur　est　faite　par　le　gre缶er

charg6de　la　tenue　du　registre　o亡五gure　rimmatriculation

principale　l　cette　notification　doit　etre　faite　（lans　le　（161ai　（1e

trois　loursゑcompter　de　celui　o血a6t6faite　la　mention　a　titre

principa1．

第28条〔営業財産の賃貸借に関する記入〕

　営業財産の賃貸借の場合には，賃貸人は2ヵ月内に，つぎの事項を

商業登記簿に記入すべきことを裁判所書記局に申請しなければならな

い0

　10　賃貸借契約の内容，その始期および終期，黙示の更新を認める

ときはその旨，ならびに賃借人の氏名

　2。　賃貸借の終了または賃借人の変更。賃貸人が自ら営業するとき

は，登記の変更申請をなし，かつ，第9条（第13号，第14号および

第16号）に定める事項にしたがい登記事項を補完しなければならな

いo

＿　　Art。28．En　cas　de　location－g6rance　d7un　fonds　de　commerce，
工
全　1e　loueur　doit　d6clarer　au　greffe，（ians　le　d61ai　de　deux　mois，

　　pour　etre　mentionn6s　au　registre　du　commerce：

　　　1。　Le　contrat　de　location－96rance，1es　dates　du　d6but　et　du

　　terme　de　la　location－g6rance　avec，1e　cas6ch6ant，1’indication

一58一



que　le　contrat　est　renouvelable　par　tacite　recon（iuction　et　le

nom　du　locataire－96rant　l

　20　La　cessation　de　la　locat三〇n－g6rance　ou　le　changement　du

locataire・96rant；1e　loueur　qui　en　reprend1’exploitation　perso・

nnelle　doit　proc6der　a　la　modi五cation　de　son　immatr量culation　et

la　comp16ter　par　les　indications　pr6vues議rartic1e9（13Q，14。

et160）．
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第2目　自　　然　　人

§2．一Personnes　physiques．

第29条〔夫婦財産に関する変更記入の申立〕

　①民法典第1426条または第1429条にもとづいて行なう申立ならびに

夫婦財産の分割または婚姻後取得した財産の婚姻中清算に関する申立

については，3日内に申立人たる配偶者は商業登記簿に記入すべきこ

とを裁判所書記局に対し申立なければならない。

　②裁判所は，前項の記入が商業登記簿になされたことの証明があっ

た場合にのみ，これに関する裁判を行なうことができる。

　Art．29．Les　dem＆ndes　form6es　sur　le　fondement　de1’artide

14260u　de1’article1429du　Code　civi1，ainsi　que　les　demandes

en　s6paration　de　biens　ou　en　liquidation　anticip6e　（ies　acqu6ts

doivent　etre　d6clar6es　au　greffe　par　le　conjoint　deman（ieur　dans

le　d61ai　de　trois　jours　pour　δtre　mentionn6es　au　registre　du

commerce．
　Le　tribunal　ne　peut　statuer　que　sラil　est　justifi6　（lue　cette　　＝＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公
mentiOn　a6t6POrt6e　aU　regiStre　dU　COmmerCe．　　　　　　　　　一
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　第30条〔変更記入のための申請〕

　　①記入された事項を変更するすべての事実または行為，とりわけ以
フ

ラ　下の事項については，2ヵ月内に商業登記簿に記入すべきことを裁判
ン

ス　所書記局に対し申請しなければならない。
商

業　　10商人に対し禁治産を宣告し，保佐人または臨時の財産管理人を
登

記　選任する確定判決，ならびに，当該措置の撤回または取消を命ずる判
法

　　決

　　20商人の婚姻の場合においては，その婚姻の年月日および場所，

　　採用した夫婦財産制の形態，夫婦財産の自由処分に関し第三者に対抗

　　できる制限条項またはかかる条項の不存在

　　30配偶者の死亡

　　4。夫婦財産制の全部または一部の変更に関する公正証書を認可す

　　る確定判決，民法典第1426条または第1429条にもとづいて行なう申立

　　または夫婦財産の分割もしくは婚姻後取得した財産の婚姻中清算に関

　　する申立を受理もしくは却下する確定判決，ならびに，婚姻の無効を

　　言渡しまたは離婚もしくは別居を宣告する確定判決

　　5。民法典第220－1条の適用に当って，大審裁判所長によって言

　　渡され，同条第2項に定める特別措置の一つを命ずる決定

　　6。夫がその妻によって行なわれる営業に対して明示の同意を与え

　　るときは，民法典第1420条に定める申告

　　7。第9条（第10号）に定める者の選任または終任

　　80営業活動の一部停止

　　②登記義務者が死亡した場合においては，相続人または包括的権利

壬　承継人が申請をしなければならない。営業が共有期間中継続しなけれ
ノペ

ー　ばならない場合においては，前記の者は，さらに，各人ごとにその氏

　　名，住所，相続資格を記載し，かつ営業を共有者のために継続すべき

　　者およびその条件を明示しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　一60一



　　Art．30．　Doivent　etre　d6clar6s　au　greffe，dans　le　d61ai　de

deux　mois，pour　etre　mentionn6s　au　registre　du　commerce，

tous　faits　ou　actes　entralnant　une　modification（ies　mentions

prescrites，et　notamment：

　　10　：Les　jugements　d6finitifs　pronongant1’interdiction　d’un

commergant，1ui　nommant　un　conseil　judiciaire　ou　d6signant

un　administrateu1・provisoire　de　ses　biens，ainsi　que　les　juge－

ments　domant　mainlev6e　de　ces　mesures　ou　les　rapPortant　l

　　20　En　cas　de　mariage　du　commergant，1a　date　et　le　lieu　de

son　mariage，1e　r6gime　matrimonial　adopt6，1es　clauses　opposa－

bles　aux　tiers　restrictives　de　la　libre　disposition　（1es　biens　des

6poux　ou1’absence　de　telles　clauses　l

　　30　Le　d6cさs（iu　conjoint；

　　40　Les　jugements　d6finitifs　homologuant1’acte　notari6de

changement　ou（ie　modification　du　r6gime　matrimonia1，ceux

recevant　ou　rejetant　soit　la　demande　form6e　sur　le　fondement

de　rarticle　1426　0u　（1e　1’article　1429　du　Code　civi1，　soit　la

demande　en　s6paration　des　biens　ou　en　liquidation　anticip6e

des　acquets，ainsi　que　ceux　d6clarant　la　nullit6du　mariage　ou

pronongant　le　divorce　ou　la　s6paration　de　corps；

　　50　Les　or（10nnances　rendues　par　le　pr6si（1ent　du　tribunal　de

grande　instance　en　apPlication（ie1’article　220－1　du　Code　civil

et　prescrivant1’une　des　mesures　sp6cialement　pr6vues　au　deu－

xiさme　alin6a　de　cet　article；

　　60　Si　le　mari　dome　son　accord　exprさs　a1’exercice　d’un

commerce　par　la　femme，1a　d6claration　pr6vue　a　rarticle1420

du　Co（ie　civi1・
　　　　　　　　　　　　，

　　7。　La　d6signation　et　la　cessation（le　fonctions（ies　personnes

vis6es　a1’article9　（100）；

　　8。　La　cessation　partielle　de1’activit6exerc6e．

　　En　cas　de　d6cさs　de　rassujetti，une　d6claration　doit　etre　faite

par　les　h6ritiers（iu　d6funt　ou　ses　ayants　cause　a　titre　unive一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一61一
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rse1．　　Si　1’exploitation　doit　continuer　pendant　la　dur6e　（ie

rin（1ivision，ils　doivent，en　outre，indiquer　pour　chacun　d’eux

leur　nom，1eur　a（iresse，1eur　qualit6h6r6ditaire　et　pr6ciser　par

qui　et　dans　quelles　conditions1’exploitation　sera　continu6e　pour

le　compte　des　indivisaires．

第31条〔変更記入の公示〕

　第10条に定める記載事項のいずれかが変更されたときには，この変

更は，同条に定める条件にしたがい，商事公報においてこれを公示し

なければならない。この期間は商業登記簿に記入された日からこれを

起算する。

　Art．31．Si　rune　des　mentions　pr6vues　a1’article10est

modifi6e，1a　mod迅cation　est　publi6e　au　Bulletin　o伍ciel　des

amoncescommercialesdanslesconditionpr6vuesacetarticle，

1e　d61ai　courant　a　partir　du　jour　oむa6t6faite　la　mention　au

registre　du　COmmerCe．

　　　第3目　会社およびその他の法人

§3．一Soci6t6s　et　autres　personnes　morales．

　　第32条〔法人が活動を停止した場合の停止記入の申請〕

一　　①登記されているすべての法人は，解散していない場合においても，
五

九　主たる登記名儀をもって登記されている裁判所の管轄内におけるその

　　活動の全部または一部を停止したときはその日から1ヵ月内に，登記

　　簿にこの停止の記入を申請しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　一62一



②毎年の延長の場合には，第38条に定める申請をしなければならな

いo

　Ar。32．Toute　persome　morale　immatricu16e　doit，meme　en

1’absence　de　dissolution，demander，dans　le　d61ai　d’un　mois　a

compter　de　la　cessation　totale　ou　partielle　de　son　activit6dans

le　ressort　du　tribunal　o血elle　est　immatricu16e　a　titre　principa1，

1a　mention　au　registre　de　cette　cessation．

　Une　d6claration　doit　etre　faite　en　cas　de　prorogation　annuelle

telle　qu’elle　est　pr6vue　a1’article38．
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第33条〔変更記入のための申請，変更の公示〕

　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）①《第11条に定める

記載事項の変更を生ずるすべての事実および行為ならびに法人の解散

またはその設立無効を宣告する判決は，その事由のいかんを問わず，

商業登記簿に記入すべきことを1ヵ月内に裁判所書記局に対して申請

しなければならな1い。》

　②第13条に定める通知書の記載事項のいずれかが正確でなくなった

ときは，同条に定める条件にしたがって，商事公報に変更された事項

を公示しなければならない。同条に定める期間は，商業登記簿に記入

した日から起算する。

　③前項の通知書には，つぎの事項を記載しなければならない。

O
　
O
　
O
　
O
　
O
　
O

1
2
3
4
5
6

商号，略号を定めたときはその付記

会社の形態

資本の額

本店所在地

商業登記簿上の会社の登記番号

変更された事項

五
八
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　Art．33．　（D6cL　n。　68－26　du　2　janv．1968）　《Doivent6tre

d6clar6s　au　greffe，dans　le　d61ai　d’m　mois，pour　etre　mentionn6s

au　registre　du　commerce，tous　faits　et　actes　entrainant　une

modification　des　mentions　prescrites　a1’article　ll　ainsi　que　la

dissolution　ou　la　d6cision　pronongant　la　nullit6　（ie　la　personne

morale，pour　quelque　cause　que　ce　soit．》

　Si1’une　des　mentions　de　ravis　pr6vu　a1’article13n’est　plus

exacte，1a　modification　intervenue　est　publi6e　au　Bulletin　o伍ciel

des　amonces　commerciales　dans　les　conditions　pr6vues　audit

article，　1e　d61ai　courant　a　partir　（iu　jour　ot1　α　6t6　faite　la

mentiOn　aU　regiStre　dU　COmmerCe．

　L’avis　contient　les　in（lications　suivantes：

　10　La　raison　sociale　ou　la　d6nomination　sociale，suivie，1e

cas6ch6ant，de　son　sigle　l

　20　La　forme　de　la　soci6t61

　3。　Le　montant　du　capital　socia1；

　4。　L少adresse　du　siさge　social　l

　5。　Le　mm6ro　d’immatriculation　de　la　soci6t6au　registre　du

commerce　l

　6。　L’indication　des　modi丘cations　intervenues．

　　第33－1条〔経済的利益団体の登記の変更〕

　　　　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）①第15－1条に定

　　める記載事項のいずれかを変更するすべての事実および行為について

　　は，商業登記簿に記入すべきことを1ヵ月内に裁判所書記局に対し申

　　請しなければならない。

一　　②第15－3条に定める通知書の記載事項のいずれかが正確でなくな
五

七　ったとぎは，同条に定める条件にしたがって，商事公報に変更された

　　事項を公示しなければならない。同条に定める期間は，商業登記簿に

　　記入した目から起算する。
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Art. 33-1. (D6cr. n' 68-109 du 2 f6vr. 1968) Doivent ~tre 

d6clar6s au greffe, dans le d6lai d'un mois, pour ~tre mentionn6s 

au registre du commerce, tous faits et actes entrainant une 

modification des mentions prescrites ~ 1'article 15-1. 

Si 1'une des mentions de 1'avis pr6vu ~ 1'article 15-3 n'est 

plus exacte, Ia modification intervenue est publi6e au Bulletin 

officiel des annonces commerciales dans les conditions pr6vues 

audit article, Ie d6lai courant ~ partir du jour oh a 6t6 faite la 

mention au registre du commerce. 

L'avis contient les indications suivantes : 

1 ' La d6nomination du groupement ; 

2' L'adresse du si~ge du groupement ; 

3' Le num6ro d'immatriculation du groupement au registre 

du commerce ; 

4' L'indication des modifications intervenues. 
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第3節登記の抹消
フ
ラ
ン
ス
商
業
登
記
法

Section　III．

Ra（1iation．

第1目　自　　然　　人

§1e「．一Personnes　physiques．

第34条〔登記抹消の申請，職権による抹消〕

　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）①登記されているす

べての自然人は，主たる登記名義をもって登記されている裁判所の管

轄内におけるその営業活動の停止の日から2ヵ月内に，この停止の年

月日を付して登記簿からの抹消を申請しなければならない。

　②法定の期間内に抹消の申請がないときは，裁判所書記官は，第46

条に定める15日の期間が経過したとぎに，職権をもって抹消の手続を

行なう。

　③死亡の場合には，相続人または包括的権利承継人は，死亡の日か

ら2ヵ月内に，登記簿への記入を申請しなければならない。抹消は，

死亡の日から1年が経過したときに，裁判所書記官が職権をもってこ

れを行なう。ただし，第30条（末項）に定める条件にしたがった変更

の申請の方法により毎年申請して延長した場合はこのかぎりでない。

一　　　Art．34．　（D6cr．n。68－26du2Janv．1968）Toute　personne

至physiqueimmatricu16ed・iちdansled61aidedeuxm・isき
　　compter　de　la　cessation　de　son　activit6commerciale　dans　le

　　ressort　du　tribunal　oむelle　est　immatricu16e　a　titre　principa1，

　　demander　sa　radiation　du　registre　en　indiquant　la　date（ie　cette
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cessation．

　A　d6faut　de　demande　de　radiation　dans　le　d61ai　prescrit，1e

grefaer　procさde　d’oface　a　la　radiation，a　1’expiration　du　d61ai

de　quinze　jours　pr6vu　a1’article46．

　En　cas（1e　d6cさs，1es　h6ritiers　ou　ayants　cause　a　titre　unive－

rsel　doivent，dans　le　d61ai　de　deux　moisきcompter　du　d6cさs，

en　demander　la　mention　au　registre　l　la　radiation　est　faite

d’o伍ce　par　le　greffier註1’expiration　du（i61ai　dヲun　an　a　compter

du　d6cさs，sauf　prorogation　demand6e　d’ann6e　en　ann6e，par　voie

de　d6claration　modificative　dans　les　conditions　pr6vues　a1’article

30　（dernier　alin6a）．

フ
ラ
ソ
ス
商
業
登
記
法

第35条〔管轄外における営業活動の停止の場合の抹消手続〕

　①従たる登記をしている自然人が，主たる登記名義をもって登記さ

れている裁判所の管轄外における営業活動を停止した場合には，停止

の日から2ヵ月内に，停止の年月目を付して従たる登記の抹消を申請

しな：ければならない。

　②（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《法定の期間内に

抹消の申請がないときは，裁判所書記官は，第46条に定める15日の期

間が経過したときに，職権をもって抹消の手続を行なう。》

　Art．35．Toute　personne　physique　immatricu16e　qui　cesse

d，exercer　uneαctivit6commerciale　dans　le　ressort　d’un　tribunal

autre　que　celui　dans　lequel　elle　est　immatricu16e　a　titre　prin・

cipal　doit，dans　le　d61ai　de（1eux　mois　a　compter　de　cette

CeSSatiOn，demander　la　radiatiOn（ie　SOn　immatriCUlatiOn　SeCOn一　一

daireenindiquantladatedecettecessation．五　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
　（D6cr．n。68－26du2janv．1968）《A　d6faut　de　demande　de

ra（iiation　dans　le　d61ai　prescrit，1e　gref五er　procさ（ie　d’oface　a　la

ra（iiation，a1’expiration　du　d61ai　de　quinze　jours　pr6vu　a1’article
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46．》
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第36条〔関係事項の記載の抹消〕

　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）第27条1第1号，第

2号および第8号ならびにH第1号，第2号および第3号に定める決

定のいずれかを職権をもって記入した裁判所書記官は，関係事項の記

載の抹消が必要な場合には，その手続を行なう。

　Art．36．　（D6cL　no68－26du2jan肌1968）Le　gre伍er　qui　a

mentionn6d，o伍ce　rme　des　d6cisions　vis6es　au　I－1。，20et80

et　au　II－1。，20　et30　（ie1’article27procさ（ie，s’il　y　a　lieu，a　la

radiation　de1，int6ress6．

第37条〔抹消の通知書とその記載事項〕

　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）①裁判所書記官は，

第10条に定める方式および期問にしたがって，商事公報に掲載すべき

抹消の通知書を送付しなければならない。

　②前項の通知書には，つぎの事項を記載しなければならない。

　10　登記義務者の氏名，これと異なる名称を使用するときはその名

称

五

0
　
0
　
0
　
0

2
3
4
F
D

営業内容および営業地

営業用標章または商号

登記義務者が登記をうけた裁判所書記局の表示および登記番号

活動停止の年月目

　Ar．37．　（D6cL　no68－26du2Janv．1968）：Le　gref五er　doit，

danslesformesetd61aispr6vusa1’article10，adresserunavis

de　radiation　a　ins6rer　au　Bulletin　o伍ciel　des　annonces　comm・

erciales．
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　Cet　avis　contient　les　indications　suivantes：

　10Lesnom，pr6nomset，1ecas6ch6ant，1epseudonymede
rassujetti；

　2。　L’objet　du　commerce　et　le　lieu　de　son　exploitation　l

　30L’enseigne　ou　le　nom　commerciall

　40　L’indication　du　greffe　du　tribunal　o亡1’assujetti　est　imm－

atricu16et　le　mm6ro　d’immatriculation　l

　50　La（iate（ie　la　cessation（ie1，activit6．

フ
ラ
ン
ス
商
業
登
記
法

　　　第2目　会社およびその他の法人

§2．一Soci6t6s　et　autres　persomes　morales．

第38条〔解散の場合の登記の抹消〕

　①（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《法人が解散した

ときは，その事由のいかんを問わず，1ヵ月内に，商業登記簿にその

旨を記入すべきことを当該法人が登記されている商事裁判所書記局に

申請しなければならない。申請書には，清算人の氏名，住所および清

算人の選任が公示された法定公告掲載紙の参照を付さなければならな

い。会社の設立無効についても，同様とする。この期間は無効判決の

日から起算する。》

　②　抹消は，清算結了の日から1ヵ月内に，清算人がこれを申請し

なければならない。

　③登記は，解散により失効し，その抹消は，解散を登記簿に記入し

た日から1年経過したときに裁判所書記官が職権をもって行なう。た

だし，清算人は，清算のために必要な場合には修正申請の方法により，一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　喜
抹消登記の延期を申請することができる。この延期の有効期間は，1　一

年間とし，毎年更新することができる。

一69一



フ
ラ
ソ
ス
商
業
登
記
法

　Art．38．　（D6cL　no68－26du2janv．1968）《La　dissolution

d’une　persome　morale，pour　quelque　cause　que　ce　soit，doit

6tre　d6clar6e　dans　le　d61ai　d夕un　mois　au　greffe　du　tribmal　de

commerce　o貢elle　est　immatricu16e，en　vue　d’etre　mentiom6e

au　registre　du　commerce；cette　d6claration　contient1’indication

des　nom，pr6noms，domicile　des　liquidateurs　et　la　r6f6rence　du

journal　habilit6a　recevoir　les　annonces　16gales　（ians　lequel　la

nomination　des　liquidateurs　a6t6publi6e．11en　est　de　meme

（ie　la　nullit6de　la　soci6t6a　compter　de　la（i6cision　qui　ra　pron－

onc6e．》

　La　radiation　doit　etre　demand6e　par　le　liquidateur　dans　le

d61ai　d，un　mois　a　compter　de　la　c1δture　des　op6rations　de

liqui（iation．

　L’immatriculation　devient　caduque　et　la　radiation　est　faite

d，o租ce　par　le　gre缶er　m　an　aprさs　la　date　de　la　mention　au

registre　de　la　dissolution．Toutefois，1e　liquidateur　peut　dema－

nder　la　prorogation　de1’immatriculation　par　voie　de　d6claration

modificative　pour　les　besoins　de　la　liquidation。Cette　proroga－

tion　est　valable　m　an，mais　peut　etre　renouve16e　d’am6e　en

　　ノannee．

　　第39条〔管轄外における活動の停止の場合の抹消手続〕

　　　①法人が主たる登記名義をもって登記されている裁判所の管轄外に

　　おける活動を停止した場合には，停止の日から2ヵ月内に，停止の年

　　月日および事由を付して従たる登記の抹消を申請しなければならな

　　いo

一　　②法定の期間内に抹消の申請がないときは，裁判所書記官は，第46
五

一　条に定める条件にしたがい，職権をもって抹消の手続を行なう。

　　　③（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《第27条1第1号，

　　第2号および第8号ならびに∬第1号，第2号および第3号に定める
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決定のいずれかを職権をもって記入した裁判所書記官は，関係事項の

抹消が必要な場合にはその手続を行なう。》

　Art．39．Toute　persome　morale　qui　cesse　d’exercer　son

activit6dans　le　ressort　d’un　tribunal　autre　（1ue　celiui　oむ　elle

est　immatricu16e　a　titre　principal　doit，dans　le　d61ai　de　deux

mois　a　compter　de　cette　cessation，demander　la　radiation（1e

son　immatriculation　secondaire　en　indiquant　la　date　et　la　cause

de　Cette　CeSSatiOn．

　A　d6faut　de　demande　de　radiation　dans　le　d61ai　prescrit，1e

gremer　procさ（1e　a　la　radiation　d’oface　dans　les　conditions

pr6vues　a1’article46．

　（D6cr．no68－26du2janv．1968）《Le　gref五er　qui　a　mentionn6

d，o伍ce1’une　des（i6cisions　vis6es　au　I－1。，20　et8Q　et　au　II－1。，

2。et3。de1’article27procさde，s’il　y　a　lieu，a　la　radiation　（1e

1’int6reSS6e．》

フ
ラ
ン
ス
商
業
登
記
法

第40条〔抹消の通知書の送付とその記載事項〕

　（1969年12月5日命令第69－1108号により改正）①裁判所書記官は，

第13条または第15－3条に定める方式にしたがいかつその期間内に，

商事公報に掲載すべき抹消の通知書を送付しなければならない。

　②前項の通知書には，つぎの事項を記載しなければならない。

　A．一会社の場合

O
　
O
　
O
　
O
　
O
　
O

1
2
3
4
F
D
6

商号，略号を定めたときはその付記

会社の形態

本店所在地

現に営む営業

抹消の年月目

会社が登記されている裁判所書記局の表示および登記番号

　　　　　　　　　　　一71一
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Art. 40. (D6cr. n' 69-1108 du 5 d6c. 1969) Le grefiier doit 

dans les formes et d6lais pr~vus ~ 1'article 13 ou ~ l'article 

15-3, adresser un avis de radiation ~ ins6rer au Bulletin officiel 

des annonces commerciales. 

Cet avis contient les indications suivantes : 

A.-S'il s'agit d'une soci6t6 : 

1' La raison sociale ou la d6nomination suivie, Ie cas 6ch-

6ant, de son sigle ; 

2' La forme de la soci6t6 ; 

3' L'adresse du si~ge social ; 

4' L'activit6 r6ellement exerc6e ; 

5' La date de radiation ; 

6' L'indication du greffe du tribunal oti la soci6t6 est imm-

atricul6e et le num6ro d'immatriculation ; 

B.-S'il s'agit d'un groupement d'inte'r~t 6conomique : 

1 ' La d6nomination du groupement ; 

2' L'adresse du si~ge du groupement ; 

3' L'objet du groupement ; 

4' La date de radiation ; 

5' L'indication du greffe du tribunal oh le groupement est 

immatricul6 et le num6ro d'immatriculation. 
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第3章登記の効果
　　　CHAPITRE　III．

E伍ets　de　l，immatriculation．

第41条〔商人資格の推定〕

　①商業登記簿に登記された者は，反対の証明がある場合を除き，現

行の法令に定める商人資格を有するものと推定される。商人資格から

生ずるすべての効果はこの者に及ぶ。

　②前項の規定にかかわらず，この推定は，営業の賃貸借の対象とさ

れた1または数個の営業財産の所有者たる資格において商業登記簿に

記入されている者，および（1968年2月2日命令第68－109号により

追加）《経済的利益団体については》及ばない。

フ
ラ
ン
ス
商
業
登
記
法

　Art．41．Toute　persome　immatricu16e　au　registre　du　comm－

erce　est　pr6sum6e，sauf　preuve　contraire，avoir　la　qualit6de

commergant　aux　termes　des　lois　en　vigueur．Elle　est　soumise

a　toutes　les　cons6quences　qui　d6coulent（ie　cette　qualit6。

　Toutefois，cette　pr6somption　ne　joue　pasき1’6gard　des　perso－

nnes　qui　sont　inscrites　au　registre　au　seul　titre（ie　propri6taire

d，un　ou　de　plusieurs　fonds　de　commerce　mis　en　location－g6rance

（D6cr。n。68－109du2f6vr．1968）《ni　a16gard　des　groupements

d’int6r6t6COnOmiqUe》．

第42条〔登記を欠く自然人商人の地位等〕　　　　　　　　　　　　　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四・
　①商業登記簿への登記義務を負う自然人であって，その営業活動開　八

始の時から2ヵ月の期間が経過したのちもなお，登記の申請をしなか

った者は，登記手続をおえるまで，第三者および行政官庁に対する関
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係において，その商人資格を主張することができない。ただし，これ

らの者は，商人資格に固有の責任および義務を免れるために，登記の

欠敏を主張することができない。

　②登記された商人であって営業財産を譲渡しまたは営業の賃貸借に

おいて利用の許可を与えた者は，抹消の登記もしくはそれに相当する

記載がなされ，または営業の賃貸借がなされた旨が記載された日以後

でなければ，営業財産の承継人が営業財産の利用にもとづいて負担し

た債務につき，その履行の責任の追及を免れるために，営業活動の停

止をもって対抗することがでぎない。ただし，営業財産および工匠事

業財産を目的とする営業の賃貸借に関する1956年3月20日法律第8条

の適用を妨げるものではない。

　③妻の営業につき，夫が明示の許可を与えた旨の記載は，民法典第

1420条に定める効果を生じる。

　　　Art．42．Les　persomes　physiques　assujetties　a　immatricu．

　　1ation　au　registre　du　commerce　qui　n，ont　pas　requis　cette

　　demiさre　a1’expiration　d’m　d61ai　de（1eux　mois　a　compter　du

　　commencement　de　leur　activit6ne　peuvent　se　pr6valoir，jusqu’a

　　immatriculation，de　la　qualit6（ie　commergant，tant　a1，6gar（i

　　des　tiers　que　des　a（iministrations　publiques．　Toutefois，elles

　　ne　peuvent　invoquer　leur　d6faut　d’inscription　au　registre　pour

　　se　soustraire　aux　responsabilit6s　et　aux　obligations　inh6rentes

　　a　cette　qualit6．

　　　Sans　pr6judice　de1’apPlication　de　1’article　8　de　la　loi　du　20

　　mars1956relative　a　la　location－g6rance　des　fonds（ie　commerce

＿　et　des6tablissements　artisanaux，1e　commergant　inscrit　qui

四cさdesonfondsouquienconcさde1，exploitationenlocation一
七
　　96rance，ne　peut　oPPoser　la　cessation　de　son　activit6commer－

　　ciale，pour　se　soustraire　aux　actions　en　responsabilit6　dont　il

　　est　robjet　du　fait　des　obligations　contract6es　par　son　successeur
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dans1’exploitation　du　fon（is，qu’a　pa1’tir（1u　jour　o血a6t60P6r6e

soit　la　radiation　ou　la　mention　correspondante，soit　la　mention

（le　mise　en　location－96rance．

　La　mention　de　raccord　exprさs　dom6par　le　mari　a1’exercice

d’un　commerce　par　la　femme　produit　les　effets　pr6vus　a1’article

1420du　Code　civi1．
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第43条〔登記の欠飲と第三者への対抗〕

　商業登記の義務を負う者は，その営業活動に関して，商業登記簿に

記載すべき事実または行為が登記簿に公示されていない場合には，こ

れをもって第三者および行政官庁に対抗することができない。ただし，

第三者および行政官庁は，これを主張することができる。この規定は，

登記義務者が，取引の時において，関係ある第三者または行政官庁が

その事実または行為につき悪意であることを証明したときには適用さ

れない。

　Art．43．Les　personnes　assujetties　a1’immatriculation　au

registre　du　commerce　ne　peuvent，dans　leur　activit6commer－

ciale，opposer　ni　aux　tiers　ni　aux　administrations　publiques，

qui　peuvent　toutefois　s’en　pr6valoir，1es　faits　et　actes　sujets　ゑ

mention　que　si　ces（iemiers　ont6t6publi6s　au　registre．Cette

disposition　n’est　pas　apPlicable　si　les　assujettis6tablissent，（lu’au

moment　o亡ils　ont　trait6，1es　tiers　ou　administrations　en　cause

avaient　connaissance　des　faits　et　actes　dont　il　s’agit』

第44条〔他の法令による商業登記への第43条の準用〕　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　璽

　他の法令にもとづいて公示の対象となっているその事実または行為　ハ

が，商業登記簿に記載すべきものである場合についても，第43条の規

定を適用する。
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　Art．44。　Les　dispositions　de1’article43sont　apPlicables　aux

faits　ou　actes　sujets　a　mention　au　registre　du　commerce　m6me

s’ils　ont　fait1’objet　d’une　autre　publicit616gale．

第4章争 訟

CHAPITRE　IV．

Co】ntentieux．

　第45条〔書記官による登記申請の審査と抗告手続〕

　　①裁判所書記官は，その責任において，申請書が完備していること

　を確認し，かつ，提出された証明書類と申請書の記述が一致している

　か否かにつき審査しなければならない。書記官が申請書の不備を確認

　　し，または受理の適否を決定しがたいときは，書記官は，登記を監督

　すべき受命裁判官の判断を求めなければならない。

　　②申請人と書記官との間において意見の一致をみないときは，申請

　人は登記簿を監督すべき受命裁判官に対し，申請の方法により，異議

　申立をすることができる。受命裁判官は，命令をもってこれを決定す

　る。

　　③申請人は，前項の命令につぎ，15日内に裁判所に対して抗告をす

　　ることができる。この抗告の申立は，抗告人が納付した費用の受取証

　を提出した後に書記局に対して行なわなければならない。この期間は，

　命令の通知を受領した時から起算する。この通知は，書記官が，配達証

一　明付書留郵便をもってこれを行なう。この郵便を名宛人に送達できな
四

五　かったときは，執行官送達の方法をもってこれを行なう。この通知に

　は，抗告の期間および方式，ならびに抗告を審理すべぎ裁判所の名称

　および所在地を記載しなければならない。抗告がなされた場合には，

　　　　　　　　　　　　　一76一
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Art. 45. Le greffier, sous sa responsabilit6, s'assure que les 

demandes sont compl~tes et v6rifie la conformit6 de leurs 

6nonciations aux pi~ces justificatives produites. S'il constate 

des inexactitudes ou s'il rencontre des difficult6s dans 1'accom-

plissement de sa mission, il en saisit le juge commis ~ la 

surveillance du registre. 

Les contestations entre le requ6rant et le greffier sont port6es 

par simple requ~te ~ la diligence du requ6rant devant le juge 

commis ~ la surveillance du registre qui statue par ordonnance. 

Le requ6rant dispose d'un d6lai de quinze jours pour faire 

appel de cette ordonnance devant le tribunal. L'appel se fait 

par d6claration au greffe, contre r6c6piss6, apr~s paiement des 

frais par 1'int6ress6. Le d6lai court de la r6ception de la 

notification de 1'ordonnance ; cette notification est faite ~ la 

diligence du greffier, par lettre recommand6e avec demande 

d'avis de r6ception et, si cette lettre n'a pu parvenir ~ son 

destinataire, par exploit d'huissier ; Ia notification indique le 

d6lai et la forme de 1'appel, ainsi que la nature et le si~ge de 

la juridiction comp6tente pour en connaitre. En cas d'appel, 

le greffier invite sans d6lai, par lettre recommand6e avec 

demande d'avis de r6ception, 1'appelant ~ comparaitre devant le 

tribunal ~ huitaine franche. 

(D6cr. n' 68-26 du 2 janv. 1968) <<Si le requ6rant n'est pas 
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en　mesure（1e　pro（1ui1』e　une　piさce　justi亘cative，　il　peut　en　etre

dispens6par　ord．omance　motiv6e　du　juge　commis。A1’expir－

ation　du　d61ai　丘x6　par　le　juge，　si　ladite　piさce　n’a　pas　6t6

produite，1’immatriculation　est　radi6e　d’of五ce　par　le　gref五eL》

第46条〔商人に登記申請を命じる場合〕

　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）①自然人商人が法定

の期間内にその登記申請を行なわなかったとき．または』商人以外の法

人が商人資格を取得したのち直ちにその登記申請を行なわなかったと

きは，受命裁判官は，職権で，または検察官もしくはすべての利害関

係人の請求にもとづき，命令をもって，登記申請をなすべきことを登

記義務者に命じることができる。

　②前項に定める条件にしたがい，受命裁判官は，登記義務者が法定

の期間内に以下の事項につき商業登記簿への申請を行なわなかったと

きは，この者に対し，命令をもって，登記義務者のなすべき補充記

入もしくは変更記入を申請すること，不正確もしくは不完全な申告が

なされた場合については必要な事項の記入もしくは変更記入の申請を

すること，または登記の抹消を申請をすることを命じることができ

る。

　③裁判所の命令は，それが確定した目から15日の期間内に，これを

執行しなければならない。

　　Art。46．　（D6cL　no68－26　du　2　janv．1968）　Faute　par　un

＿　commergant　personne　physique　de　requ6rir　son　imm航riculation

璽　dans　le　d61ai　prescrit　ou　faute　par　une　personne　morale　non

　commergante　acqu6rant　le　caractさre　commercial　de　requ6rir

　sans　d61ai　son　immatriculation，1e　juge　commis，soit　d’ofHce，

　soit　a　la　requ6te　du　procureur　de　la　R6purblique，ou　de　toute
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personne　justifiant　y　avoir　int61’et，rend　une　ordonnance　enjo・

ignant　a1’int6ress6de　faire　proc6der　a　son　immatriculation．

　Dans　les　memes　conditions，ce　juge　peut　enjoindre　par

ordonnance　a　toute　persome　immatricu16e　au　registre　du

commerce　qui　ne　les　aurait　pas　requises　dans　les　d61ais　pres・

crits，de　faire　proc6der　soit　aux　mentions　comp16mentaires　ou

recti丘cations　qu’elle　doit　y　faire　porter，soit　aux　mentions　ou

rectifications　n6cessaires　en　cas　de　d6clarations　inexactes　ou

incomp1さtes，soit　a　la　radiation．

　L’ordonnance　du　juge　doit　（｝tre　ex6cut6e　dans　le　d61ai　de

quinze　jours　a　compter（iu　jour　o血elle　est　deveme　d6丘nitive．
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第47条〔命令の送達方法と記載事項〕

　①裁判所書記官は，配達証明付書留郵便をもって，前条の命令を登

記義務者に送達する。この郵便を名宛人に送達できなかったときは，

執行官送達の方法をもってこれを行なう。

　②前項の通知には，この命令に異議があるときは，受領の日から15

日内に異議申立をなすべき旨，および異議申立がないときは命令が確

定する旨の戒告を記載しなければならない。この通知には，異議申立

の方式ならびに異議申立を審理すべき裁判所の名称および所在地を記

載しなければならない。

　③前2項の通知には，商業登記に関する違反の処罰を目的とする

1958年12月27日命令第58－1352号第1条に定める刑罰をも記載しなけ

ればならない。

　Art．47．　Le　gre伍er　notifie　1’ordonnance　a　1，int6ress6　par　嬰

1ettre　recommand6e　avec　demande　d’avis　de　r6ception；si　cette

lettre　n’est　pas　parvenue　a　son　destinataire　la　noti且cation　est

faite　par　exploit　d’huissier。

　　　　　　　　　　　　　　一79一
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　Elle　contient　avertissement　d’avoir，（1ans　les　quinze　jours　qui

suivront　la　r6ception，a　former　opposition議1’ordomance　qui，

a　d6faut，　deviendra　d6丘nitive．　　La　notiHcation　pr6voit　les

formes　de1，0pposition　ainsi　que　la　nature　et　le　siさge　de　la

juridiction　comp6tente　pour　en　conna盆tre．

　La　noti五cat圭on　mentiome6galement　les　p6nalit6s　pr6vues　a

、1’article　ler　de1’ordonnance　no58－1352du27d6cembre1958，

r6primant　certaines　infractions　en　mati色re　de　registre　du

commerce．

第48条〔異議申立に関する裁判手続〕

　①異議申立には理由を付さなければならない。異議申立は，申立人

が納付した費用の受取証を提出した後に，裁判所書記局に対してこれ

を行なわなければならない。裁判所書記官は，異議申立人に対し，直

ちに配達証明付書留郵便をもって，満8日内に裁判所に出頭するよう

催告しなければならない。裁判所が異議申立につき裁判を行なったと

きは，書記官は，2配達証明付書留郵便をもって，その判決を送達す

る。控訴は，この通知の日から1ヵ月内にこれを行なわなければなら

ない。この郵便を名宛人に送達できなかったときは，執行官送達の方

法によりこれを行なう。

　②控訴は，控訴院に対して，これを行なわなければならない。

　　　Art．48．L’opposition　doit　etre　motiv6el　elle　se　fait　par

　　d6claration　au　greffe，contre　r6c6piss6，aprさs　paiement　des　frais

＿　par1’int6ress6．Le　grefaer　invite　sans　d61ai，par　lettre　recom一

四　mand6e　avec　demande　d’avis　de　r6ception，1’oPPosant　a　compa－

　　raitre　a　huitaine　franche（1evant　le　tribunaL　Le　tribunal　statue

　　sur　roppositionゑcharge　d’appel　dans　le　mois　de　la　notifica－

　　tion（1u　jugement　faite　a　la　diligence　du　gref石er　par　lett驚
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recommand6e　avec（iemande　d’avis　de　r6ceptionl　lorsque　la

lettre　nヲa　pu　parveni1’au（iestinataire，1a　notification　est　faite

par　exploit　d’huissier．

　L’appel　est　form6par　voie　de　requete　pr6sent6e　a　la　couL

第49条〔登記義務者が命令に違背した場合の措置〕

　登記義務者が確定した命令にしたがわないときは，書記官は，検察

官にその旨を通知しかつ検察官にこの命令の謄本を送付しなければな

らない。
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　Art．49．　Lorsque1’ordonnance　est（1evenue　d6finitive　et　que

1’assujetti　n’y　a　pas　d6f6r6，1e　grefaer　en　avise　le　procureur　de

la　R6publique　et　lui　a（1resse　une　exp6dition　de　cette　or（ionnance．

第50条〔商人資格に関する裁判と謄本の送付〕

　商業登記簿に登記されていない者を当事者とする訴訟を受理した裁

判所が，この者の商人資格に関する裁判をするときは，裁判所書記官

は，この裁判において明示の文言をもってなされる処分命令にもとづ

き，この裁判の謄本を，当事者が主たる営業所を置く地，また，フラ

ンス領土内に本店を置く法人については本店所在地を管轄する登記所

の登記を監督する受命裁判官に，送付しなければならない。その場合

には，第46条，第47条，第48条および第49条に定める手続と同じ手続

をとらなければtならない。

　Art．50．Lorsqu’une　juridiction　saisie　d’une　instance　mettant　二

encauseunepers・nnen・ninscriteauregistreduc・mmerce署

rend　une　d6cision　impliquant　la　qualit6de　commergant　de

celle－ci，1e　gref五er，sur1’injonction　qui　lui　en　est　faite　par　une

disposition　expresse　de　cette　d6cision，transmet　un　extrait　de
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celle・ci　au　juge　commis　a　la　surveillance　du　registre　dans　le

ressort　o亡rint6ress6a　son6tablissement　principal　ou　s’il　s’agit

d’une　personne　morale　ayant　son　siさgesur　le　territoire　frangais，

au　juge　du　ressort　du　siさge．　11est　alors　proc6d6ainsi　qu’il　est

dit　aux　articles46，47，48et49．

第51条〔職権による商人資格の登記の抹消〕

　①登記された商人の登記の抹消は，その者の無能力またはその営業

もしくは営業一般の禁止を生ぜしめることになる裁判を行なうすべて

の司法裁判所が，職権をもってこれを命じなければならない。

　②前項の登記の抹消は，この裁判において明示の文言をもってなさ

れる処分命令にもとづき，当該裁判所の書記官がこれを行なうか，ま

たはこの書記官が管轄裁判所書記官に通知してこれを行なう。

　Art．51．：La　radiation　du　commergant　inscrit　doit6tre　ordo－

nn6e　d’o伍ce　par　toute　juridiction　de1’ordre　judiciaire　qui　rend

une　d6cision　entrainant　pour　lui　1，incapacit6　0u　1’interdiction

d，exercer　son　commerce　ou　le　commerce　en　g6n6ra1。

　Cette　radiation　est　faite　par　le　grefaer　ou　notifi6e　par　lui　au

gre伍er　comp6tent，sur1’injonction　qui　lui　en　est　faite　par　une

disposition　expresse　de　cette　d6cision．

九
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第1章　会社の証書の提出

　　　CHAPITRE　Ie「．

D6P6tdesactesdesoci6t6s．

第1節総 則

　　　Section　I．

Dispositions　g6n6rales．

第52条〔裁判所書記局に対する証書の提出〕

　①本命令にもとづいて，会社のために裁判所書記局に証書または書

面を提出する場合には，その記載事項が同一である旨の証明を付した

正本各2通をもってしなければならない。証書または書面が提出され

たときは，書記官は，商業登記簿台帳から切り離した受理証を交付し

なければならない。この受理証には，会社の形態，商号，本店の所在

地，提出された証書および書面の枚数および種類，ならびに提出の年

月日を記載しなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　葦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
　②書記官は，証書または書面の提出があったことを証明する帳簿を

作成しなければならない。
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　Art．52．Tout　acte　ou　piさce　d6pos6au　greffe　pour　le　compte

d7une　soci6t6，en　apPlication　du　pr6sent　d6cret，doit　1’δtre　en

deux　exemplaires　certifi6s　conformes；ce　d6p6t　donne　lieu　a　la

d61ivrance，par　Ie　grefiaer，d’un　r6c6piss6，extrait　（i2un　registre

a　souche，三ndiquant　la　forme　de　la　soci6t6，1a　raison　ou　la

d6nomination　sociale，rad：resse　du　siさge　socia1，1e　nombre　et　la

nature（1es　actes　et　piさces　d6pos6s　ainsi（lue　la（1ate　du　d6P6t．

　Le　d6P6t　est　constat6　pal’　un　procさs－verbal　6tabli　par　le

gre伍er．

第53条〔裁判所書記官による証書の保管〕

　裁判所書記官は，会社のために提出された証書および書面の正本の

うち1通を商業登記簿の添付書類として分類するために，会社の名称

毎に設けられる記録簿として保管しなければならない。

　Art．53．L’un　des　exemplaires　des　actes　et　piさces　d6pos6s

pour　le　compte　d夕une　soci6t6est　conserv6　par　le　grefaer　pour

etre　class6en　amexe　au　registre　du　commerce，dans　un　dossier

ouvert　au　nom　de　la　soci6t6．

　　第54条〔中央商業登記所への送付〕

　　　①裁判所書記官は，中央商業登記所に送付すべき他の1通に，つぎ

　　に掲げる事項を記載しなければならない。

　　　a）書面または証書の提出をうけた書記局の属する裁判所の所在地

＝　　b）提出年月日

七　　c）商業登記簿にすでに会社の登記がなされている場合には，その

　　登記番号

　　　②書記官は，一定の手続にもとづいて商業登記簿に登記された月の
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翌月15日までに，前項に定める証書または書面の正本を中央商業登記

所に送付しなければならない。

　Art．54．Le　gre伍er　appose　sur1，autre　exemplaire，destin6

au　registre　national　du　commerce，1es　mentions　suivantes：

　a）　Le　siさge　du　tribunal　au　greffe　duquel　la　piさce　ou　1’acte

estd6pos61

　b）　La　date　du　d6Pδt；

　c）　Le　cas6ch6ant，1e　num6ro　d’immatriculation　de　la　soci6t6

aU　regiStre　dU　COmmerCe．

　Cet　exemplaire　est　transmis　par　le　gre価er　au　registre　natio－

nal　du　commerce，dalls　la　premiさre　quinzaine　du　mois　qui　suit

celui　au　cours　duquel　il　a6t6proc6d6，au　registre　du　commerce，

a　la　formalit6correspondante．

フ
ラ
ン
ス
商
業
登
記
法

第2節会社の設立

　　　　Section　II．

Constitution　de　la　soci6t6．

第55条〔設立登記の申請〕

　①商業登記簿への登記は，設立に関する手続，とくに公示手続を完

了した後に，これを申請しなければならない。

　②前項の申請をするためには，遅くとも登記申請のときまでに，つ

ぎに掲げる書面を商業登記簿の添付書類として分類するために提出し

なければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三

　1。定款が公署証書によって作成された場合には正本2通，私署証　ハ

書によって作成された場合には原本2通。私署証書については，これ

を受理した公証人の氏名および住所の記載が原本にあるときは，それ
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を付記しなければならない。

　20会社の業務執行，管理，指揮，監査および監督の各機関の構成

員の選任証書がある場合には，その写し2通

　3Q会社法第6条第1項に定める申告書2通

　Art．55．La　demande　d7immatriculation　au　registre　du　com－

merce　est　pr6sent6e　aprさs　accomplissement　des　formalit6s　de

constitution　et　notamment　des　formalit6s　de　publicit6．

　A　cet　effetッsont　d6pos6es，au　plus　tard　en　m6me　temps　que

la　demande　d’immatriculation，pour　etre　class6es　en　amexe　au

registre　du　commerce，1es　piさces　suivantes：

　1。　Deux　exp6ditions　des　statuts，s’ils　sont6tablis　par　acte

authentique　ou　deux　originaux，s’ils　sont　6ta．blis　par　acte　sous

seing　priv61　celui・ci　indique，　1e　cas　6ch6ant，　1e　nom　et　la

r6sidence　du　notaire　au　rang　des　minutes　duquel　il　a6t6

d6pos6；

　2。　Le　cas6ch6ant，deux　copies　des　actes　de　nomination　des

personnes　membres　des　organes　de　gestion，（i’administration，

de　direction，（1e　surveillance6t　de　contr61e　de　la　soci6t6；

　3。　Deux　exemplaires　de　la　d6claration　pr6vue　a1’article6，

alin6a　ler，de　la　loi　du24juillet1966sur　les　soci6t6s　commer・

ciales．

第56条〔有限会社の設立〕

　有限会社の設立に際して現物出資がなされる場合には，前条に定め

る書面に加えて，現物出資の評価に関する出資検査役の報告書の正本

2通を提出しなければならない。

五
　Art．56．　En　cas　de　constitution（1’une　soci6t6a　responsabilit6

1imit6e，1e　d6p6t　pr6vu　a1’article55comprend，en　outre　et　le

cas6ch6ant，1e　rapport　en　double　exemplaire　du　commissaire
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aux　apPorts　sur1，6valuation　des　apPorts　en　nature．

第57条〔株式会社および株式合資会社の設立〕

　株式会社および株式合資会社の設立に関しては，第55条に定める書

面に加えてつぎに掲げる書面を提出しなければならない。

　1。公証人が作成した株式の引受および払込に関する申告書の謄本

2通。これには，各引受人が引受けた株式数および払込んだ金額を記

載した株式引受人名簿を添付しなければならない。

　20会社が資金の公募によって設立された場合は，創立総会議事録

の写し2通

　30現物出資の評価および特別利益の付与に関する出資検査役の報

告書の正本2通
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　Art．57．　En　cas（1e　constitution　d’une　soci6t6par　actions，1e

d6p6t　pr6vu　a1’article55comprend，en　outre：

　10　Deux　exp6ditions　de　la　d6claration　notari6e　de　souscri－

ptions　et　de　versement，a　laquelle　est　jointe　la　liste　des　souscr－

ipteurs　mentiomant　le　nombre　d’actions　souscrites　et　les

sommesvers6esparchacund’euxl
　2。　Si　la　soci6t6a6t6constitu6e　par　appel　public　a1’6pargne，

（ieux　copies　du　procさs－verbal　des　d61ib6rations　de1’assemb16e

96n6rale　constitutive；

　3Q　En　double　exemplaire，1e　rapport　des　commissaires　aux

apPorts　sur　1’6valuation　des　apPorts　en　nature　et　1’octroi　des

avantages　particuliers．

四
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　　　　　　　　　　第3節定款の変更
フ

ラ

ン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Section　III．
ス

商Modificationdesstatuts．業
登
記

法　第58条〔変更登記の手続とその慨怠の効果〕

　　　①定款またはその付属書類ならびに会社設立後に提出された証書お

　　よび付属書類を変更する行為，決議または決定を証する書類は，商業

　　登記簿の添付書類として分類するために，これを商事裁判所書記局に

　　提出しなければならない。

　　　②会社法第6条第3項に定める申告書が必要な場合には，提出書類

　　にこれを添付しなければならない。

　　　③前2項に定める書面の提出は，その行為，決議または決定の目か

　　ら1ヵ月内に，かつ，会社法施行令第287条に定める公示が必要な場

　　合にはその公示後に，これを行なわなければならない。

　　　④前項に定める書面の提出がなされないかぎり，その行為，決議，

　　決定または本条にもとづいて提出された申告書およびその付属書類の

　　内容は，これをもって第三者に対抗することができない。ただし，第

　　三者がこれを援用することを妨げない。

　　　⑤前項の規定は，第三者が取引のときに，その行為，決議，決定，

　　上記の申告書または付属書類の内容を知っていたことを会社が立証し

　　た場合に．は，これを適用しない。

三　　Art．58．Les　actes，d61ib6rations　ou　d6cisions　modifiant　soit

　　les　statuts　ou　les　piさces　qui　leur　sont　annex6es，soit　les　actes

　　ou　piさces　annexes（16pos6s　post6rieurement，sont　remis　au　greffe

　　du　tribunal　de　commerce，pourδtre　class6s　en　amexe　au
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registre du commerc'e. 

Le cas 6ch6ant, Ia d6claration pr6vue ~ 1'article 6, alin6a 3, 

de la loi pr6cit6e du 24 juillet 1966, est jointe aux pi~ces 

d6 pos6es. 

Le d6p6t pr6vu aux alin6as pr6c6dents doit ~tre effectu6 dans 

le d6lai d'un mois ~ compter de la date des actes, d6lib6rations 

ou d6cisions qui y sont soumis, apr~s publication, Ie cas 6ch6ant, 

de 1'avis pr6vu ~ 1'article 287 du d6cret n' 67-236 du 23 mars 

1967 sur les soci6t6s commerciales. 

Tant qu'ils n'ont pas 6t6 d6pos6s, Ies actes, d6lib6rations, 

d6cisions ou d6clarations et leurs pi~ces annexes soumis au 

d6p6t en application du pr6sent article sont inopposables aux 

tiers, qui peuvent toutefois s'en pr6valoir. 

Cette disposition n'est pas applicable si la soci6te' 6tablit qu'au 

moment oh ils ont trait6 avec elle, Ies tiers en cause avaient 

connaissance des actes, d6lib6rations, d6cisions, d6clarations ou 

pi~ces annex6es susvis6s. 
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Art. 59. Deux exemplaires des statuts 6tablis sur papier 

libre en tenant compte des actes modificatifs vis6s ~ 1'article 

pr6c6dent, et certifi6s conformes par les repr6sentants 16gaux 

de la . soci6t6, sont d6pos6s avec lesdits actes modificatifs, au 

greffe du tribunal de commerce pour ~tre~ class6s en annexe 

au registre du commerce. 
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第60条〔本店移転の届出〕

　①会社が，その登記のなされている書記局の属する裁判所の管轄外

に本店を移転した場合には，第58条に定める条件にしたがい，かつ，

その期間内につぎに掲げる書面を提出しなければならない。

　10　旧本店所在地の裁判所書記局には，移転の決定に関する謄本ま

たは原本各2通

　20新たな本店所在地の裁判所書記局には，第59条の規定にもとづ

いて改訂された定款の正本2通

　②（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《定款の付属書類

には，旧本店所在地ならびに第55条および第58条に定める証書を商業

登記簿の添付書類として分類している裁判所書記局を記載し，かつ，

最終の本店移転の年月日を付記しなければならない。》

　　　Art．60．En　cas　de　transfert　du　siさge　social　hors　du　ressort

　　du　tribmal　au　greffe　duquel　la　soci6t6a6t6immatricu16e，sont

　　d6pos6s　dans　les　conditions　et（i61ais　pl’6vus　a1’article58：

　　　10　Au　greffe　du　tribunal　de1，ancien　siさge，deux　exp6ditions

　　ou（ieux　originaux（ie　la　d6cision　de　transfert　l

　　　20　Au　greffe　du　tribunal　du　nouveau　siさge，deux　exemplaires

　　des　statuts　mis　a　jour　conform6ment　aux　dispositions　de1，artide

　　59．

　　　（D6cr．n。68－26du2janv．1968）《Mention　est　faite　dans　une

　　piさce　annex6e　aux　statuts，des　siさges　socぬux　ant61’ieurs　et　des

　　greffes　oむsont　class6s，en　amexe　au　registre　du　commerce，

　　Ies　actes　vis6s　aux　articles55et58，avec1’indication　de　la　date

＿　　du（iernier　transfert　du　siさge．》

第61条〔有限会社の資本の変更〕

　①有限会社が資本の増加または減少を決定または決議したときは，
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その決議の日から1ヵ月内に，社員総会の決議の議事録の写し2通を

商業登記簿の添付書類として分類するために，裁判所書記局に提出し

なければならない。

　②現物出資による資本の増加の場合には，出資検査役は資本増加の

ために招集される社員総会の会日の少なくとも8日前に報告書を提出

しなければならない。

フ
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ス
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法

　Art．61．Dans　le　d61ai　d’un　mois　a　compter　de　sa　date，1a

copie　（1u　procらsへ7erbal　de　la　d61ib6ration　（1es　associ6s　（i’une

soci6t6ゑresponsabilit61imit6e　ayant　d6cid60u　autoris6soit

une　augmentation，soit　une　r6duction　du　capital　socia1，est

d6pos6e，en　double　exemplaire，au　greffe　du　tribunal　pour　etre

class6e　en　annexe　au　registre　du　co坦merce．

　En　cas　d，augmelltation　du　capital　par　apPorts　en　nature，1e

rapport　des　commissaires　aux　apports　est　d6pos6huit　jours　au

moins　avant　la　date　de　rassemb16e　des　associ6s　appe16e　a

d6cider1’augmentation．

第62条〔株式会社および株式合資会社の資本の変更〕

　株式会社および株式合資会社が以下に掲げる変更を行なう場合には，

その決定の日から1ヵ月内に，商業登記簿の添付書類として分類する

ために，それぞれつぎに掲げる書類2通を提出しなければならない。

　資本の増加または減少を決定または決議したときは，その株主総会

の議事録の写し

　転換社債または交換社債の発行を決議したときは，その株主総会の

議事録の写し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　2倍の議決権を定めたときは，その株主総会の議事録の写し　　　　O

　発起人持分または受益者持分の買戻または株式への転換を決定した

ときは，株主総会の議事録の写し，および当該持分の所持人の総会が，
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Art. 62. Dans le d6lai d'un mois ~ compter de leur date, 

sont d6pos6es, en double exemplaire, au greffe du tribunal, pour 

~tre class6es en annexe au registre du commerce : 

La copie du proc~s-verbal de 1'assembl6e g6n6rale des action-

naires ayant d6cid6 ou autoris6 soit une augmentation, soit 

une r6duction du capital social ; 

La copie du proc~s-verbal de l'assembl6e g6n6rale des action-

naires ayant autoris6 1'6mission d'obligations convertibles en 

actions ou d'obligations 6changeables contre des actions ; 

La copie du proc~s-verbal de 1'assembl6e g6n6rale des action-

naires instituant un droit de vote double ; 

La copie du proc~s-verbal de l'assembl6e g6n6rale des action-

naires d6cidant le r~~chat des parts de fondateurs ou b6nefici-

aires ou leur conversion en actions et de 1'assembl6e g6n6rale 

des porteurs desdites parts ayant, Ie cas 6ch6ant, consenti ~ ce 

rachat ou ~ cette conversion ; 

La copie de la d6cision du conseil d'administration, du 

directoire ou des g6rants selon le cas, de r6aliser une augmen-

tation ou une r6duction du capital autoris6e par 1'assembl6e 

g6n6rale des actionnaires. 

jL 
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第4節　外国会社に関する特則

　　　　　　　　　　　　Section　IV．

Dispositions　particuliさres　aux　soci6t6s6trangさres．

第63条〔外国会社の支店または代理店開設の際の定款の届出および定

　款変更の届出〕

　①外国の商事会社が，フランス領土内に最初の支店または代理店を

開設するときは，前もって，会社の名において行動する者は，その支

店または代理店を設置する地を管轄する商事裁判所の書記局へ，提出

日において効力を有する定款の写し2通を，外国文の場合には，フラ

ンス語に翻訳して提出しなければならない。

　②提出者は，前項の写しが定款の記載と同一である旨の証明を付さ

なければならない。

　③第1項に定める提出後に定款を変更したときは，前2項と同一の

条件にしたがって，これを届出なければならない。

フ
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　Art．63．Avant　d’ouvrir　sur　le　territoire　frangais　la　premiさre

succursale　ou　agence　d，une　soci6t6commerciale6trangさre，1a

perSOnne　qui　agit　au　nOm　de　cette　sOCi6t6est　tenue　de　d6POSer

au　greffe　du　tribma1（ie　commerce　dans　le　ressort（iuquel　est

situ6e　cette　succursale　ou　agence（1eux　copies　des　statuts　de　la

soci6t6en　vigueur　au　jour　（1u　d6P6t，tra（1uits，1e　cas　6ch6ant，

en　langue　frangaise．

　Ces　copies　sont　certi丘6es　conformes　par　le　d6posant．　　　　　コ

　Tous　actes　mod伍ant　les　statuts　post6rieurementゑ1eur　d6P6t　八

pr6vu　a　1’alin6a　l　ci－dessus　doivent　etre　d6pos6s　（1ans　les

memeS　COnditiOnS．
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　　第64条〔証券の発行および上場の際の定款の届出等〕

　　　①（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《フランス領土内

　　に支店または代理店を有しない外国会社が，フランス領土内において

　　公募により，株式，社債，その他の流通証券を発行するとき，または，

　　かかる外国会社が，その発行する証券を証券取引所に正規に上場する

　　ときは，前もって，発行会社，その代表者または仲介者は，セーヌ商

　　事裁判所書記局へ，提出日において効力を有する定款の写し2通を，

　　外国文の場合はフランス語に翻訳して提出しなければならない。》

　　　②提出者は，前項の写しが，定款の記載と同一である旨の証明を付

　　さなければならない。

　　　③第1項にもとづいて提出される証書には，つぎに掲げる事項を記

　　載した参考資料の正本2通を添付しなければならない。

　　　1。商号，略号を定めたときはその付記

　　　2。会社の形態および適用される法律

　　　30資本の額ならびに各種の株式を発行しているときは，それぞれ

　　の券面額

　　　4。本店所在地

　　　50会社の主たる目的

　　　60適用される外国法が，登記簿への登記を定めているときには，

　　その会社の登記の場所および番号

　　　7。証券の発行および上場に協力する銀行その他の金融機関の商号

　　および本店所在地，または，証券取引員の氏名および住所

　　　④第54条，第66条および第69条は，本条の場合にこれを適用す

＝　る。
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　Art．64．　（D6cL　n。68－26du2janv㌔1968）　《Avant　toute

6mission　en　territoire　frangais，par　appel　public　a　r6pargne，
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d’actions，obligations　ou　autres　titres　n6gociables　par　une　soci6t6

6trangさre　n’ayant　en　territoire　frangais　ni　succursale　ni　agence

ou　avant　toute　inscription　a　la　cote　omcielle　des　bourses　de

valeurs　de　titres6mis　par　une　telle　soci6t6，1a　soci6t66me．

ttrice，　son　repr6sentant　ou1，introducteur　est　tenu　de　d6poser

au　greffe　du　tribunal　de　commerce　de　la　Seine　deux　copies　des

statuts　de　la　soci6t6en　vigueur　au　jour　du　d6Pδt，traduits，1e　cas

6ch6ant，en　langue　frangaise．》

　　Ces　copies　sont　certi丘6es　conformes　par　le　d6p」sant。

　　Aux　actes　d6pos6s　en　application　de1，alin6a　l　ci－dessus，doit

6tre　jointe　en　double　exemplaire　une　fiche　de　renseignements

indiquant：

　　10　La　raison　sociale　ou　la　d6nomination　sociale　suivie，1e

cas6ch6ant，de　son　sigle；

　　2。　La　forme　d．e　la　soci6t6　et　la　16gislation　qui　lui　est

applicable；

　　30　Le　montant　du　capital　social　ainsi　que，1e　cas6ch6ant，1a

valeur　nominale　des　actions　de　chacune　des　cat6gories6misesl

　　4。　L’adresse（1u　siさge　socia1；

　　5。　L’objet　social　exerc6a　titre　principal　l

　　6Q　Le　cas6ch6ant，si　la　loi6trangさre　a　laquelle　la　soci6t6

est　soumise　le　pr6voit，1e　lieu　et　le　num6ro　d’immatriculation

de　cette　soci6t6sur　un　registre　public；

　　7Q　La　raison　ou　d6nomination　sociale　et　le　siらge　des　bαnques

ou6tablissements丘nanciers　ou　les　nom，pr6nom　usuel　et

domicile　des　agents　de　change　qui　pr6tent　leur　concours　a

1’OP6ration．

　　Les　articles54，66et69sont　apPlicables．
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第2章　経済的利益団体の証書の提出
　（1968年2月2日命令第68－109号により本章を追加）

　　　　　　　　　　　CHAPITRE　II．

D6p6t　des　actes　de　gro葛Epements　d，int6r6窃6conomiq服e

　　　　　　　（D6cr、n。68409du2f6vr．1968）。

第64－1条〔裁判所書記局への証書の提出〕

　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）第52条，第53条お

よび第54条は，これを経済的利益団体に適用する。ただし，第52条に

定める受理証には，それが経済的利益団体に関するものであることを

表示し，かつその団体の名称，主たる事務所の所在地，提出された証

書および書面の数および種類ならびに提出の年月目を明記しなければ

ならない。

　Art．64－1．　（D6cr．n。68－109du2f6vr．1968）Les　articles52，

53et54sont　applicables　aux　groupements　d’int6ret6conomique．

Toutefois，1e　r6c6piss6du　d6p6t　pr6vu　a1’article52indique

qu’il　s’agit（1’m　groupement　d’int6ret6conomique　et　pr6cise　la

d6nomination，1’adresse　de　son　siさge，1e　nombre　et　la　nature　des

actes　et　piさces　d6pos6s　ainsi　que　la　date　du（16P6t．

　　第64－2条〔経済的利益団体の登記の添付書類〕

ゴ　　　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）経済的利益団体は，

五　その登記の申請の時までに，商業登記簿の添付書類として分類するた

　　めに，つぎに掲げる書面を提出しなければならない。

　　　1。団体の設立契約書が公署証書によって作成されている場合には
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その正本2通，私署証書によって作成されている場合には原本2通。

私署証書については，これを受理した公証人の氏名および住所の記載

が原本にあるとぎは，これを付記しなければならない。

　2。経済的利益団体の理事，業務執行を監査すべき者および会計を

監査すべき者を選任した証書がある場合には，その写し2通

　Art。64－2．　（D6cr．n。68－109du2f6vr．1968）Sont　d6pos6es，

au　plus　tard　en　m6me　temps　que　la　demande　d’mmatriculation，

pour6tre　class6es　en　annexe　au　registre　du　commerce，1es　piさces

suivantes：

　10　Deux　exp6ditions　du　contrat　de　groupement，s’il　est6tabli

par　acte　authenti（lue，ou　deux　originaux，s’il　est6tabli　actce　sous

seing　priv61celui－ci　indique，1e　cas6ch6ant，1e　nom　et　la　r6sidence

du　notaire　au　rang　des　minutes　duquel　il　a6t6d6pos61

　2。　Le　cas6ch6ant，deux　copies　des　actes　de　nomination　des

administrate皿s，des　personnes　charg6es　du　contr61e　de　la

gestion　et　de　celles　charg6es　du　contr61e　des　comptes．
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第64沼条〔変更登記の手続とその潔怠の効果〕

　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）①団体の設立契約

書またはその付属書面もしくは団体の設立後に提出された証書または

書面を変更する行為，決議または決定があったときは，これを証する

書面を，商業登記簿の添付書類として分類するため，商事裁判所書記

局に提出しなければならない。

　②前項に定める書面の提出は，当該行為，決議または決定のなされ

た目から1ヵ月内にこれを行なわなければならない。　　　　　　　　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
　③第58条第4項および第5項の規定は本条の場合にこれを適用す

る。
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　Art．64－3．　（D6cL　n。68－109du2f6vL1968）Les　actes，d61ib6r－

ations　ou　d6cisions　modifiant　soit　le　contrat　de　groupement　ou

les　piさces　qui　lui　sont　annex6es，soit　les　actes　ou　piさces（i6pos6s

post6rieurement　sont　remis　au　grefξe　du　tribunal　de　commerce

pour　etre　class6s　en　amexe　au　registre（iu　commerce．

　Le（i6p6t　pr6vu　a1，alin6a　pr6c6dent　doit　etre　e鉦ectu6dans　le

d61ai　d，un　moisむcompter　de　la　date　des　actes，d61ib6rations　ou

d6cisions　qui　y　sont　soumis．

　Les　alin6as4et5de　rarticle58sont　apPlicables．

第64－4条〔変更された設立契約書等の提出〕

　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）前条に定める変更

行為にもとづいて印紙の貼用を要しない証書として作成され，かつ団

体の理事によってその記載事項が同一である旨の証明が付された団体

の設立契約書の正本2通は，商業登記簿の添付書類として分類するた

め，当該変更行為を証する書面とともに，これを商事裁判所書記局へ

提出しなければならない。

　Ar亡．64－4．（D6cL　no68－109du2f6vr．1968）Deux　exemplaires

du　contratdegroupement，6tablissurpapierlibreentenant　compte

des　actes　mo（ii丘catifs　vis6s　a1’article　pr6c6dent　et　certi五6s　con－

formes　par　un　administrateur　du　groupement，sont　d6pos6s　avec

lesdits　actes　modificatifs　au　greffe　du　tribunal　de　commerce

pourδtre　class6s　en　amexe　au　registre　du　commerce．

＝　第64－5条〔主たる事務所の移転に関する書面の提出〕

二　　（1968年2月2日命令第68－109号により追加）①団体が，その登

　　記のなされている書記局の属する裁判所の管轄外に主たる事務所を移

　　転した場合には，第58条に定める条件にしたがい，かつその期間内に，
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つぎに掲げる書面を提出しなければならない。

　10　旧事務所所在地の裁判所書記局には，移転の決定に関する謄本

または原本各2通

　20新事務所所在地の裁判所書記局には，第64－4条の規定にした

がって改訂された団体設立契約書の正本2通

　②設立契約書の付属書類には，主たる旧事務所の所在地および第64

－2条および第64－3条に定める証書が商業登記簿の添付書類として

分類されている裁判所書記局を記載し，主たる事務所の最終の移転の

年月日を付記しなければならない。
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　Art．64－5．　（D6cr．n。68－109du2f6vr．1968）En　cas　de　transfert

du　siさge　du　groupement　hors　du　ressort　du　tribunal　au　greffe

duquel　le　groupement　a6t6immatricu16，sont　d6pos6s　dans

les　conditions　et　d61ais　pr6vus　a1，article58：

　1。　Au　greffe　du　tribunal　de1’ancien　siさge，deux　exp6ditions

ou　deux　originaux（ie　la　d6cision（ie　transfert；

　2。　Au　greffe　du　nouveau　siさge，deux　exemplaires　du　contrat

de　groupement　mis　a　jour　conform6ment　aux　dispositions　de

1，article　64－4。

　Mention　est　faite，dans　une　piさce　amex6e　au　contrat，des

siさges　ant6rieurs　et　des　greffes　o貢sont　class6s，en　annexe　au

registre　du　commerce，1es　actes　vis6s　aux　articles64－2et64－3，

avec1，in（iication　de　la　date　du　dernier　transfert　de　siさge．
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第3章　謄本または抄本の交付

（1968年2月2日命令第68－109号により改正）

　　　　　CHAPITRE　III．

D61ivrance　des　copies　ou　extraits

　（D6cr．n。68－109du2f6vr．1968）．

第65条〔登記簿謄本または抄本の交付権者〕

　商業登記簿に記載のある事項の謄本もしくは抄本または商業登記簿

の添付書類として提出された証書の謄本もしくは抄本は，裁判所書記

官および工業所有権庁だけがこれを交付する権限を有する。

　Art．65．　Le　gre缶er　et1’institut　national　de　la　propri6t6in－

dustrielle　sont　seuls　habilit6s　ゑ　d61ivrer　copies　ou　extraits　des

renseignements　figurant　au　registre　du　commerce　ou　des　actes

qui　y　sont　d6pos6s　en　annexe．

第1節 裁判所書記官による謄本または

抄本の交付

　　　　　　　　　　　Section　I．

D61ivrance　de　copies　ou　d’extraits　par　le　gre伍er．

＝　第66条〔書記官による登記簿謄本等の交付〕

一　　裁判所書記官は，請求をなした者に対して，同一人に関する登記簿

　　上の記載の謄本またはその請求がなされた日における登記の状態を示

　　した抄本もしくはある自然人または法人が当該登記簿に登記されてい
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ない旨を証する証明書を交付する義務を負う。謄本，抄本または証明

書の作成費用は，これを請求する者が負担しなければならない。

　Art．66．　Le　gre伍er　est　tenu　de　d61ivrer，a　toute　personne

qui　en　fait　la　demande，soit　la　copie　int6grale　des　inscriptions

port6es　au　registre　concemant　une　meme　personne，soit　un

extrait　indiquant　I’6tat　de1’immatriculation　a　la　date　a　laquelle

cet　extrait　est　demand6，soit　un　certi丘cat　attestant　quヲune　per－

sonne　physique　ou　morale　n’est　pas　immatricu16e　audit　registre．

La　copie，1’extraitoulecerti五catest6tabliauxfraisdudemandeur．
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第67条〔添付書類の証明謄本または抄本の交付〕

　裁判所書記官は，法人によって提出され，かつ商業登記簿の添付書

類として分類されている証書および書面の記載事項と一致している旨

の証明のある謄本または抄本をその申請人に対して交付する義務を負

う。ただし，その費用は申請人が負担しなければならない。

　Art．67．　Le　gre伍er　est　tenu　de　（161ivrer，a　tout　re（lu6rant

et　aux　frais　de　celui－ci，exp6dition　ou　extrait　certifi6conforme

des　actes　et　piさcesdemand6s　qui　ont6t6d6pos6sparunepersome

morale　et　class6s　an　annexe　au　registre　du　commerce．

第68条〔法人の提出した証書の謄本または抄本の交付〕

　小審裁判所の書記官は，法人が裁判所書記局に提出した証書および

書面の謄本および抄本をその申請人に．対して交付しなければならな

い。ただし，その費用は申請人が負担しなければならない。

○

　Art．68．　Les　gref五ers　des　tribunaux　d’instance　d61ivrent，aux

frais　des　re（1u6rants，1es　exp6ditions　et　extraits　des　actes　et

piさces　d6pos6s　par　une　personne　morale議1eur　greffe．
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第2節　工業所有権庁による謄本または

　　　　　　回答書の交付

　　　　　　　　　　Section　II．

D61ivrance　de　copies　ou　renseignements　par

1，institut　national　de　la　propri6t6industrielle．

第69条〔工業所有権庁による謄本等の交付〕

　①工業所有権庁は，第66条および第67条に定める商業登記簿または

その添付書類に記載のある事項につき，その謄本または通知書を交付

しなければならない。

　②工業所有権庁は，1954年3月1目以前になされた登記およびこれ

に関係するすべての記入に関する問合せのうち，破壊され，かつ再製

されていない登記簿に関するものについては，それに関する回答書を

交付すればたりる。

　Art．69．　L’institut　national　de　la　propri6t6industrielle　d61ivre

par　copie　ou　en　communication　les　renseignements　vis6s　aux

articles　66　et　67．

　L，institut　national　de　la　propri6t6　in（1ustrielle　ne　d61ivre　de

renseignements　sur　les　immatriculation＄faites　avan口e　le「mars

1954et　toutes　inscriptions　s，y　rapPortant　qu，en　ce　qui　concerne

les　registres　d6truits　et　non　reconstitu6s。

九
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第3節　通 則

　　　　Section　III．

Dispositions　communes．

第70条〔公示の許されない裁判〕

　つぎに掲げる裁判または裁判の申立に関する事項については，これ

を閲覧し，または第66条および第69条に定める謄本または抄本に記載

することはできない。

　1。　（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《a）　破産また

は更生整理の手続が債務の消滅，復権または恩赦によって終了したと

き，その破産または更生整理を命じた裁判》

　《b）　1968年1月1日以降開始された手続については，更生整理，

清算整理または1967年7月13日法律第67－563号の第2編第1章に定

める個人破産その他の制裁を課す手続が債務の消滅，復権または恩赦

によって終了した場合には，これらの手続を命じた裁判》

　2Q　（1969年12月5目命令第69－1108号により改正）《前号に定め

る裁判以外の裁判であって，営業を営み，もしくは会社の業務を執行

し，管理しまたは指揮する資格を剥奪しまたは停止する裁判を受けた

者が，その資格を回復しまたは復権もしくは恩赦の利益を受けたとき

は，これらの裁判》

　3。禁治産の宣告または後見人を選任する裁判が取消されたときは，

その禁治産の宣告または後見人を選任した裁判

　4。　夫婦財産の分割の請求または婚姻後取得した財産の婚姻中清算

の申立ならびに民法典第1426条または第1429条の規定にもとづいてな

された申立が棄却されたときは，これらの申立またはその申立を棄却

　　　　　　　　　　　　　　一103一
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　　Art．70．Ne　peuventδtre　communiqu6s　ni　port6s　sur　Ies

copies　ou　extraits　pr6vus　aux　articles66et69：

　　1。　（D6cr．n。68－26du2janv．1968）《a）Les　jugements　ayant

prononc61afaillite，1aliquidation　judiciaire，1e　rさglementjudiciaire

lorsqu’il　y　a　eu　c1δture　pour　d6faut　d’int6rδt　de　masse，r6habilit－

atiOn　OU　amniStie・
　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　《b）　Aprさs　le　le「janvier1968et　pour　les　proc6（1ures　ouvertes

aprさs　cette　date，1es　jugements　ayant　prononc61e　rさglement

judiciaire，1a　liquidation（1es　biens，1a　faillite　personnelle　ou　les

autres　sanctions　pr6vues　au　chapitre　Ie「（玉u　titre　II　de　la　loi　no

67－563du13juillet1967　en　cas　de　c1δture　pour　extinction　du

passif，r6habilitation　ou　amnistie．》

　　20　（D6cr．no69－1108du5d6c．1969．）《Les　jugements　autres

que　ceux　pr6vus　au　1。　ci－dessus　et　entrainant　1’incapacit60u

1’interdiction　soit　d’exercer　une　activit6commerciale，soit　de

96rer，d’administrer　ou　de　diriger　me　soci6t6commerciale，

10rsque1’int6ress6a6t6relev6de　cette　incapacit60u　a　b6n6fici6

d’une　r6habilitation　ou　amnistie》1

　　3。Les　jugements　d’interdiction　ou　de　nomination　de　conseil

judiciaire　lorsque　ces　mesures　ont6t6rapPort6es　l

　　4。　Les　demandes　en　s鳶paration　de　biens　ou　de　liquidation

anticip6e　des　acqu◎ts，ainsi　que　les　demandes　form6es　sur　le

fondement　de1’article14260u　de1’article1429du　Code　civil

lorsqu’elles　ont6t6rejet6es　ou　les　jugements　de　rejet　de　ces

demandes．

七
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第4編　雑 U貝
　　　　　TITRE　IV．

DISPOS皿10NS　DIVERSES．

第刀条〔手数料・納付金の徴収等〕

　①裁判所書記官は，その手数料のほかに，工業所有権庁のために，

かつ商業登記簿への申告ごとに，大蔵省および産業省の合同省令によ

って定められた率の納付金を徴収する。書記官は，納付金として徴収

した金銭を毎月工業所有権庁に送付しなければならない。

　②工業所有権庁は，中央登記簿に記載された事項に関する情報を与

えるに際して，前項と同一一形式の省令により定められた率の納付金を

徴収する。

　③本命令の適用にもとづき行なわれる手続に関する租税，手数料お

よび経費は，申請者の負担とする。

　④本条に定める費用の徴収に関する規則は命令をもってこれを定め

る。
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　Art．71．Les　gre缶ers　pergoivent，en　sus　de　leurs6moluments，

pour　le　compte　de1’institut　national　de　la　propri6t6industrielle，

et　pour　ch＆que　d6claration　au　registre　du　commerce，une　re－

devance　dont　le　taux　est丘x6par　arr6t6conjoint（iu　ministre

de1’6conomie　et　des　finances　et　du　ministre　de1’in（iustrie．11s

envoient　chaque　mois　a　rinstitut　national　de　la　propri6t6indu一　＿

strielle　les　fonds　pergus　par　eux　a　ce　titre・　　　　　　　　　　　　　　　　二ニ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ、　L’institut　national　de　la　proP1・i6t6　industrielle　pergoit　a1’oc－

casion　de　la　d61ivrance　des　renseignements　contems　au　registre

nationa1，des　redevances　dont　le　taux　est　fix6　par　arr6t6pris
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　　dans　les　memes　formes　que1，arret6pr6vu　a1，alin6a　pr6c6dent．

　　　Les　taxes，6moluments　et　d6pens　aff6rents　aux　formalit6s

フ　　effectu6es　en　apPlication　du　pr6sent　d6cret　sont　a　la　charge　des
ラ

ソrequ6rants．
ス
商　　Des　d6crets　d6terminent　les跨91es　suivant　lesquelles　ces　frais

萎S・ntaCqUitt6＄

記
法

第72条〔商業登記に関連する公証人の義務〕

　①商業登記の登記原因に関係ある証書を当事者のために作成する公

証人は，その作成した証書に関するすべての手続を行なう義務を負

う。

　②少なくとも夫婦の一方が婚姻のときに商人であるときは，婚姻契

約を受理する公証人は，その契約の目から1ヵ月内に，つぎの事項を

記載する変更記入の申告書に署名しなければならない。

　夫婦間において採用された夫婦財産制

　第三者に対抗できる夫婦財産の自由処分の制限条項またはかかる条

項がな：いこと。

　　　Art．72．Le　notaire　qui　r6dige　un　acte　comportant，pour　les

　　parties　int6ress6es，une　incidence　quelconque　en　matiさre　de

　　registre　du　commerce，est　tenu　de　proc6der　a　toutes　les　form－

　　alit6s　aff6rentes　a1’acte　qu，il　a　r6dig6．

　　　Si　l’m　des6poux　au　moins　est　commergant　au　moment　de

　　1’union，1e　notaire　qui　regoit　un　contrat　de　mariage　doit，dans

＿　le　d61ai　d’m　mois　a　compter　de　la　date　du　contrat，souscrire

－　me　d6claration　d，inscriPtion　modi丘cative，mentionnant：
五
　　　Le　r6gime　matrimonial　adopt6par　les6poux：

　　　Les　clauses　oPPosables　aux　tiers　restrictives　de　la　libre　dis・

　　position　des　biens　des6poux　ou1’absence　de　telles　clauses。
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第73条〔公証人の義務違反の効果〕

　前条において課された義務を履行しない公証人は，大審裁判所によ

り宣告されるべき10フランないし40フランの過料に処せられる。ただ

ル，1955年5月20目命令第55－604号第3章に定める条件にしたがっ

て課せられる懲戒および責任の適用を妨げない。

　Art．73．　1，es　notaires　qui　ne　satisfont　pas　aux　obligations

qui　leur　sont　impos6es　a1’article72sont　frapp6s　d’me　amende

civile（ie10F　a40F　prononc6e　par　le　tribunal　de　grande　instance

sans　pr6judice　de　rapPlication　（ie　sanctions　disciplinaire＄et　de

leur　responsabilit6，garantie　dans　les　conditions　pl’6vues　au

chapitre　III　du　d6cret　no55－604du20mai1955．
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第74条〔商業登記簿に登記された者の表示義務〕

　①商業登記簿に登記されたすべての自然人または法人は，計算書，

注文伝票，料金表および広告文書についてはその上部に，その名にお

いて署名した自己の活動に関するすべての通信文および受領証につい

ては任意の個所に，主たる登記名義をもって登記されている書記局の

属する裁判所の所在地および登記番号を表示する義務を負う。

　②前項の規定に違反したときは，160フランないし600フランの罰金

に処する。

　Art．74．Toute　personne　physique　ou　morale　inscrite　au　re。

gistre　du　commerce　est　tenue　d，indiquer　en　tete　de　ses　factures，

notes　de　commande，tarifs　et　documents　publicitaires　ainsi　que

sur　toutes　correspondances　et　r6c6piss6s　concernant　son　activit6　　－

et　sign6es　par　elle　ou　en　son　nom，1e　siさge　du　tribunal　au　greffe　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
duquel　elle　est　immatricu16e　a　titre　principal　et　le　num6ro

d，immatriculation　qu，elle　a　regu．

　Toute　contravention　a　cette（1isposition　est　punie　d’une　amende
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第75条〔本命令の適用準則の共同省令への委任〕

　本命令の適用様式，とりわけ主たる登記，従たる登記，変更記入お

よび抹消，または会社証書の寄託を目的とする申請を証明するために

提出すべき書類は，法務省，大蔵省および産業省の合同省令によって

定める。

　Art．75．Un　arret6conjoint（1u　ga「（1e　des　sceaux，minist「e

de　la　justice，du　ministre　de1’6conomie　et　des丘mnces　et　du

ministre　de1’industrie　d6terminera　les　modalit6s　d’application

du　pr6sent　d6cret　et　notamment　les　piさces　a∫oumir　a1’apPui

des　demandes　aux　fins　d’immatriculation，dシimmatriculation　se－

cOndaire，d’inscription　modi五cative　et　de　radiation，ou　de　d6P6ts

d，actes　de　soci6t6s．

第76条〔裁判所命令の送達費用に関する改正〕

　商業登記に関する1958年12月27日命令第58－1355号第12条および第

13条の適用にもとづき行なわれる手続についての費用の支払に関する

1962年11月7目命令第62－1314号第1条は，つぎのように改正する。

　商業登記に関する1967年3月23日命令第67－237号第46条に定める

裁判所の命令の送達費用ならびに同命令第47条ないし第50条に定める

送達費用は，裁判所書記官がこれを前払する。

＿　　Art．76．L，article　le「du　d6cret　n。62－1314du7novembre1962

＝　relatif　au　paiement　des　frais　aff6rents　aux　formalit6s　effectu6es

　　en　apPlication　des　articles12et13du　d6cret　n。58－1355du27

　　d6cembre1958relatif　au　registre　du　commerce，est　modi五6

　　comme　suit：
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　Les　frais　de　notification　de　ror（10nnance　pr6vue　a1’article46

du　d6cret　no67－237du23mars1967relatif　au　registre　du

commerceainsi　que　les　frais　des　noti五cations　pr6vues　auxarticles

47a50dudit　d6cret　sont　avanc6s　par　le　gref五er．

第刀条〔廃止規定〕

　従前のすべての規定，とりわけつぎの規定はこれを廃止する。

　商業登記の改正を目的とする1953年8月9日命令により改正された

商法典第1編第4章の適用および会社の公示手続に関する1935年10月

30日命令の適用のための施行規則を定める1954年1月6目命令第54－

37号第8節

　外国会社の証書の寄託および商法典第46条，第64条ならびに第65条

の改正に関する1955年5月20日命令第55－653号第1条，第2条，第

3条，第5条および第6条

　商業登記に関する1958年12月27目改正命令第58－1355号
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　Art．77．　Sont　abro96es　toutes　dispositions　ant61’ieures，　et

notamment：

　La　section　V皿du（i6cret　no54－37du6janvier1954portant

rさglement　d’administration　publique　pour1’application　du　titre

IV　du　livre　Ie「du　Code　de　commerce，mo（m6par　le　d6cret　d』u

9ao飢1953portant　r6forme　du　registre　du　commerce，et　pour

1’application　du　d6cret（1u300ctobre1935relatif　aux　formalit6s

de　publicit6des　soci6t6s；

　Les　articles　le「，2，3，5et6（iu　d6cret　n。55－653du20mai　＿

1955relatif　au　d6P6t　des　actes　de　soci6t6s　6trangさres　et　a　la　　二

modification　des　articles46，64et65（iu　Code　de　commerce　l

　Le　d6cret　modi昼6n。58－1355du27d6cembre1958relat迂au

regiStre　dU　CmmerCe．
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第78条〔本命令の適用範囲と条件〕

　（1968年2月2日命令第68－109号により改正）①序章，第1編お

よび第2編第3編第3章の諸規定ならびに第4編の規定は，ギアナ，

グワドループ，マルティニックおよびレユニオンの諸県においては，

爾後の命令によって定められるべき期目から，かつその所定の条件に

したがうときにかぎりこれを適用する。

　②第3編第1章および第2章の諸規定は，アフアールおよびイサの

フランス領およびコモール群島領を除き，海外領土にもこれを適用す

る。

　Art。78．　（D6cL　no68－109du2f6vL1968）Les　dispositionβ

du　chapitre　pr61iminaire，des　titres　Ie「et　II，du　chapitre皿du

titre　III　ainsi　que　celles　du　titre　IV　ne　seront　applicables　dans

les　d6partements　de　la　Guyane，de　la　Guadeloupe，de　la　Mar－

tinique　et　de　la　R6union　qu’aux　dates　et　dans　les　conditions　qui

seront五x6es　par　des　d6crets　ult6rieurs．

　Les（1ispositions（1es　chapitres　Ie「et　II　du　titre　III　sont　apPlic－

able＄aux　territoires　d’outre－mer，a1’exception　du　territoire

frangais　des　Afars　et　des　Issas　et　du　territoire　des　Comores．

　　第79条〔本命令の施行および発効前に登記されている者の補充記入申

　　　請義務〕

　　　①本命令は，商事会社に関する1966年7月24日法律第66－537号と

　　同じ日からこれを施行する。

二　　②（1968年1月2日命令第68－26号により改正）《本命令の施行日

一　前に登記されている自然人および法人は，1968年10月1日以前に，本

　　命令の要求する補充事項の記入を変更記入の方法により申請しなけれ

　　ばならない。》

　　　　　　　　　　　　　　　　一110一



　③《1967年4月1日以前に設立された商事会社は，第33条に定める

期間内に，新会社法と調整させるための定款変更証書または何らの調

整も必要としない旨を記録する株主または社員の決議書を裁判所書記

局に提出した旨の記入を，変更記入の方法により申請しなければなら

ない。》

　Art．79．Le　pr6sent　d6cret　entrera　en　vigueur　a　la　meme

date　que　la　loi　n。66－537du24juillet1966sur　les　soci6t6s　com．

merciales．

　（D6cr．n。68－26du2janv．1968）　《Les　personnes　phys三ques

et　les　persomes　morales　immatricu16es　ant6rieurement　a　la　date

d’entr6e　en　vigueur　du　pr6sent　d6cret　doiventンavant　le　le「octobre

1968，requ6rir　par　voie　d’inscription　modi丘cative　mention　des

renseignements　comp16mentaires　exig6s　par　le　pr6sent　d6cret．

　《Les　soci6t6s　commerciales　constitu6es　ant6rieurement　au　le「

avri11967doivent　requ6rir　par　voie　d’inscription　modificative，

dans　le　d61ai　pr6vu　a1’article33，1a　mention　du　d6p6t　au　greffe

de1’acte　modifiant　les　statuts　pour　les　mettre　en　harmonie　avec

la　nouvelle16gislation　sur　les　soci6t6s　commerciales　ou　de　la

d61ib6ration　des　actionnaires　ou　associ6s　prenant　acte　qu’aucune

mise　en　harmonie　n’est　n6cessaire．》
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第80条〔本命令の改正〕

　本命令は，参事院の命令によってのみ改正することができる。

　Art。80．Le　pr6sent　d6cret　ne　pourra　etre　modi丘6que　par

d6cret　en　Conseil　d，Etat．

○
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皿商事公報を創設する1967年3月

　　23日命令第67－238号

　　　　1：）6cret　no　67－238　du　23　mars　1967，

Instituant　un　Bulletin　o伍ciel　des　annonces　commerciales．

第1条〔商事公報の創設〕

　①商事公報の名称をもってフランス共和国官報に付属する公報を創

設する。

　②商事公報には，本命令，商業登記に関する1967年3月23目命令第

67－237号およびその他の法令に定める通知書め記載事項を掲載する。

　Art．1er．　11est　institu6un　bulletin　annexe　au　Journal　o伍ciel

de　la　R6publique　frangaise　sous　le　titre　de　Bulletin　omciel　des

annonces　commerciales．

　Sont　ins6r6s　dans　ce　bu11etin　les　avis　pr6vus　par　le　pr6sent

d6cret，par　le　d6cret　n。67－237du23mars1967relatif　au　registre

du　commerce　et，1e　cas6ch6ant，par　tous　autres　textes16gislatifs

ou　r691ementaires．

　　第2条〔商業登記簿への登記に関する通知書の記載事項〕

　　　商業登記簿への登記に関する通知書には，つぎに掲げる事項を記載

一　しなければならない。
〇

九　　a）自然人の場合には，商業登記に関する1967年3月23日命令第67

　　－237号第10条に定める事項

　　　b）会社または登記義務を負うその他の法人の場合には，商業登記

　　　　　　　　　　　　　　　　一112一



に関する1967年3月23目命令第67－237号第13条または第15条に定め

る事項

　Art．2．L’avis　concemant　une　immatriculation　au　registre

dU　COmmerCe　COntient：

　a）　S’il　s’agit　d’une　personne　physi（lue，1es　in（iications　pr6vues

註1’article10du　d6cret　n。67－237du23mars1967relatif　au

registre　du　commerce　l

　b）　S’il　s’agit　d’me　soci6t60u　d’une　autre　persome　morale

assujettie註1’immatriculation，1es　indications　pr6vues，selon　le

cas，a1’article　13　0u　a　1’article　15　du　（i6cret　n。67－237（iu23

mars1967relatif　au　registre　du　commerce．
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第3条〔営業財産の売買等に関する通知書の記載事項〕

　①営業財産の売買，譲渡，会社への出資または共有にかかる営業財

産の分割による取得もしくは営業財産の換価競売による取得について

の登記申請に関する通知書には，つぎに掲げる事項を記載しなければ

ならない。

　10　旧所有者の氏名および商業登記簿の登記番号

　20新所有者が，自然人である場合には商業登記簿に関する1967年

3月23日命令第67－237号第10条に定める事項，法人である場合には

同命令第13条または第15条に定める事項

　3。費用を含む約定代金額または登録税徴収の基礎として使用され

た評価額

　40　第1回の掲載が行なわれた法定公告掲載紙の紙名および掲載の　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇
年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八

　5。営業所所在地を管轄する裁判所の管内における選定住所

　②営業所の新所有者は，1909年3月17日の法律に定める第1回の掲

　　　　　　　　　　　　　　一113一
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載の日から3日内に前項の通知書の記載事項の公示をなすべきことを

裁判所書記官に対して請求しなければならない。裁判所書記官は，登

記を完了した場合には，本命令第1条第2項の規定にもとづき，新営

業者の氏名，商号，略号を定めたときはその付記，営業地，（1968年1

月2日命令第68－27号により改正）《営業の態様》，商業登記簿の登記

番号を記載した第2回の通知書を公示させなければならない。それに

は第1回の通知書が掲載ずみであることを記載しなければならない。

　　　Art．3．　L，avis　concernant　une（i6claration　af壬6rente　a　la　vente，

　　a　Ia　cession，註　1’apPort　en　soci6t6，a　1’attribution　par　pa1・tage

　　ou　par　licitation　d，un　fonds　de　commerce　doit　contenir　les　in－

　　dications　suivantes：

　　　1。　Lenomde1’ancienpropri6taireetson　num6ro（1’immatricu1－

　　ation　au　registre　du　commerce；

　　　’2。　En　ce　qui　concerne　le　nouveau　pfopri6taire，1es　indications

　　exig6es　soit，s，il　s，agit　d’une　personne　physique，a1’article10，

　　soit，s’il　s’agit　d’une　personne　morale，a　rarticle130u，selon　le

　　cas，a1’article15du　d6cret　no　67－237　du　23　mars　1967relatif

　　aU　regiStre　dU　COmmerCe　l

　　　30　Le　prix　stipu16，y　compris　les　charges　ou1’6valuation＆yant

　　servi　de　base　a　la　perception　des　droits　d’enregistrement　l

　　　40　1，e　titre　du　journal　habilit6a　recevoir　les　annonces16gales

　　dans　lequel　la　premiさre　insertion　a6t6e丘ectu6e　ainsi　que　la

　　date　de　Cette　inSertiOn；

　　　50　Une61ection　de（10micile　dans　le　ressort　du　tribunal　oむ

＿　est　situ61’6tablissement．

O　　　　La　publication　de　cet　avis　doit　etre　requise　du　grefaer　par　le
七
　　nouveau　propri6taire　de　r6tablissement　dans　les　trois　jours　de　la

　　premiさre　insertion　pr6vue　par　la　loi　du17mars1909110rsque

　　1’immatriculation　est　r6alis6e，王e　gref五er　fait　publier，conform6m．
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ent　aux　dispositions　de　rarticle　le「，alin6a2，un　deuxiさme　avis

contenant　les　nom　et　pr6noms　du　nouvel　exploitant，soit　la

raison　sociale，et6ventuellement　le　nom　commercial，soit　la

d6nomination　sociale　suivie，1e　cas6ch6ant，de　son　sigle，1e　lieu

d’exploitation，（D6cL　n。68－27du2janv．1968）《1e　mode　d’ex－

ploitation》，1e　num6ro　d’immatriculation　au　registre　du　commerce

et　la　mention　du　premier　avis．
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第4条〔営業財産の贈与，遺贈等の場合に関する通知書の記載事項〕

　営業財産の贈与を受けた者，営業財産の受遺者または単独相続人の

なす新たな登記に関する通知書には，自然人の場合は商業登記に関す

る1967年3月23日命令第67－237号第10条に定める事項，法人の場合

は同命令第13条または第15条に定める事項，ならびに旧営業者の氏名

および商業登記簿の登記番号を記載しなければならない。

　Art．4．L’avisrelatifalanouvelleimmatriculationdudonataire，

du16gataire　ou　de　1’h6ritier　unique　du　titulaire（i’un　fonds　de

commerce　comporte　les　indications　exig6es　soit，s’il　s’agit♂une

personne　physique　a1’article　10，soit　s’il　s’agit（1’une　personne

morale　a1’3rticle130u　selon　le　cas，a1’article15du　d6cret　n。

67－237du23mars1967relatif　au　registre　du　commerce　et，en

outre，1e　nom　de1’ancien　exploitant　et　son　num6ro　d’immatricu1－

atiOn　au　registre　dU　cOmmerce．

第5条〔営業財産等の賃貸借に関する通知書の記載事項〕

　営業財産または工匠事業財産の賃貸借にともなう新たな登記に関す　＿

る通知書には，新旧営業者のそれぞれについて前条と同一の事項を記　9
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ、
載しなければならない。

Art．5．L，avis　relatif議1a　nouvelle　immatriculation，faisant
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suite　a　la　mise　d’un　fonds　de　commerce　ou　d’un6tablissement

artisanal　en　location£6rance　comporte　les　memes　indications

concemant　respectivement1’ancien　et　le　nouvel　exploitant

第6条〔営業所の新設・営業者の変更以外の場合に関する通知書の

　　　記載事項〕

　営業所の新設または営業者の変更以外の事由によって登記が必要と

される場合には，新たに登記する理由ならびに旧登記番号を通知書に

記載しなければならない。

　Art．6．Dans　le　cas　o亡1，immatriculation　serait　requise　pour

toute　autre　cause　que　la　cr6ation　de　r6tablissement　ou　le　change－

ment　de1，exploitant，mention　doit　en　etre　faite　dans1’avis　qui

indique　la　raison　de　la　nouvelle　immatriculation　ainsi　que　le

num6ro　ant6rieur．

第7条〔登記抹消の申請に関する通知書の記載事項〕

　（1968年1月2目命令第68－27号により改正）登記抹消の申請に関

する通知書には，自然人の場合は商業登記に関する1967年3月23日命

令第67－237号第37条に定める事項，法人の場合は同命令第40条に定

める事項を記載しなければならない。

　　　Art．7．　（D6cL　nQ68－27du2janv．1968）L’avis　relatif　a　une

　　d6claration　de　radiation　comporte　les　indications　exig6es　soit，

　　s，il　s’agit　（i，une　personne　physique，a1，artcle37du（i6cret　n。

　　67－237du23mars1967relatif　au　registre　du　commerce，soit，

一　sりi玉s’agit　d’une　personne　morale，a1，article40du　meme　d6cret．
〇

五

第8条〔変更記入申請書の記載事項の公示〕

　①変更記入の申請書の記載事項は，本命令に定める条件にもとづい
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て公示された登記申請書の記載事項のいずれか1つを変更する場合に

は商事公報にこれを公示しなければならない。

②前項の規定にかかわらず，破産または更生整理の判決に関する変

更記入の申請書の記載事項は，商法典第451条第3項の適用により商

事公報にこれを公示しなければならない。

　Art．8．Les　demandesd’inscriptionsmodificativessont6galem。

ent　publi6es　au　Bulletin　omciel　des　amonces　commerciales（ians

la　mesureo血elles　modiHent1，une　des6nonciations　des　demandes

d’immatriculation　publi6es　dans　les　conditions　pr6vues　ci－dessus．

　Toutefois，1es　demandes　d7inscriptions　modificatives　conce－

mant　les　jugements　de　faillite　ou　de　rさglement　judiciaire　sont，

dans　tous　les　cas，publi6s　audit　bulletin　par　apPlication　　de

rarticle451，alin6a3，du　Code　de　commerce．

フ
ラ
ン
ス
商
業
登
記
法

第9条〔公示の責任およびその費用の負担〕

　本命令に定める商事公報への掲載は，申請書を受理する裁判所書記

官の請求にもとづきかつその責任において，営業財産または工匠事業

の新経営者の費用をもってこれを行なう。

　Art．9．　Les　insertions　pr6vues　par　les（1ispositions　qui　pr6c色d－

ent　sont　faites　aux　frais　du　nouvel　exploitant　du　fonds　de　com－

merce　ou　de1’entreprise　artisanale，a　Ia　diligence　et　sous　la

responsabilit6du　grefaer（lui　regoit　les　d6clarations．

第10条〔公報の名称の変更〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇
　r営業財産の売買および譲渡に関する公報」ならびにr商業登記お　四

よび職人登記に関する公報」という名称を用いているすべての法令の

規定においては，その名称をr商事公報」と改称する。
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　　　Art・10．Dans　tous　les　textes16gislatifs　et　r691ementaires　oむ

　　elles　figurent，1es　d6nominations　Bulletin　o伍ciel　des　ventes　et

フ　cessions　de　fonds　de　commerce　et　Bulletin　o伍ciel　du　registre
ラ

ン　du　commerce　et　du　registre　des　m6tiers　sont　remplac6es　par　la
ス
商　d6nomination　Bulletin　o缶ciel　des　annonces　commerciales・

業
登
記

法　第11条1〔商事公報に関する事務〕

　　　商事公報に関する事務は無償とし，商事裁判所および商事事件を審

　　理する大審裁判所の書記局に付属する公報課がこれを管掌する。

　Art。11．　Un　service　gratuit　du　Bulletin　o伍ciel　deもannonces

commerciales　est　fait　par　I，administration　des　Journaux　o伍Ciels

aux　greffes　des　tribunaux　de　commerce．et　des　tribmaux　de

grande　instance　statuant　en　matiさre　commerciale．

第12条〔廃止規定〕

　つぎに掲げる規定はこれを廃止する。

　商業登記および職人登記に関する1949年4月9日法律第49一一483号

　フランス共和国官報に付属する営業財産の売買および譲渡に関する

公報の創設に関する1926年8月4日命令

　商業登記および職人登記に関する公報について定める1949年4月9

日法律の施行規則を定める1950年7月22日命令第50－860号第1条な

いし第10条

Ω　　　Art．12．　Sont　abro96s：

　　　La，10i　no49－483　（1u　9　avri11949relative　au　Bulletin　of丑ciel

　　du　registre　du　commerce　et　du　registre　des　m6tiere　l

　　　Le　d6cret（iu4ao｛it1926portant　cr6ation　d’un　bulletin　annexe
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au　Journal　ofEciel　de　la　R6publique　frangaise　sous　le　titre　du

Bulletin　o伍ciel　des　ventes　et　cessions　de　fonds　de　commerce；

　Les　articles　le「　a　10　du　d6cret　n。　50－860du22juillet1950

portant　rさglement　d’administration　publique　pour1’application

de　la　loi（iu9avri11949relative　au　Bulletin　omciel　du　registre

du　commerce　et　du　registre　des　m6tiers．

フ
ラ
ソ
ス
商
業
登
記
法

第13条〔本命令の改正〕

　本命令は，参事院の命令によってのみ改正することができる・

　Art。13．Le　pr6sent　d6cret　ne　pourra　etre　modi五6que　par

d6cret　en　Conseil　d，Etat。

第14条〔本命令の施行期日〕

　本命令は，商事会社に関する1966年7月24目法律第66－537号と同

じ日からこれを施行する。

　Art．14．Le　pr6sent　d6cret　entrera　en　vigueur　a　la　m6me

date　que　Ia　loi　n。　66－537　（iu　24　juillet　1966　sur　les　soci6t6s

commerciales．

○
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W商業登記に関する1969年12月
　　5日省令

　（法務・大蔵・産業および中小企業合同省令，

　　1969年12月13目付官報）

Ar撤6du5d6eembre1969，

Relatif　au　registre　du　commerce．

第1条〔登記申請書等への証明書類の添付〕

　商業登記簿への主たる登記または従たる登記の登記申請，商事裁判

所または商事事件を審理する大審裁判所の書記局に提出された登記事

項の補充記入もしくは変更記入または登記の抹消の申請書には，必要

あるときは，本命令第1章に定める証明書類を添付しなければならな

い。申請書は，本命令第2章に定める様式に関する1967年3月23日命

令第67－237号第6条および第45条に定める条件にしたがい，これを

作成しなければならない。

　　　Art．1e「．Toute　demande　d’immatriculation　a　titre　principal

　　ou　seconda±re　au　registre　du　commerce，d’inscription　comp16m・

　　entaire　ou　modi丘cative　ou　de　radiation　d6pos6e　au　greffe　du

　　tribuna1（1e　commerce　ou　du　tribunal　de　grande　instance　statuant

＿　commercialement　est　accompagn6e，1e　cas6ch6ant，des　piさces

O　　Justificatives　6num6r6es　au　chapitre　Ie「du　pr6sent　arrδt6．Les

　　demandes　sont6tablies　dans　les　conditions　d6termin6es　par　les

　　articles6et45du　d6cret　no67－237du23mars1967modifi6
　　sur　les　formules　pr6vues　au　chapitre　II　du　pr6sent　arret6．
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第1章　証　拠　書　類

　CHAPITRE　Ie「．

：Piさcesjus重ificatives．

第1節　登 記

フ
ラ
ソ
ス
商
業
登
記
法

　　Section　I．

Immatriculation．

第2条〔添付書面の必要性〕

　商業登記簿へのすべての登記申請書には次条以下に掲げる書面を添

付しなければならない。

　Art．2．Toute　demande　d’immatriculation　au　registre　du

commerce　est　accompagn6e　des　piさces6num6r6es　ci－aprさs：

　　　　　　第1款　自然人の登記

　　　　　　　　Sous－section1．

Immatriculation　des　personnes　physiques．

第3条〔登記申請書の添付書面〕

　登記申請者はつぎに掲げる書面を提出しなければならない。

　1。発行年月目が3ヵ月以内の出生証明書の抄本1通　　　　　　　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇
　2。　フランス国籍を取得した場合には，帰化を認める許可証書の副　O

本，帰化を認める許可を告示する官報の写し，社会問題省の交付する

証明書，国籍証書のうちいずれか1通

　　　　　　　　　　　　　　一121一



　　30外国人であるときは，1967年3月23日命令第67－237号第9条

　　（第2項第5号）に定める証明書
フ

ラ　　4◎18才以上の未成年者であるときは，営業能力を付与する証書の
ソ

ス　正本1通
商

業　　5。婚姻しているときは，発行年月日が3ヵ月内の婚姻証書の抄本
登

記　1通。夫婦財産契約があるときは，夫婦間の財産の自由な処分を制限
法

　する第三者に対抗することのできる条項をとくに表示した抄本1通。

　かかる条項がないときは，その旨を証明する公証人の証明書1通

　　60　民法典第1426条もしくは第1429条にもとづく申立または夫婦財

　産の分割もしくは婚姻後取得した財産の婚姻中清算の申立がなされた

　場合には，期日呼出状の写し1通。かかる申立を認容する判決があっ

　たときは，その旨を記載した発行年月日が3ヵ月内の婚姻証書の抄本

　　1通

　　70民法典第220－1条の適用にもとづく決定があった場合には，

　その正本1通
　　8。離婚または別居の場合には，離婚または別居の判決を記載した

　発行年月日が3ヵ月内の出生証明書または婚姻証書の抄本1通。外国

　において離婚または別居が宣告されかつこれがフランスの戸籍簿に当

　然には転記または記入されない場合には，離婚または別居が確定した

　　ことを証する外国の主務官庁の発行したすべての証書

　　9。　6ヵ月を超えてフランスに住所または居所を有しない者につい

　　ては，1969年1月3日法律第69－3号第2条に定める特別旅行許可証

　　または同法第5条に定める特別旅行許可証

一　　10。1969年1月3日法律第69－3号第1条および第2条の規定に
九

九　服する者については，当該年度の営業許可証の抄本

　　110　必要あるときは，企業活動の遂行に必要とされる許可証，免

　許証または権利証
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Art. 3. Les requ6rants doivent produire : 

1 ' Un extrait de 1'acte de naissance datant de moins de trois 

mois ; 

2' En cas d'acquisition de la nationalit6 fran~aise, soit une 

ampliation du d6cret de naturalisation, soit un exemplaire du 

Journal officrel dans lequel ce decret a 6t6 publi6, soit une 

attestation d6livr6e par le minist~re des affaires sociales, soit 

un certificat de nationalit6 ; 

3' S'ils sont 6trangers, Ies titres pr6vus ~ 1'article 9 (5') 

du d6cret n' 67-237 du 23 mars 1967 modifi6 ; 

4' S'ils sont mineurs ~g6s de ^ dix-huit ans, une exp6dition 

de 1'acte leur conf6rant la capacit6 de faire le commerce ; 

5' S'ils sont mari6s, un extrait de l'acte de mariag6 datant 

de moins de trois mois et, s'il existe un contrat de mariage, un 

extrait de celui-ci indiquant notamment les clauses opposables 

aux tiers, restrictives de la libre disposition des biens des 6poux 

ou, Ie cas 6ch6ant, une attestation du notaire certifiant 1'absence 

de telles clauses ; 

6' En cas de demande form6e sur le fondement de l'article 

1426 ou de 1'article 1429 du Code civil ou de demande en s6par-

ation de biens ou en liquidation anticip6e des acqu~ts, une copie 

de 1'assignation ; en cas de jugement ayant accueilli de telles 

demandes un extrait de l'acte de mariage datant de moins de 

trois mois, avec la mention du jugement ; 

7' En cas d'ordonnance rendue en application de 1'article 

220-1 du Code civil, une exp6dition de 1'ordonnance ; 
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8' En cas de divorce ou de s6paration de corps, un extrait 

de 1'acte de naissance ou de 1'acte de mariage datant de moins 

de trois mois, avec la mention du jugement ayant prononc6 Ie 

divorce ou la s6paration de corps ; s'il s'agit d'un divorce ou 

d'une s6paration prononc6e ~ 1'6tranger qui ne doit etre ni transcrit 

ni mentionn6 sur les registres de 1'6tat civil francais, tout 

document d6livr6 par les autorit6s 6trang~res comp6tentes 6tablis-

sant que le divorce ou la s6paration de corps est devenu d6-

finitif ; 

9' Pour les personnes n'ayant en France ni domicile ni 

r6sidence flxe depuis plus de six mois, Ie livret sp6cial de 

circulation pr6vu ~ l'article 2 de la loi n' 69-3 du 3 janvier 1969 

ou le carnet sp6cial de circulation pr6vu ~ 1'article 5 de ladite 

10i ; 

10' Pour les personnes soumises aux dispositions des articles 

ler et 2 de la loi n' 69-3 du 3 janvier 1969, 1'extrait du r6le des 

patentes de 1'ann6e en cours ; 

11" Le cas 6ch6ant, 1'autorisation, Ie dipl6me ou le titre 

n6cessaire ~ Ife~ercice de l'activit6 entreprise ; 

12' Pour l~e foind6 de pouvoir de l'assujetti ayant procuration 

g6n6rale, Ies pi~ces pr6vues aux 1' et 2' et, s'il est 6tranger, 

le titre de sejour et, si elle est exigible, Ia carte -de travailleur 

6tranger. 

~~ 4 ~l~~~ C~:O~~i~t~~c'-~~~~sgc.~~Lt*-t~~'i~i[C~~[t~･'~~f~:~~i] "!** = 

~~~'~:6D;~~;~:~~~i~l;~:~~~"*.~~-'~'~'-'~~Lt,_-~pA~'~'~,-e~~ ~:e~~~i~6D~:~~ic)2~)~;E~ 
*,D* 

~~:~~i~~;~II L t~;~~~L~~t~: ~) t~:~ +. 

Art. 4. Si le mari donne son accord expr~s ~ 1'exercice d'un 

commerce par sa femme, celle-ci doit produire la d6claration 

souscrite ~ cette fin par le mari. 
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第2款　商事会社，経済的利益団体およびそ

　　　の他の法人の登記

　　　　　　Sous”section2．

Immatriculation　des　soci6t6s　commerciales，

　grOUpementS　d’int6r6t6COnOmiqUe　et

　　　autrespersonnesmorales．

フ
ラ
ソ
ス
商
業
登
記
法

　　　第1目　商事会社の登記

§1．Immatriculation　des　soci6t6s　commerciales．

第5条〔登記申請書の添付書面〕

会社が，商業登記簿に登記を申請する場合には，つぎに掲げる書面

を提出しなければならない。

　10商業登記に関する1967年3月23日命令第67－237号第52条に定

める証書および書面の受理証

20商事会社に関する1967年3月23日命令第67－236号第285条に定

める通知を掲載した法定公告掲載紙の写し

30会社債務につき連帯して無限の責任を負う自然人たる社員につ

いては，第3条に定める書面

4。1967年3月23日命令第67－237号第11条（第2項第8号）に定

める者については，本省令第3条（第1号，第2号，第4号，第9号，

第10号，第11号および第12号）に定める書面，および命令第67－237　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　空
号第11条（第2項第9号b，c，d）に定める者については，さらに，ハ

本命令第3項（第3号）に定める書面

　5。前号に該当する者の1人が商業登記簿に登記された法人である

　　　　　　　　　　一125一
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Art. 5. Les socie't6s qui requi~rent leur immatriculation au 

registre du commerce sont tenues de pr6senter : 

1 ' Le r6c6piss6 du d6p6t des ac-tes et pi~ces pr6vu ~ 1'article 

52 du d6cret modifi6 n' 67-237 du 23 mars 1967 relatif au registre 

du commerce ; 

2' L'exemplaire du journal d'annonces 16gales dans lequel a 

e' t6 ms6r6 1 avls prevu a I article 285 du decret modifi6 n" 67-236 

du 23 mars 1967 sur les socie' t6s commerciales ; 

30 pour les associ6s tenus ind6finiment et solidairement des 

dettes sociales, personnes physiques, Ies pi~ces pr6vues ~ l'article 

3; 

4" Pour les personnes vis6es ~ 1'article 11 (8') du d6cret n' 

67-237 modifi6 du 23 mars 1967, Ies pi~ces pr6vues ~ l'article 3 

(1', 2', 4', 9', 10', 11' et 12') du pr6sent arr~te' et, en outre, 

phur celles vis6es ~ 1'article 11 (9' b, c, d) du d6cret n' 67-237 

susvis6, Ies pi~ces pr6vues ~ 1'article 3 (3') du pr6sent arr~t6 ; 

5' Si 1'une des personnes vis6es au 4' ci-dessus est une 

personne morale immatricul6e au registre du commerce, un 

extrait de son immatriculation datant de moins de trois mois 

et, Ie cas 6ch6ant, pour la personne physique repr6sentant per-

manent de la soci6t6 au sein du conseil d'administration ou du 

conseil de surveillance, ~ 1'exclusion du pr6sident du conseil 

d'administration ou du g6rant, une copie certifi6e conforme de 
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1a　d6cision　lui　conf6rant　cette　qualit6；

　6。　Si　la　personne　morale　est6trangさre，1es　piさces　vis6es議

1’article63du　d6cret　n。67－237du23mars1967modi丘6，d6－

pos6es　ou　publi6es　dans1’Etat　d’origine．

　　　　　　　　第2目　経済的利益団体の登記

§2．Immatriculation（ies　groupements　d’int6ret6conomique．

フ
ラ
ソ
ス
商
業
登
記
法

第6条〔添付書面〕

　経済的利益団体が商業登記簿に登記を申請する場合には，つぎに掲

げる書面を提出しなければならない。

　1967年3月23日命令第67－237号第64－1条に定める団体設立契約

書の書記局による受理証

　経済的利益団体の活動が許可または認可を要する場合には，団体は

必要とされる許可証もしくは権利証または構成員および場合により理

事の免許証を提出しなければならない。

　Art．6．Les　groupements　d’int6rδt6conomique　qui　requiさr－

ent　leur　immatriculation　au　registre　du　commerce　sont　tenus

depr6senter：

　Le　r6c6piss6du（i6P6t　au　greffe　du　contrat　de　groupement　vis6

a1’article64－1du　d6cret　no67－237du23mars1967modi五61

　En　cas　d’exercice　d’une　activit6r691ement6e，1es　groupements

d’int6ret6conomique　doivent　pr6senter1’3utorisation　ou　le　titre

n6cessaire　ou　le　dip16me　des　membres　et，6ventuellement，des

adminiStrateUrS．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　九
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四

第7条〔商事活動を行なわない経済的利益団体の添付書面〕

　経済的利益団体が商事活動を行なうことを目的としない場合には，
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その登記申請者はつぎに掲げる書面をも提出しなければならない。

　A。一団体の構成員に関する書面

　1。　自然人または法人が商業登記簿にすでに登記されている場合ま

たは当該企業が職人名簿に登録されている場合には，発行年月日が3

ヵ月内の登記または登録の抄本1通

　2。　自然人または法人が商業登記簿に登記されていない場合または

当該企業が職人名簿に登録されていない場合には，

　a）自然人については，本省令第3条（第1号，第2号，第5号，

第6号，第7号および第8号）に定める書面

　b）法人については，監督官庁の許可または認可をうけた旨の証明

を必要とするときはその証明書1通を添付してなす法的能力を有する

ことを証する書類のほか，団体設立契約書の正本1通または設立契約

書が公正証書によって作成されているときもしくは公証人の公証原簿

に編綴ざれているときは公証人の証明書1通

　B．一理事，業務執行を監査すべき者および会計を監査すべき者に

ついては，

　本省令第3条（第1号または第2号）に定める書面

　C．一本条A項（第2号a）およびB項に定める者は，必要あると

きは，フランス領土内に滞在することを認める証書を提出しなければ

ならない。

　　　Art．7．Les　requ6rants　doivent6galement　produire，s’il　s’agit

　　d’un　groupement　d’int6r6t6conomique　qui　d6clare　ne　pas　avoir

　　d’activit6commerciale：

空　　A．一Pour　les　membres　du　groupement：

　　　1。S’il　sラagit　de　persomes　physiques　ou　morales　d6ja　im．

　　matricu16es　au　registre　du　commerce　ou　dont1’entreprise　est

　　inscrite　au　r6pertoire　des　m6tiers，un　extrait　de1’inscription
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datant　de　moins　de　trois　mois　l

　2Q　S7il　s’agit　de　personnes　physiques　ou　morales　non　im－

matricu16es　au　registre　du　commerce　ou（iont1，entreprise　n’est

pas　inscrite　au　r6pertoire　des　m6tiers：

　a）　En　ce　qui　concerne　les　pe1・sonnes　physiques，1es　piさces

pr6vues　a1’article3（1。，2。，50，6。，7。　et8。）　du　pr6sent　arret6；

　b）　En　ce　qui　conceme　les　persomes　morales，outre　la　preuve

de　leur　capacit6　juri（iique　avec，s少il　y　a　lieu，une　justification

de1’autorisat三〇n　ou　de1’agr6ment6manant　de1’autorit6de　tutelle，

soit　un　exemplaire　de　leur　contrat，soit　un　certificat　notari6si

les　statuts　ont6t6r6dig6s　en　la　forme　authenti（1ue　ou　s’ils　ont

6t6d6pos6s　au　rang　des　minutes（i伊un　notaire．

　B．一Pour　Ie　ou　les　administrateurs　et　les　persomes　charg6es

du　contr61e　de1αgestion　ainsi　que　pour　les　personnes　charg6es

du　contr61e　des　comptes：

　Les　piさces　pr6vues　a1’article3　（10　et，1e　cas6ch6ant，20）　du

pr6sent　arret6．

　C．一Danslescaspr6vusauA（20，a）etauBdupr6sentarticle，

1es　int6ress6s（10ivent　produ宝re，1e　cas6ch6ant，1es　titres　qui　les

habilitent　a　s6journer　sur　le　territoire　frangais．
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第8条〔商事活動を行なう経済的利益団体の添付書面〕

　経済的利益団体が，商事活動を行なうことを目的とする場合には，

第6条に定める書面のほか，つぎに掲げる書面を提出しなければなら

ない。

　A．一団体の構成員に関する書面

　1。　自然人または法人が商業登記簿にすでに登記されている場合ま　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　些
たは当該企業が職人名簿に登録されている場合には，発行年月日が3　一

ヵ月内の登記または登録の抄本1通

　20　自然人または法人が商業登記簿に登記されていない場合であっ
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て，

　a）この者が自然人であるときは，第3条に定める書面。ただし，

同条第3号に定める書面を除く。

　b）この者が商業登記簿に登記する義務のない法人であるときは，

第7条A項（第2号b）に定める書面

　B．一第三者に対する責任を団体に発生させる権限を有する理事に

ついては，

　第3条（第1号または第2号および第3号）に定める書面

　C．一理事，業務執行を監査すべき者および会計を監査すべき者に

ついては，第3条（第1号または第2号）に定める書面および必要あ

るときはフランス領土内に滞在することを認める証書

　　　Art．8．Outre　les　piさces　vis6es議1’article6，1es　groupements

　　d’int6r6t6conomique　qui　d6clarent　avoir　une　activit6commerciale

　　doivent　produire：

　　　A．一Pour　les　membres　du　groupement：

　　　1。S’il　s7agit　de　personnes　physiques　ou　morales　d6ja　im。

　　matricu16es　au　registre　du　commerce　ou　dont　rentreprise　est

　　inscrite　au　r6pertoire　des　m6tiers，un　extrait　de　leur　immatricu1－

　　ation　ou　de　leur　inscription（iatant　de　moins　de　trois　mois　l

　　　20S’il　s’agit　de　persomes　non　immatricu16es　au　registre　du

　　commerce：
　　　a）　En　ce　qui　concerne　les　personnes　physiques，1es　piさces

　　pr6vues　a1’article3，a1’exception（1e　celles　pr6vues　au301

　　　b）　En　ce（1ui　concerne　les　personnes　morales　non　assujetties

＿　ゑrimmatriculation　au　registre　du　commerce，1es　piさces　pr6vues

九a1’article7A（2。，b）．

　　　B．一Pour　radministrateur　ayant　le　pouvoir　d’engager　le　group．

　　ement　a　r6gard　des　tiers　l

　　　Les　piさces　pr6vues　a1’article3（1。et，selon　le　cas，2。et3。）．
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　C．一Pour　le　ou　les　administrateurs　ainsi　que　pour　les　persomes

charg6es　du　contr61e　de　la　gestion　et　les　personnes　charg6es　du

contr61e　des　comptes，1es　piさces　pr6vues　a1’article3（1。et，

selon　le　cas，20）ainsi（1ue，1e　cas6ch6ant，1es　titres　les　habilitant

a　s6journer　sur　le　territoire　frangais．

　　　　　　第3目　その他の法人の登記

§3．Immatriculation（ies　autres　personnes　morales．
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第9条〔公企業の添付書面〕

　1967年3月23日命令第67－237号第2条（第3号）の規定の適用に

より登記義務を負うフランスのすべての公企業は，業務執行，管理，

指揮を行なう権限を有する者または自己の署名により公企業に責任を

発生させる包括的権限を有する者の氏名・住所等および国籍を証明す

るため，本省令第3条（第1号および第2号）に定める証明書類と同

一の書面を提出しなければならない。

　Art．9．Tout6tablissement　public　frangais　soumis　a　im－

matriculation　en　application　des　dispositions　de1’article2（30）

du　d6cret　no67－237du23mars1967modifi6produit　les　memes

justifications（lue　celles　pr6vues　a1’article3　（10et2。）（1u　pr6sent

arret6pour6tablir1’i（ientit6et　la　nationalit6des　personnes　qui

ont　le　pouvoir　de　g6rer，d，administrer　ou　d．e　diriger，ou　qui　ont

le　pouvoir　g6n6ral　d，engager　1’6tablissement　public　par　leur

signature．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　死

第10条〔通商代表機関，事務所の添付書面〕　　　　　　　　　　　　　0

　1967年3月23目命令第67－237号第2条（第4号）の規定の適用に

より登記義務を負う外国の政府，公共団体または公共機関の通商代表
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機関または事務所は，登記申請書の証明書類として，通商代表機関ま

たは事務所の実在することおよびその正式の地位を証明しかつこれら

の機関に責任を発生させる包括的権限を有する自然人の氏名および住

所を表示した大使，公使または領事の証明書1通を提出しなければな

らない。

　Ar重．10。　Les　repr6sentations　ou　agences　commerciales　des

Etats，collectivit6s　ou6tablissements　publics6trallgers　soumis

a　immatriculation　en　application　des　dispositions　de1’article2

（40）du　d6cret　modi五6n。67－237du23mars　l967produisent，

a1’appui　de　toute　demande　d’玉mmatriculation，m　certificat　de

1’autorit6diplomatique　ou　consulaire　dont　elle　re1さve　attestant

la　r6alit6et　le　caractさre　of五ciel　de　la　repr6sentation　ou　de1’agence

indiquant　les　nom，pr6noms　et　domicile　des　persomes　physiques

ayant　le　pouvoir　g6n6ra1（ie1，engager．

第3款　通 則

　　　Sous－section　3．

Dispositions　communes．

　　第11条〔営業財産の設定または移転に関する申請に添付すべき書面〕

　　　営業財産を設定しまたは他の場所へ移転する場合には，登記申請者

　　はつぎに掲げる証明書を提出しなければならない。

　　　101958年12月27日命令第58－1352号第1条の2に定める証明書

一　　201948年9月1目法律第48－1360号第10条（第7号）に定める市
八

九　町村内に存する営業所ならびに都市計画法典第341条にもとづいて作

　　成された表に記載されている市町村内に存する営業所に関しては，住

　　居を営業用に違法に転用しなかったことを確認するために，署名のあ
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る申請書を受理したことを証する市町村長の証明書

　Art．11．En　cas　de　cr6ation　d’un　fonds　de　commerce　ou　de

transfert　dans　un　autre　loca1，1e　d6clarant　pro（1uit：

　10　Le　titre　juridique　pr6vu　a　1’article　l　bis（1e　rordonnance

modifi6e　n。　58－1352du27d6cembre　1958．

　20　Pour　les　locaux　situ6s　dans　les　communes　vis6es　a1，article

10　（7。）　de　la　loi　mo（1ifl6e　n。　48－1360　（iu　le「septembre　1948et

dans　celles五gurant　sur　la　liste6tablie　en　apP蓋icatio且de　rarticle

341du　Code　de1’urbanisme　et　de1’hab三tation，un　certi丘cat　du

maire　attestant　qu，il　a　6t6　souscrit　une　d6claration　en　vue　de

permettre　de　v6ri負er　s’il　nシy　a　pas　eu　transformation　irr6guliさre

d’un　local　a　usage　d’habitation　en　local　a　usage　commercia1。
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第腫条〔経済的利益団体の登記申請に添付すべき書面〕

　経済的利益団体の代表者が登記を申請する場合には，団体の所在地

が，商人たる構成員中の1人の住所におかれていることまたは都市計

画法典第340条に定める要件を満たしていることを証する署名のある

申請書をも提出しなければならない。この申請書は印紙の貼用を要し

ない証書として正本3通を作成し，1通を裁判所書記局に保管し，他

の2通は，それぞれ書記官が知事および市町村長に送付する。

　Art．12．Lesrepr6sentantsdシungroupementd’int6ret6conomi・

que　so皿citant　me　immatriculation　doivent6galement　souscrire

une　d6claration　certifiant，suivant　le　cas，que　le　siさge　du　group－

ement　est　situ6au　siさge　de1’un　de　ses　membres　commergant

ou　qu’il　a6tさsatisfait　aux　obligations　pr6vues　par1’article340　　＿

du　Code（ie1’urbanisme　et（1e1’habitation．Cette　d6claration　八
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
est6tablie　sur　papier　libre，en　trois　exemplaires，1’m　conserv6

au　greHe，chacun　des　deux　autres6tant　adress6respectivement

au　pr6fet　et　au　maire　par　les　soins　du　gref五er．
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第13条〔営業財産の取得に関する申告に添付すべき書面〕

　営業財産を取得した場合には，その取得の方法のいかんを問わず，

申請者は，前所有者に関する商業登記の抹消を記載した抄本1通のほ

か，つぎに掲げる書面を提出しなければならない。

　10　売買もしくは競売による取得の場合または分割による割当の場

合には，その証書の謄本または原本1通および1909年3月17日法律第

3条に定める掲載事項の第1回の公告がなされた法定公告掲載紙の写

し1通
　20贈与による取得の場合には，贈与証書の謄本1通。分割および

競売を伴なわない相続承継の場合には，身分関係を証する証明書1通

または財産目録の主要な項目

　30会社に対する出資の場合には，1909年3月17日法律第7条に定

める掲載事項の公告がなされた法定公告掲載紙の写し1通

　　　A誘．13．En　cas　d’acquisition　dヲun　fonds　de　commerce，et

　　quel　que　soit　le　mode　d’acquisition，1e（16clarant　produit　un　extrait

　　mentiomant　la　radiation　du　registre　du　commerce　de1’ancien

　　propri6taire　et，en　outre：

　　　10　S’il　sナagit　（1ラune　acquisition　par　achat　っu　licitation　ou

　　d’une　attribution　par　voie　de　partage，une　exp6dition　ou　un

　　original　de　l’acte　et　m　exemplaire　du　joumal　d’annonces16gales

　　dans　lequel　a6t6publi61a　premiさre　insertion　pr6vue　a1’article

　　3de　la　loi　du17mars19091

　　　2。　S’il　s’agit　d’une　ac（1uisition　par　voie　de（ionation，une　ex。

　　P6（iition　de1’acte　de（10nation；s’il　s’agit　（1’une　d6volution　suc一

＿　　cessorale　sans　partage　ni　licitation，un　acte　de　notori6t60u　un

八intitu16d’inventai「e；
七
　　　30　S’il　s’agit　d’un　apport　en　soci6t6，un　exemplaire　dujoumal

　　d，annonces16gales　dans　le（luel　a　6t6　publi6e　1’insertion　pr6vue

　　a1’article7de　la　loi　du17mars1909．

一134一



第14条〔営業の賃貸借に関する申請に添付すべき書面〕

　①営業の賃貸借の場合，営業財産の賃貸人は，1956年3月20日法

律第4条に定める条件を満たしていることを証する署名ある申請書を

提出しなければならない。同法第5条にもとづいて第4条に定める期

間が短縮されまたは期間の定めが除かれた場合には，その裁判の謄本

1通は裁判所書記局に保管される申請書にこれを添付しなければなら

ない。

　②賃借人は，営業財産の賃貸人に関する商業登記簿の登記の抄本1

通および賃貸借契約の謄本または原本1通を提出しなければならな

い。占有する場所について賃借権を有する賃借人は，第11条の規定に

したがわなければならない。
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　Art。14．　En　cas　de　location－96rance，1e　loueur　du　fonds　de

commerce　souscrit　une　d6claration　af資rmant　que　les　conditions

exig6es　a1’article4de　la　loi　du20mars1956sont　remplies．

Si　le　（i61ai　pr6vu　audit　article　est　r6duit　ou　supPrim6（1ans　les

conditions　de　rarticle5de　la　meme　loi，une　exp6dition　de　la

d6cision　est　jointe　a　la　d6claration　conserv6e　au　greffe．

　Le　locataire　g6rant　produit　un　extrait　de1’immatriculationdu

loueur（1u　fonds　au　registre　du　commerce　et1’exp6dition　ou　un

origina1　（iu　contrat　（ie　location－96rance．　Le　locataire　g6rant，

titulaire　d’un　bail　sur　les　locaux　qu’il　occupe　se　conforme　aux

dispositionsderarticle11．

第15条〔裁判所書記局による証明書類の保管義務〕

　第3条（第1号，第3号，第6号，第7号および第8号），第4条，　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
第7条のA（第1号）およびB，第8条のA（第1号），BおよびCに　六

定める証明書類は，商人の滞在許可証および身分証明書を除き，第13

条および第14条に定める書面と同様に，これを裁判所書記局に保管し
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なけ’ればならない，ただし，第12条に定める経済的利益団体に関する

手続は書記官がこれを行なわなければならない。
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　Ar意．15．　Les　piさces　justificatives　vis6es　a　rarticle3（10，30，

6。，7Q　et80），ゑrarticle4，a1’article7－A（10）et　B，a1’article

8－A（10），B　et　C，a1’exception　des　titres　de　s6jour　et　des　cartes

d’identit6de　commergant，ainsi　qu’aux　articles13et14，sont

conserv6es　au　greffe　sous　r6serve　en　ce　qui　concerne　les　grou－

pements　d’illt6ret6conomique　des　formalit6s　pr6vues　a1’article

12a　la（iiligence　du　gre鉦ier．

第2節　補充記入および従たる登記

　　　　　　　　　　　Section　II．

Inscription　comp16mentaire　et　immatriculation

　　　　　　　　　　secondaire．

第16条〔補充記入および従たる登記の申請に添付すべき書面〕

　補充記入または従たる登記の申請が必要な場合には，その申請書に

は，第11条および第14条に定める書面を添付し，かつ従たる登記の申

請の場合には，さらに主たる登記の抄本1通を添付しなければならな

いo

　　　Art。16．Dans　le　cas　o血il　y　a　lieu　a　demande　d’inscription

　　comp16mentaire　ou　d’immatriculation　secondaire，cette　demande

＿　　est　accompagn6e　des　piさces　pr6vues　aux　artides　ll　et14et，en

八　outre，en　cas　de　demande　d’immatriculation　secondaire，d’un
五
　　extrait　de1，immatriculation　a　titre　pri旦cipaL
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第3節　変　更　記　入

　　　　Section　III．

Inscriptions　modificatives．

第17条〔変更記入の申請に添付すべき書面〕

　①変更記入の申請書には，登記事項に変更を生じたことを証明する

証書を添付しなければならない。

　②婚姻の状況に関する変更の場合には，申請書には，つぎに掲げる

書面を添付しなければならない。

　10婚姻の場合には，第3条（第5号）に定める書面

　2。夫が妻の営業を明示的に承認した場合には，夫の署名ある申告

書

　30　夫婦財産制の変更または修正に関する公正証書を認可する判決

がなされた場合には，判決が確定したことを証明する弁護士の証明書

を添付した判決の抄本1通

　40商人たる配偶者の死亡により婚姻が解消した場合には，家族手

帳または死亡証明書の抄本1通

　50婚姻の無効の場合には，判決が確定したことを証明する弁護士

の証明書を添付した判決の抄本1通

　6。離婚または別居の場合には，離婚または別居の事実を記載した

出生証明書または婚姻証書の抄本1通。外国において離婚または別居

が宣告され，かつこれがフランスの戸籍簿に当然には転記または記入

されない場合には，判決が確定したことを証明する書類

　70　民法典第1426条もしくは第1429条にもとづく申立または夫婦財

産の分割もしくは婚姻後取得した財産の婚姻中清算の申立がなされた

　　　　　　　　　　　　　一137一

フ
ラ
ン
ス
商
業
登
記
法

八
四



フ
ラ
ソ
ス
商
業
登
記
法

場合には，期目呼出状の写し1通

　80民法典第1426条もしくは第1429条にもとづく申立または夫婦財

産の分割もしくは婚姻後取得した財産の婚姻中清算の申立を認容しま

たは却下する判決がなされた場合には，判決が確定したことを証明す

る弁護士の証明書を添付した判決主文の抄本1通または申立を認容し

た判決を記載した婚姻証書の抄本1通

　go　民法典第220－1条の適用にもとづく決定があった場合には，

その正本1通

　　　Art．17．Toute　demande　d’inscription　modificative　est　ac－

　　compagn6e　des　piさces　justi丘catives6tablissant　les　changements

　　intervenUS．

　　　Pour　toute　modification　de　la　situation　matrimoniale，1a　de－

　　mande　est　accompagn6e　des　piさces　suivantes：

　　　1。　En　cas　de　mariage，celles　pr6vues　a1’article3（5。）1

　　　20　En　cas　d’accord　exprさs　donn6par　le　mari　a1’exercice　d’un

　　commerce　par　sa　femme，1a　d6claration　souscrite　a　cette　fin

　　parlemaril
　　　30　En　cas　de　jugement　homologuant1’acte　notari6de　change－

　　ment　ou　de　modification　du　r6gime　matrimonia1，m　extrait　de

　　ce　lugement　accompagn6d，un　certi五cat　de1’avocat　attestant

　　son　caractさre　（16丘nitif　l

　　　40　En　cas　de　dissolution　du　mariage　par　suite　du　d6cさs　du

　　conloint　du　commergant，1e　livret　de　fam皿e　ou　un　extrait　de

　　1’acteded6cさs；

　　　5。　En　cas　d，amulation　du　mariage，un　extra三t　du　jugement

　　accompagn6♂un　certi丘cat　de1’avocat　attestant　son　caractさre

丞d6丘nitif；

　　　60　En　cas　de　divorce　ou　de　s6paration　de　corps，soit　un

　　extrait　de1’acte　de　naissance　ou　de1’acte　de　mariage　portant

　　mention　du　divorce　ou　de　la　s6paration　de　corps，soit　tout
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document propre ~ en 6tablir le caractere definitif lorsque le 

divorce ou la s6paration de corps, prononc6 ~ 1'e' tranger, ne doit 

etre ni transcrit, ni mentionn6 sur les registres de 1'6tat civil 

frangais ; 

7' En cas de demande form6e sur le fondement de 1'article 

1426 ou de l'article 1429 du Code civil ou de demande en s6par-

ation de biens ou en liquidation anticip6e des acqu~ts, une copie 

de l'assignation ; 

8' En cas de jugement accueillant ou rejetant soit une demande 

form6e sur le fondement de 1'article 1426 ou de 1'article 1429 

du Code civil, soit une demande en s6paration de biens ou en 

liquidation anticip6e des acqu~ts, un extrait contenant le dis-

positif du jugement accompagn6 d'un certificat de 1'avocat attest-

ant son caract~re d6finitif ou un extrait de l'acte de mariage 

portant la mention du jugement ayant accueilli la demande ; 

9' En cas d'ordonnance rendue en application de 1'article 

220-1 du Code civil, une exp6dition de l'ordonnance. 

h~~~* 4 J~!h*n ~IJ ~~ 

Section IV. 

Dispositions diverses. 

~~18~~~~~ [~~~UF~f~:~B=i~ [* J~ ~~i~:/:I~~~~#~~~):COf~;~~~s ~:V~~~(~] 

~f~~A~;~~~~)~~i~~~~~~;, ~:~~lJ~f~:'-'".-.~"-'-~-~l~~~~~c 3 ~~;7~f~~i~L, ~,q) 1 

~~;~~~~f~:~1~~IJ~f~))~¥(~;~~~1~~-'-･-･ ･¥, ~l~t~f~l~) 1 ~~:~~.~;~~i~~i~i'¥~~B~~~~;ffL 
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Art. 18. Les formules d'insertion au Bulletin ofiiciel des an-

nonces commerciales sont 6tablies par le greffier en trois ex-
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　　emplaires．Le　gre伍er　envoie　simultan6ment　m　de　ces　exem－

　　Plaires　a1’administration　des　Journaux　o岱ciels　et　un　autre　a

フ　1a　direction　d6partement＆1e　des　imp6ts。
ラ

ン

ス

商

業　第19条〔裁判官による登記義務者等の犯罪記録の調査〕
登

記　　商業登記を監督する裁判官は，登記前に，登記義務者ならびに第3
法

　　条（第12号）および第5条（第3号および第4号）に列挙する者に関

　　して，犯罪記録保管所に対し第2種人別カードの交付を申請しなけれ

　　ばならない。

　Art．19．Avant　toute　immatriculation，1e　juge　commis　a　la

survei11ance　du　registre　du　commerce　demande　le　bulletin　n。2

du　casier　judiciaire　des　personnes　soumisesきimmatriculation

et　de　celles6num6r6es　a砥x　articles3（12Q）et5（3。et40）。

第鴉条〔登記の記号および番号〕

　商業登記簿における登記番号は，自然人の場合は記号《A》，経済

的利益団体以外の法人の場合は記号《B》および経済的利益団体の場

合は記号《C》に分類されたつぎの2種類の番号から成る。第1種の

番号は申請書が受理された年度の下2桁の数字により，第2種の番号

は年度中に受理された登記申請書の受付順番号による。

　　　Ar奮．20．Le　num6ro　d’immatriculation　au　registre　du　com．

　　merce　est　constitu6de　deux　groupes　de　chiffres，s6par6s　par　la

＿　1ettre《A》s’il　sヲagit　d2une　personne　physique，par　la　Iettre《B》

八　s，il　s，agit　d’une　personne　morale　autre　qu，ungroupement　d，int6r6t

　　6conomique　et　par　la　lettre《C》s，il　s，agit　d，un　groupement

　　d’int6ret6conomique．：Le　premier　groupe　se　compose　des　deux

　　demiers　chiffres　du　mi116sime　de1’am6e　au　cours　de　laquelle
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estreguelademandellesecondestlemm6rod’ordredes
demandes　d，immatriculation　regues　au　cours　de1’ann6e．

第21条〔企業別調査票の作成・提出義務〕

　登記申請者は，登記申請に際し，国立経済調査統計局が作成交付す

る書面により，企業別調査票に自ら必要事項を記入して同局に提出し

なければならない。
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　Art．21。Toute（iemanded’imm＆triculationdonnelieua1’6tabli－

ssement　dyun　bulletin　d’identification　sur　un　imprim6foumi　par

1’institut　national　de　la　statistique　et　des6tudes6conomiques，

rempli　par　le　demandeur　et　adress6pαr　luiきcet　institut．

第22条〔養老年金保険への加入申込書の添付〕

　1966年3月31目命令第66－247号第1条に列挙された者は，登記ま

たは変更記入の申請書に，失業者の養老年金保険への加入申込書を添

付しなければならない。この申込書は，裁判所書記官が登記申請者の

指定した金庫に，これを移送する。ただし，営業の賃貸人は，この書

類を提出することを要しない。

　Art．22．Les　persomes6num6r6es　a　rarticle　le「dU（iecret

n。66－247du31mars1966doivent　joindre　a　toute　demande

d’量mmatriculation　ou，sラi16chet，d’inscription　modi五cative，une

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミdemande　dヲa伍1iationゑune　caisse　d’assurance　vieillesse　de　non－

salari6s，transmise　par　le　gref丑er　a　la　caisse　d6sign6e　par　le

d6clarant．Toutefois，1es　loueurs　de　fonds　de　commerce　ne　sont　＿

pastenusdef・urnircettepiさcα　　　　　　8
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第2章　商業登記に関する書面

　　　　　　　　　C且APITRE　II．

Imprim6s　concemant　le　registre　du　commerce．

第23条〔書式の規格〕

　①各種の登記に必要な書面の様式は，本省令にこれを添付する。書

式の大きさは，21cm×27cmとし，用紙はA．F．N．0．R．7－1の規

格と一致し，重量80グラム，使用するインクは黒色とする。

　②前項の書面は，自然人については白色，法人については桃色，経

済的利益団体については青色とする。

　Art．23。Les　modさ1es　des　imprim6sn6cessairesauxdiff6rentes

qP6rations　sont　annex6s　au　pr6sent　arret6；ils　sont6tablis　sur

format21×27；1e　papier　doit　correspondre　a　la　norme　A』F』N．O』R．

VII／1，grammage80，et1’encre　utilis6e　doit　etre　de　couleur　noire，

　Ces　imprim6s　sont　de　couleur　blanche　pour　les　persomes

physiques，rose　pour　les　personnes　morales，bleue　pour　les

groupements　d，int6ret6conomique．

第24条〔登記簿の抄本〕

　商業登記簿の抄本は，裁判所書記官が本省令に添付する様式にもと

づく書面によって，これを交付する。

一　　Art．24．Les　extraits　du　registre　du　commerce　sont　d61ivr6s
七

九　par　les　gre伍ers　sur　des　imprim6s　conformes　au　modさ1e　amex6

　　aupr6sentarret6．

一142一



第3章経過規定

第25条〔行商人〕

　　CHAPITRE　III．

Dispositions　transito並es．
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　1969年1月3日法律第69－3号が施行されるまでは，商業登記簿に

登記を申請する行商人は，本省令第3条（第1号，第2号，第3号，

第4号，第5号，第6号，第7号，第8号，第10号，第11号）に定め

る書面のほか，1912年7月16日法律第2条に定める手帳をも提出しな

ければならない。

　Art．25．Jusqu’a1’entr6e　en　vigueur　de　la　loi　nQ69－3du3

janvier1969，1es　forains　demandant　leur　immatriculation　au

registre　du　commerce　doivent　pr6senter，outre　les　piさces　pr6vues

a　1’article　3　（1。，2。，30，4。，50，6。，7。，8。，100，11。）　（iu　pr6sent

arret6，1e　carnet　pr6vu　a　rarticle2de　la　loi　du16juillet1912．

第26条〔本省令公布前に登記した経済的利益団体〕

　本省令の公布前に登記をなした経済的利益団体は，公布の日から3

ヵ月内に前各条に定める証明書類を提出しなければならない。

　Art．26．Les　groupements　immatricu16s　avant　la　publication

du　pr6sent　arrδt6doivent　dans　un　d61ai　de　trois　mois　foumir

les　piさces　justi丘catives　exig6es　aux　articles　ci・dessus．　　　　　　　　　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八

第27条〔1967年3月23日の省令の廃止〕

　商業登記に関する1967年3月23日の省令は，これを廃止する。
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　Art．27．L’arret6du23mars1967relatif　au　registre　du

commerce　est　abro96．
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七
七
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